
事務事業評価
【施策の展開(93)】
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施策１-（１）緑と清流の保全【環境課】
（施策の展開）

A

・「川ガキ・山ガキ自然塾」を開催し、市
内の小学生が様々な自然体験を通して日高
の自然に触れあうことができました。
・緑の基金感謝状贈呈式や植樹会を実施
し、自然環境の保全のＰＲができました。
・市民の森－日和田山環境ボランティアに
より日和田山の整備を実施することができ
ました。
・自然観察会では、日高の自然を知る機会
を提供することができました。
・ゴーヤ苗の配布を行った結果、緑のカー
テンコンテストでは前年度より参加者が増
加しました。

・日和田山地内の樹木が高木・老木化が
進んでいるため、補助金等を活用し、樹
木の剪定を行う必要があります。
・自然観察会の参加人数が減少傾向にあ
るため、自然観察会の周知方法等を検討
する必要があります。
・緑のカーテンは徐々に普及してきてい
ますが、コンテストを開催することによ
り多くの市民や事業所に参加していただ
けるよう継続して啓発する必要がありま
す。

環境課
4,728,802円

P76

緑の保全推進事業

100

290

河川の生物化学的酸素要求量
(BOD)環境基準の達成率（%）

目標値 ―
100

成果値

目標値

達成率H29 H30 H31 H32
280270

245 240

H26 H27 H28

100 100

260

ボランティア活動への市民参加促進と活動支援を継続して行っていきます。
河川に係るＢＯＤ基準達成率向上に向けて、汚染原因調査を行い、原因を分析したうえで効果的な施
策を検討していきます。

評価
ランク

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

― 300

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

環境課

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)

環境に関するボランティア
参加人数（人） 207

―

事務事業名
担当課

主要な施策の成果説明書頁

・清流保全啓発ポスターは、市内の児童及
び生徒から多くの作品を応募していただき
ました。
・生きた魚に直接触れる体験を小学生に提
供することで、清流保全への関心を高める
ことができました。
・水質調査を行うことにより、河川の水質
の状況を把握することができました。

清流保全対策事業

経費

1,102,192円
P75

―
成果値

A

95

ボランティア会員の高齢化等により、日和田山の整備活動への参加人数が減少しています。
ＢＯＤの水質環境基準を達成できていない河川もありますが、今後も引き続き調査を行い、現状把握
に努めています。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

100

・生活排水対策事業と合わせ効果的な啓
発を行っていきます。市民に身近な河川
は、直接生活排水の影響を受けるため、
今後も生活排水が河川に与える影響を市
民に周知し、水質保全に対する啓発を
図っていきます。
・継続してデータの収集や蓄積を行い、
分析調査結果をホームページ等で周知
し、地域住民の水質浄化への意識を高め
ていきます。

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

　日和田山や高麗川をはじめとする豊かな自然環境を次世代に引き継ぐため、緑と清流の保護や環境保
全活動に市民と協働で取り組みます。
　市民はもとより、未来を担う多くの子どもたちに本市にある自然の豊かさを学べる機会を提供しま
す。

90

（成果指標）

100

28



施策１-（２）地球温暖化やその他の環境問題への取組【環境課】
（施策の展開）

・日高猟友会とのアライグマ回収運搬処理
業務委託契約を締結し、猟友会出動回数が
39回、アライグマ処理数が43頭でした。
・アライグマの回収運搬及び処理を全面的
に猟友会に委託できるよう、契約内容を見
直しました。

・箱わなの設置も猟友会に委託するなど、
さらなる職員の事務負担の軽減を目指しま
す。

―

〔平成29年度目標に向けての取組〕（Action）

P76

・平成28年度から定置型リチウムイオン蓄
電池、燃料電池自動車（ＦＣＶ）の補助対
象事業を拡大しました。
・市内における住宅用省エネルギーシステ
ムの普及により環境への負荷が軽減され、
地球温暖化防止の取り組みに対する環境意
識の向上につながりました。

・今後、太陽光発電システムの設置工事価
格や発電した電力の買い取り価格などが変
化した場合には、補助件数や補助金額の増
減についての検討が必要となります。
・常に最新の情報を収集していくととも
に、限られた財源の中で最も効果的な補助
のあり方を考えていく必要があります。
・燃料電池自動車（ＦＣＶ）は受注生産で
納車までに数年かかるため、継続的な支援
を検討する必要があります。

環境課
6,669,000円

P72

評価
ランク

―

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

市内のおける温室効果ガス
排出量（千t-CO2）

主要な施策の成果説明書頁

1,545

地球温暖化対策推
進事業

A

1,1001,300

平成26年度の排出量は、環境省「地球温暖化対策地方公共団体実行計画（区域施策編）策定マニュア
ル」に記載されている方法を参考として推計しました。

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)

地球温暖化対策実行計画（区域施策編）をもとに、市民や事業者とともに、市域全体を対象として温室
効果ガスの排出抑制を目指します。

事務事業名

989,756円

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

1,500

環境課

成果値

鳥獣対策事業

A

　地球温暖化防止対策を推進するため、再生可能エネルギーの活用や省エネルギー化など、環境負荷が少
ないライフスタイルの実現に向けた意識啓発を行います。
　従来の生態系に影響を及ぼす特定外来生物の防除対策を推進します。

（成果指標）
H26 H27 H28

950
H31
1,000

H30 H32H29 達成率

―
目標値 ―
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施策２-（１）文化財の保護と歴史の継承【生涯学習課】
（施策の展開）

指定文化財維持管
理事業

A

・管理委託契約や補助金を交付することに
より指定文化財の保護、保存、管理を行う
ことができました。

・指定文化財を火災や防災から守ってい
くための対応マニュアルの作成が必要で
す。

生涯学習課
586,141円
P271

高麗郷民俗資料館
維持管理事業（生
涯学習課）

A

・市内で使われていた民具を通して、人々
の生活、産業を紹介できました。
・企画展では、「高麗建郡1300年-高麗郡
のくらし-」展を開催し、市内から出土し
た遺物を中心に展示できました。

・施設が木造で耐火構造になっていない
ため、他市町村からの資料借用ができな
い状況であり、展示内容に限界がありま
す。
・元々、資料館施設ではないため、国、
県指定文化財等の貴重な文化財を展示す
るための設備が整っていません。
・資料館の役割は展示、収蔵、保管です
が、収蔵スペースがありません。生涯学習課

1,613,034円
P270

文化財室維持管理
事業（生涯学習
課）

A

・文化財資料の保管管理が行えました。
・耐火構造の事務所のため、寄託されてい
る指定文化財や古文書が安心して保管でき
ました。

・埋蔵文化財出土品の収蔵スペースが不
足しており、今後出土品の収蔵場所の確
保を検討する必要があります。
・文化財資料の保管場所が散在してお
り、管理方法の確立が重要となります。生涯学習課

383,122円
P270

文化財室維持管理
事業（教育総務
課）

A

・適正な維持管理を行うことができまし
た。

・施設や設備の改修を行っていく必要が
あります。

教育総務課
428,230円
P216

高麗郷民俗資料館
維持管理事業（教
育総務課）

A

・老朽化した施設ですが特に大きな問題点
も無く、適正な維持管理を行うことができ
ました。

・施設が老朽化しているため、長期的な
視点での検討が必要となります。

教育総務課
431,111円
P216

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
常設展示と郷土に関する特別展示を行い、地元の歴史、文化財の紹介に努めました。毎年の入館者数
に変動があるものの、過去５年間の平均は8,730人と健闘しています。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

10,500 10,700 10,900 11,000
成果値 9,587 7,465 10,493

民俗資料館入館者数（人）
目標値 ― ― 10,000

開館日数、時間の見直しを行い、利用しやすくしました。
常設展示を補う特別展は、従来通り継続して取り組んでいきます。

　ふるさとに残る歴史的、文化的価値のある貴重な文化財を次世代に伝えるため、文化財の指定を行
い、その保護、保存、継承に努めます。
　歴史的遺産に関する調査を行うとともに、資料の整理、保管、活用など、次世代への継承に努めま
す。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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埋蔵文化財調査事
業

A

・記録保存を行うことにより、開発から埋
蔵文化財を保護することができました。
・地域の歴史を物語る貴重な資料を得るこ
とができました。
・埋蔵文化財発掘調査報告書を刊行するこ
とができました。
・発掘調査の成果を市民講座、高麗建郡
1300年記念祭、埋蔵文化財巡回展で活用し
ました。

・年によって開発件数に波があり、計画
を立てるのが難しい状況となっていま
す。
・調査報告書の刊行が滞っています。
・調査体制の充実を図り、調査報告書の
刊行計画などを再考する必要がありま
す。
・出土品の収蔵スペースが不足してお
り、今後出土遺物の収蔵場所の確保を検
討する必要があります。

生涯学習課
10,119,360円

P272

文化財保護事業

A

・日高市指定文化財マップをリニューアル
して刊行し、市内の指定文化財の重要性を
周知する事ができました。
・市民歴史講座「古代地方官衙と中世の高
麗郡」全３回を開催し、古代から中世の高
麗郡について、市民に理解を深めてもらう
ことができました。

・市内に所在する様々な文化財の悉皆
（しっかい）調査（基礎調査）が今後と
も重要となります。

生涯学習課
923,489円
P271
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施策２-（２）芸術文化の振興【生涯学習課】
（施策の展開）

芸術文化振興事業

A

・市民の文化活動の成果を発表する場を提
供することにより、市民文化の普及と振興
に寄与できました。
・各種の催しを通して、市民の連帯意識、
コミュニティ形成の一助となりました。
・新春ファミリーコンサートでは、小さな
子どもから高齢者まで、生演奏の音楽を楽
しみました。

・美術展は会場であるひだかアリーナの照
明（水銀灯）の色合いと照度の改善に関す
る声が役員から頻繁に聞かれる状況です。
・開催時間中は、全点灯を行うことで対応
していますが、状況によっては補助照明
（スポット）の設置等の検討が必要です。

生涯学習課
1,963,728円
P238

〔平成29年度目標に向けての取組〕（Action）
作品募集及び開催案内について、より市民の目にとまるよう、ＰＲに力を入れていきます。

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

1,200
成果値 1,093 1,154 1,065
目標値 ― ― 1,200 1,200 1,200 1,200

200 200 200 200
成果値 195 192 210市美術館の作品数/入場者

数（点/人）

目標値 ― ― 200

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
市民の文化活動の成果を発表する場として定着しており、出品作品数も増えています。入場者数も
1,000人を超え、市民文化の普及と振興に寄与しました。

　市民の日頃の芸術・文化活動の成果を発表する場を提供します。
　心豊かで充実した市民生活を過ごせるよう、市民の自主的な芸術・文化活動を支援します。
　優れた芸術・文化に触れる機会をつくります。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策３-（１）健康づくりの推進【保健相談センター】
（施策の展開）

飯能地区医師会等
支援事業

A

・休日や夜間の急な発病に対応するため
に、近隣市町の医療機関と輪番制の協定を
結び、市民の生命を守ることができまし
た。
・地元の飯能地区医師会、飯能地区歯科医
師会、飯能地区薬剤師会に補助金を交付
し、地域の医療体制の整備と充実を図るこ
とができました。

・新型インフルエンザ等対策行動計画に
基づく予防接種実施のマニュアル等を飯
能地区医師会の協力を得て作成する必要
があります。

健康支援課(保健相談センター)

6,561,665円
P174

献血等推進事業

A

・年間を通して輸血用血液の確保に貢献で
きました。
・市役所ロビーを使用して実施する献血の
ポスター掲示を市内スーパーマーケットな
どに依頼し、市職員以外への周知を行いま
した。
・骨髄及び末梢血幹細胞の移植や骨髄等の
提供者の登録についての普及啓発を行いま
した。

・埼玉県赤十字血液センターの協力を得
た啓発活動をより充実させ、献血協力者
の確保につなげます。

健康支援課(保健相談センター)

198,083円
P174

休祝日地域医療体
制整備事業

A

・休祝日、夜間の診療体制を整えること
で、緊急時の市民の生命を守ることができ
ました。
・飯能地区医師会及び飯能地区歯科医師会
との連携を強化し、スムーズな情報伝達を
することができました。

・今後も引き続き飯能地区医師会等との
連携を図る必要があります。

健康支援課(保健相談センター)

16,397,957円
P173

看護専門学校等支
援事業

A

・保健相談センターでの実習は、看護師や
保健師を目指す学生にとっては、貴重な実
地経験となり有意義なものとなっていま
す。
・看護師等の数が不足している中、即戦力
となる学生の育成が課題となっており、地
域看護を学ぶ場を提供することで、地域医
療への貢献ができました。

・今後も地域医療のために実習の受け入
れを継続する必要があります。

健康支援課(保健相談センター)

747,000円
P173

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
健康づくりに関する様々な講座等を行い、参加者数が増加しました。
全死亡に占める三大生活習慣病死亡者の割合は、若干増加しています。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）
実施方法やＰＲ方法を検討し、引き続きより多くの市民に参加してもらえる事業を実施していきま
す。
市民が自ら健康維持・増進に取り組めるように、健康教室や相談日の充実を図ります。

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

45.0 40.0
成果値 56.6 54.7 ―

生活習慣病死亡者率（%）
目標値 ― ― 55.0 50.0 47.0

5,000 5,000 5,000 5,000
成果値 4,905 4,334 5,503

食生活改善推進員や運動普及推
進員関連事業の参加者数（人）

目標値 ― ― 5,000

　市民一人一人が自ら健康増進に取り組み、心身の健康や生活習慣病及びロコモティブシンドロームな
どの予防に関する事業を推進します。
　市民が地域の中で健康づくりに取り組めるように、公民館や保健相談センターでの健康教室におい
て、食生活改善推進員や運動普及推進員などとの協働事業を推進します。
　健康診査やがん検診などの情報を市民が共有し、定期的に受診できるように、疾病予防に関する普及
啓発を行います。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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健康促進・啓発事
業

A

・健康まつりの実施に当たっては、各種団
体の協力のもと、さまざまな健康情報や体
験コーナーを設置し、多くの市民が自分の
健康度を測定するなど健康啓発ができまし
た。
・保健事業計画を全戸配布し、各種検診の
申し込みや実施日の日程についての情報提
供ができました。
・体組成計の設置や地域でのイベント等、
市民が健康を身近に感じられる機会を設
け、健康意識の向上に努めました。

・健康まつりは参加した人からは、自身
の健康意識の向上につながったという声
が聞かれているため、より多くの市民に
関心を持って参加していただけるよう
に、内容の充実を図るとともに、事業Ｐ
Ｒの方法も検討する必要があります。
・市民が容易に健康情報を得られるよ
う、多様な方法を用いて健康事業の周知
啓発に努めます。

健康支援課(保健相談センター)

616,031円
P181

検診事業

A

・保健相談センター及び公民館を会場とし
て、各種がん検診、Ｂ型・Ｃ型肝炎ウイル
ス検診、骨粗しょう症検診を実施し、疾病
の早期発見に成果がありました。
・複数の検診を同日に受診できる合同検診
日や女性のみを対象とした検診日を設ける
等、受診しやすい環境を整備し、検診受診
者を増やすことができました。

・がん検診等の受診率向上のため、引き
続き各疾病の原因や検診の有効性につい
ての知識の普及等に力を入れる必要があ
ります。
・複数の検診を同日に受診できる合同検
診日や女性のみを対象とした検診日につ
いては、希望者が多く予約が取りにくい
状況であるため、検診日の増加や予約方
法を検討していく必要があります。

健康支援課(保健相談センター)

26,272,198円
P180

健康づくり推進事
業

A

・市民がウォーキングを実践・継続できる
ように支援していく事業を埼玉医科大学と
連携して行いました。専門的知見に基づい
た分析結果等を参加者にフィードバックで
きたことにより、健康づくりの支援が効果
的に行えました。
・食生活改善推進員や運動普及推進員と協
働し、各公民館を拠点に健康に関する様々
な講座等を実施することにより、市民の健
康づくりを支援することができました。

・埼玉医科大学と連携して事業を進めた
ことにより、効果的な健康づくりの支援
ができましたが、参加者数の増加に向け
て、内容の充実を図るとともに、周知啓
発に努める必要があります。
・食生活改善推進員や運動普及推進員と
協働で行う事業についても、新たな参加
者を増やすための取り組み等を検討をす
る必要があります。

健康支援課(保健相談センター)

12,068,483円
P180

健康教育事業

A

・地域の健康課題を分析した上で運動や栄
養に関する健康教室を実施し、参加者の健
康意識を高めることができました。
・各公民館等からの依頼で地域のニーズに
合わせた健康教室を実施しました。

・市民が健康に暮らすために、健康教室
を活用してもらうことは大切です。参加
者は増加していますが、引き続き講座の
内容及びＰＲ方法等についての検討や市
民のニーズを把握し、更なる参加者増加
に向けた取り組みをしていく必要があり
ます。

健康支援課(保健相談センター)

736,285円
P179

基本健康診査事業

A

・特定健康診査の対象となる40歳になる前
から自身の健康に意識を持ち、生活習慣病
を予防することで、市民の健康維持・増進
に貢献できました。
・基本健康診査事業の中で、医療保険に加
入していない生活保護を受給されている人
に対しても、健康診査を受ける機会を提供
できました。

・受診者数は若干増加しましたが、受診
対象者に対して受診する人の割合がまだ
少ないため、受診率向上に向けて、実施
方法やＰＲ方法等を検討する必要があり
ます。

健康支援課(保健相談センター)

873,375円
P179
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施策３-（２）健康相談の充実【保健相談センター】
（施策の展開）

こころの健康づく
り事業

A

・こころの健康相談については、こころの
問題が身近になっている中で、なかなか踏
み出しにくい一歩を後押しして、気軽に専
門相談ができる機会として定着しつつあり
ます。
・こころの健康づくり講演会は、より幅広
い市民に興味を持っていただけるよう、こ
ころと栄養の抱合せ企画としました。身近
でより具体的なテーマにしたことで、多く
の方に参加していただくことができまし
た。反響も良く、今後も市民にニーズを確
認しながら、より具体的な対策を検討して
いきます。
・うつ病の家族教室では、精神科医、うつ
病認定看護師による講話の他、市の障がい
者就労支援センターからの案内を取り入れ
たことで、疲弊している家族から励みに
なったとの反響がありました。
・電話相談は引き続き多くなっています。
新たな相談者からの相談が増えている一方
で、同じ相談者からの相談も多くなってい
ることから、今の場所で安心して生活して
いく上で必要な場になっていると考えられ
ます。
・自殺防止対策については、個別相談（面
接・訪問）を充実させ、新たな相談は迅速
な対応を心掛けました。

・個別相談件数は、継続して多く、精神障
がい者への地域での支援が求められている
他、ひきこもりの相談等、精神障がいに限
局しない広義でのこころの相談も増えてい
ます。また、地域の支援者からの相談も増
加しており、市内に専門機関や専門職が少
ないことから、専門的な助言を求められる
ケースも多くありました。国では、精神障
がい者の地域生活への移行支援を掲げてお
り、今後も本人や家族、関係機関、その他
市民の方にとっての身近な相談機関として
定着できるよう、検討していきます。
・嘱託医への相談件数も一定数あり、精神
科医療に関する潜在的な相談ニーズは高い
と考えます。そのため、医療に関する相談
窓口としての役割等を充実させます。
・国が勧める自殺対策について、地域の実
情に合わせた対策を行なっていくことが出
来るよう、関連部署と連携し横断的な対策
を検討していきます。

健康支援課(保健相談センター)

449,417円
P175

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)

〔平成29年度目標に向けての取組〕（Action）

成果値
―

目標値

　ストレスを抱えやすい社会状況の下、ライフスタイルも多様化しており、心身の健康管理が難しくなっ
ているため、精神保健福祉士や保健師、栄養士により相談体制の充実を図ります。
　医療機関などとの連携体制を充実させるとともに、疾病の早期発見及び治療や社会復帰を支援し、重症
化の予防を図ります。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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健康相談事業

A

・健康相談は、第１から４までの水曜日の
午前中に自由来所で実施しており、市民の
健康の不安に即時対応ができました。
・生活習慣病予防相談は、時間予約制で実
施しており、個々の生活習慣を振り返り改
善方法を見出すことができるよう支援でき
ました。
・健康相談の来所者数が多い日には、待ち
時間が長くならないよう、職員を増員して
対応しました。

・相談者数は若干減少しましたが、市民の
ニーズは高く、市民が健康を保持・増進で
きるように、気軽に相談できる体制を、今
後も継続していく必要があります。

健康支援課(保健相談センター)

1,456,066円
P181

精神障がい者社会
復帰支援事業

A

・対人関係の構築が困難な参加者にとっ
て、良いコミュニケーション体験の機会と
なっています。また、活動が大人数となっ
ていますが、それぞれのペースで、新しい
雰囲気に馴染むことができていることは、
これまでの活動等で身につけた個々の適応
力や社会性、また集団の力が大きく影響し
ていると思われます。
・以前参加していた人から「再度利用した
い」という要望もあり、現在の病状や環境
の変化に合わせながら個別相談に繋げてい
ます。
・保健師と精神保健福祉士が必要に応じて
訪問指導し、状況確認やソーシャルクラブ
への参加を促す等、継続利用ができるよう
個別に対応したことも、利用者の継続利用
に繋がりました。

・市内の精神障がい者支援を目的とする生
活支援事業所と連携し、相互に効率の良い
運営ができるように、協働や交流を促進し
ていくための工夫が必要です。
・活動の認知度が高まり、発達障がい者や
ひきこもりの人の参加希望も増えています
が、一方で参加者の疾病や障がい等の多様
化により、グループ活動に様々な影響も出
ています。必要に応じた個別対応や関係機
関等との適切な連携、職員の技術向上等も
必要です。今後も発達障がいやひきこもり
などの障がいを持つ人への積極的な参加の
可能性や実施方法の改善について検討して
いきます。
・継続した状況の中で期限を決めずに訓練
ができるという現在の強みを生かしつつ、
今後もより良い活動としていけるよう、
ソーシャルクラブの方向性を考えていきま
す。

健康支援課(保健相談センター)

5,766円
P175
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施策３-（３）感染症の予防【保健相談センター】
（施策の展開）

結核予防事業

A

・感性症予防法に基づいて症状の重症化し
やすい65歳以上の人を対象に結核検診を実
施することにより、結核の早期発見及びま
ん延の予防ができました。
・他のがん検診（胃がん・大腸がん・子宮
がん・乳がん）と同日受診が出来る日を設
けたことで、受診者数が増加しました。

・受診人数は増加したが対象者全体から
すると、まだ低い検診率であることか
ら、今後も広報ひだか等によるＰＲが必
要となります。
・集団検診については、市民が来所しや
すい会場での実施について検討します。

健康支援課(保健相談センター)

1,960,060円
P182

予防接種事業

A

・高齢者に対する肺炎球菌ワクチンについ
ての助成制度を設け、定期予防接種として
実施し、市民の疾病の発生及びまん延の予
防ができました。
・学校と連携しての接種勧奨を実施し、児
童・生徒の予防接種接種率の向上を図るこ
とができました。
・Ｂ型肝炎が10月から定期接種となったこ
とにより対象者への周知を行いました。

・定期予防接種について、引き続き周
知、勧奨を行い、接種率の向上に努めま
す。
・めまぐるしく変化する予防接種の種類
や接種方法について、市民への情報提供
に努めます。

健康支援課(保健相談センター)

118,972,496円
P182

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
90％以上の接種率を維持出来ています。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

94.0 94.3 94.6 95.0
成果値 91.3 93.5 90.2

三種混合及び四種混合の接
種率（%）

目標値 ― ― 92.4

健康管理システムを活用し、個別勧奨等により接種率の向上を図ります。

　感染症の重症化やまん延を予防するため、適切な情報提供、普及啓発、予防接種体制の整備を図りま
す。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策３-（４）国民健康保険制度の安定した運営【健康支援課、保健相談センター】
（施策の展開）

国民健康保険資格
管理事務【国保】

A

・被保険者の資格取得及び資格喪失を適切
に行うことにより、保険給付、保険税賦課
を適正に行うことができました。

・国保の被保険者資格の取得及び喪失
は、世帯主に届出義務を課しているた
め、届出がされていない人に対する適用
の適正化を図る必要があります。

健康支援課
7,758,342円

―

国民健康保険一般
管理事務【国保】

A

・説明会等に参加し、事務処理に係る基礎
知識を習得することができました。

・会議、研修等に積極的に出席し、事務
処理能力の向上を図ります。

健康支援課
36,308円

―

国民健康保険特別
会計繰出事務

A

・国民健康保険特別会計へ繰り出すことに
より、当該特別会計において健全な財政運
営を図ることができました。

・総務省通知に基づく繰出金について
は、総務省繰出基準に基づき、引き続
き、適正に繰り出す必要があります。
・社会保障と税の一体改革において、市
町村国保の財政基盤強化策が検討されて
います。
・医療保険制度の抜本的な改革が検討さ
れているものの、当面は決算補填（赤字
補填）のための繰出金を繰り出す必要が
あります。

健康支援課
560,337,997円

P169

国民健康保険推進
事務

A

・国民健康保険運営協議会を３回開催し重
要事項を協議したことにより、国民健康保
険制度の推進を図ることができました。

・国民健康保険運営協議会における重要
事項の協議を通じ、国民健康保険制度を
推進します。

健康支援課
8,828,012円
P169

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
平成20年から開始した事業ですが、特定健診受診ＰＲの効果により、平成27年度まで年々受診率が上
昇しています。
実施率は若干上昇したものの、まだ低い状況にあります。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）
特定検診受診率向上のため、特定健診の電話勧奨の期間延長の実施。医療機関・自治会等にご協力い
ただき啓発・周知を図ります。
利用券発行後、再勧奨等を行い、実施率向上に努めます。

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

60.0 60.0
成果値 11.6 12.9 13.9

特定保健指導実施率（%）
目標値 ― ― 50.0 60.0 60.0

60.0 60.0 60.0 60.0
成果値 41.7 45.3 44.7

特定健康診査受診率（%）
目標値 ― ― 55.0

　医療費の適正化を図ります。
　特定健康診査、特定保健指導、糖尿病性腎症重症化予防対策などの保健事業を実施します。
　医薬品利用差額通知等の啓発活動により、ジェネリック医薬品の利用促進を図ります。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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一般被保険者療養
費支給事業【国
保】

A

・療養費として、償還払いの現金給付を行
うことにより、現物給付である「療養の給
付」の補完に寄与することができました。

・支給額の増加を抑えるために、特定健
康診査等の保健事業を推進する必要があ
ります。

健康支援課
68,130,702円

―

退職被保険者等療
養給付事業【国
保】

A

・退職被保険者等の疾病、負傷に対し必要
な診療を、医療機関等を通じて給付するこ
とができました。

・給付額の増加を抑えるために、特定健
康診査等の保健事業を推進する必要があ
ります。

健康支援課
120,940,678円

―

一般被保険者療養
給付事業【国保】

A

・一般被保険者の疾病、負傷に対し必要な
診療を、医療機関等を通じて給付すること
ができました。

・給付額の増加を抑えるために、特定健
康診査等の保健事業を推進する必要があ
ります。

健康支援課
3,772,585,963円

―

趣旨普及事務【国
保】

A

・パンフレット等の配布、広報ひだか及び
ホームページへの掲載により、常に改正さ
れていく複雑な制度内容を周知しました。
・新たにジェネリック利用促進シールを作
成し、被保険者証に貼付することで、より
簡単に提示することを可能としました。

・国民健康保険制度の仕組みや財政状況
などの周知の方法を、市民の関心がより
集まるよう改善することが必要です。

健康支援課
324,532円

―

運営協議会事務
【国保】

A

・年間３回の運営協議会を開催し、重要事
項を協議することができました。
・県国保協議会に負担金を支出することに
より、国保財政基盤強化に向けた事業を推
進することができました。

・国民健康保険に関する重要事項を決定
する際には、今後も、運営協議会の意見
を反映し進めていく必要があります。

健康支援課
68,015円

―

国民健康保険税賦
課事務【国保】

A

・地方税法、国民健康保険法及び国民健康
保険税条例の規定に基づき、国民健康保険
税の賦課を適正に行うことができました。

・税に関する法律改正等について常に注
視し、適正な課税に努めます。

健康支援課
5,283,165円

―

国民健康保険団体
連合会事務【国
保】

A

・埼玉県国民健康保険団体連合会の運営に
要する費用を負担し委託することで、保険
者の事務の共同処理が効率的に行われまし
た。

・国民健康保険財政の安定化を図るた
め、共同処理により事務の効率化・適正
化に努めます。

健康支援課
930,000円

―

診療報酬明細書点
検事務【国保】

A

・国保総合システムの運用方法の確立によ
り、点検精度が向上し、以前より詳細な点
検が可能となりました。

・事務内容を精査し、より効率的に点検
が行えるよう、研究する必要がありま
す。

健康支援課
9,170,859円

―

第三者行為求償事
務【国保】

A

・第三者行為該当の保険診療について、埼
玉県国民健康保険団体連合会に委託し、適
正な求償事務を行うことができました。

・事務量が増加しており、効率的な処理
ができるよう研究する必要があります。

健康支援課
41,341円

―
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出産費資金貸付事
業【国保】

A

・出産費資金の貸付に備えました。 ・医療機関への直接支払い制度が開始さ
れるまでは、窓口での負担を軽減できる
効果がありましたが、制度が浸透してき
たため利用はほとんどありません。
・直接支払い制度に対応しない医療機関
もあるため、廃止については検討が必要
です。

健康支援課
0円
―

出産育児一時金支
給事業【国保】

A

・被保険者の出産に際して、費用の負担軽
減を図ることができました。
・平成21年10月から医療機関への直接支払
い制度が開始されたことにより、被保険者
が出産時に多額の費用を用意する必要がな
くなり、安心して出産できる環境の整備が
できました。

・直接支払い制度と窓口請求があるた
め、支給事務が複雑になっています。

健康支援課
21,291,330円

―

退職被保険者等移
送費支給事業【国
保】

A

・支給申請に備えました。 ・申請があった際に適切な事務が行える
体制づくりに、引き続き努めます。
・今後も申請件数は少ないものと予想さ
れますが、適正な支給事務に努めます。

健康支援課
0円
―

一般被保険者移送
費支給事業【国
保】

A

・支給申請に備えました。 ・申請があった際に適切な事務が行える
体制づくりに、引き続き努めます。
・今後も申請件数は少ないものと予想さ
れますが、適正な支給事務に努めます。

健康支援課
0円
―

退職被保険者等高
額介護合算療養費
支給事業【国保】

A

・支給申請に備えました。 ・他業務との連携を強化し、支給事務の
効率化を図ります。
・今後も勧奨及び申請件数は少ないもの
と予想されますが、適正な支給事務に努
めます。健康支援課

0円
―

一般被保険者高額
介護合算療養費支
給事業【国保】

A

・申請勧奨及び支給事務を適正に行うこと
ができました。

・他業務との連携を強化し、支給事務の
効率化を図ります。

健康支援課
415,766円

―

退職被保険者等高
額療養費支給事業
【国保】

A

・高額療養費を支給することにより、退職
被保険者等の一部負担の軽減を図ることが
できました。

・高額療養費における自己負担限度額
は、被保険者等の属する世帯の所得によ
り異なるため、常に正確な情報を把握し
ておく必要があります。
・事務量が増加しており、効率的な処理
ができるよう研究する必要があります。

健康支援課
20,964,222円

―

一般被保険者高額
療養費支給事業
【国保】

A

・高額療養費を支給することにより、一般
被保険者の一部負担の軽減を図ることがで
きました。

・高額療養費における自己負担限度額
は、被保険者の年齢や被保険者の属する
世帯の所得により異なるため、常に正確
な情報を把握しておく必要があります。
・事務量が増加しており、効率的な処理
ができるよう研究する必要があります。

健康支援課
505,386,259円

―

退職被保険者等療
養費支給事業【国
保】

A

・療養費として、償還払いの現金給付を行
うことにより、現物給付である「療養の給
付」の補完に寄与することができました。

・支給額の増加を抑えるために、特定健
康診査等の保健事業を推進する必要があ
ります。

健康支援課
2,151,130円

―
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老人保健事務費拠
出金納付事務【国
保】

A

・事務費拠出金を支出することにより、前
期高齢者（65歳から74歳）の偏在による保
険者間の不均衡の調整に貢献できました。

・高齢者医療制度の見直しが行われてお
り、その動向により事務への影響が想定
されます。

健康支援課
22,704円

―

老人保健医療費拠
出金納付事務【国
保】

A

・老人保健医療費の精算に備えました。 ・制度は廃止されていますが、精算を適
正に行う必要があります。

健康支援課
0円
―

前期高齢者関係事
務費拠出金納付事
務【国保】

A

・事務費拠出金を支出することにより、前
期高齢者（65歳から74歳）の偏在による保
険者間の不均衡の調整に貢献できました。

・高齢者医療制度の見直しが行われてお
り、その動向により事務への影響が想定
されます。

健康支援課
62,161円

―

前期高齢者納付金
納付事務【国保】

A

・納付金を支出することにより、前期高齢
者（65歳から74歳）の偏在による保険者間
の不均衡の調整に貢献できました。
・2,049,652,132円の前期高齢者交付金の
交付を受けることができました。

・高齢者医療制度の見直しが行われてお
り、その動向により事務への影響が想定
されます。

健康支援課
605,838円

―

後期高齢者関係事
務費拠出金納付事
務【国保】

A

・事務費拠出金を適正に負担することによ
り、後期高齢者医療制度の安定運営に貢献
できました。

・高齢者医療制度の見直しが行われてお
り、その動向により事務への影響が想定
されます。

健康支援課
64,059円

―

後期高齢者支援金
納付事務【国保】

A

・支援金を適正に負担することにより、後
期高齢者医療制度の安定運営に貢献できま
した。

・将来実施される支援金の加算減算措置
の趣旨を踏まえ、特定健康診査及び特定
保健指導に積極的に取り組む必要があり
ます。
・支援金額は高額であることから財政運
営に与える影響も大きく、予算編成の際
などには、慎重な推計が必要です。
・高齢者医療制度の見直しが行われてお
り、その動向により事務への影響が想定
されます。

健康支援課
909,443,110円

―

葬祭費支給事業
【国保】

A

・葬儀費用を助成することにより、葬儀を
行う人の経済的負担が軽減されました。

・葬儀を行う方の経済的負担を軽減する
ため、引き続き葬祭費を支給する必要が
あります。

健康支援課
5,050,000円

―

出産育児一時金支
払事務【国保】

A

・出産育児一時金支払事務の委託をしたこ
とにより、医療機関に適切な支払いができ
ました。

・安心して出産ができるように、引き続
き、直接支払い制度を推進する必要があ
ります。

健康支援課
9,870円

―
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保養所等利用者支
援事業【国保】

A

・保養所等の利用に対し助成することによ
り、被保険者の健康増進を図りました。

・被保険者の健康増進を図るため、助成
制度について、一層の周知が必要です。
・保養所等の利用促進のため、利用の選
択肢を増やす方策を検討する必要があり
ます。健康支援課

29,000円
―

疾病予防事業【国
保】

A

・人間ドック受検の際の負担を軽減するこ
とにより、生活習慣病その他の病気の早期
発見・予防、健康増進を図ることができま
した。
・医療費通知等の送付により、被保険者の
医療費に対する意識を高めることができま
した。

・生活習慣病などの病気の早期発見・予
防には、人間ドックの受検が効果的なた
め、引き続き事業を周知していきます。

健康支援課
18,174,238円

―

特定保健指導事業
【国保】

B

・内臓脂肪症候群（メタボリックシンド
ローム）の該当者とその予備群の該当者を
選び出し、生活習慣改善のための指導を行
うことにより、被保険者の健康保持に貢献
しました。これは、将来的な医療費削減に
効果があると考えられます。

・特定保健指導の利用者数は、目標値
（40％）を下回っています。特定保健指
導の実施方法や勧奨方法について検討が
必要です。
・メタボリックシンンドロームに対する
知識を市民全員に伝えるための策が必要
です。
・特定保健指導の集団健康教育で実施に
工夫が必要です。

健康支援課（保健相談センター）

1,425,288円
―

特定健康診査事業
【国保】

A

・国民健康保険に加入している該当者に対
して、無料の受診券と特定健診の重要性を
説明したパンフレットを送付し、多くの反
響を得ることができました。また、保健師
や食生活改善推進員、運動普及推進員、栄
養士などと連携し、生活習慣病予防につい
ての研修会を開催し、関係者の知識を高め
ることができました。
・市民まつりの健康ブースで、血管年齢測
定を行い、生活習慣病の予防について多く
の市民にＰＲができました。

・後期高齢者支援金に特定健診・特定保
健指導実施に係る目標達成状況が反映さ
れ、支援金の加算、減算が行われること
から、実施率を高めるために、より一層
の周知が必要となります。
・広報ひだか、ホームページ及び各種イ
ベントなどで、特定健診の受診の必要性
や受診の方法など、さまざまな情報提供
を行います。

健康支援課
49,345,263円

―

その他共同事業事
務費拠出金納付事
務【国保】

A

・年金受給権者一覧表を活用し、職権で一
般被保険者から退職被保険者等へ振り替え
ることができました。

・退職被保険者等の適正化は、国保財政
運営の適正化へとつながるため、引き続
き、共同事業を推進する必要がありま
す。

健康支援課
1,239円

―

保険財政共同安定
化事業拠出金納付
事務【国保】

A

・1,424,642,491円の保険財政共同安定化
事業交付金を受けることができました。

・国民健康保険税の平準化、国民健康保
険財政の安定化のためには、引き続き、
共同事業を推進する必要があります。

健康支援課
1,384,863,550円

―

高額医療費共同事
業拠出金納付事務
【国保】

A

・164,947,931円の高額医療費共同事業交
付金を受けることができました。

・高額な医療費の発生による国保財政の
急激な影響を緩和するためには、引き続
き、共同事業を推進する必要がありま
す。

健康支援課
160,027,037円

―

介護納付金納付事
務【国保】

A

・納付金を支出することにより、介護保険
制度の安定運営に貢献できました。

・引き続き介護保険制度の安定運営のた
め、納付金を負担する必要があります。
・納付額は高額であることから財政運営
に与える影響も大きく、予算編成の際な
どには、慎重な推計が必要です。

健康支援課
317,139,375円

―
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審査支払手数料支
払事務【国保】

A

・埼玉県国民健康保険団体連合会における
診療報酬審査により、適正な給付を行うこ
とができました。

・支払いまでの期限が短いため、関係課
所との連携を取りながら、支払いの遅延
がないよう努めます。

健康支援課
10,063,521円

―

国民健康保険税還
付加算金支払事務
【国保】

A

・地方税法、国民健康保険法及び国民健康
保険税条例の規定に基づき、適正に還付加
算金の支払いを行うことができました。

・国民健康保険資格喪失者の早期把握に
努め、還付金の減少を目指します。

健康支援課
55,000円

―

一般会計繰出事務
【国保】

A

・特別会計における収支を適正に精算する
ことができました。

・一般会計からの繰入については、精算
による残額が生じた場合には、一般会計
へ返還します。

健康支援課
101,724,000円

―

国・県支出金等返
還事務【国保】

A

・国庫支出金、県支出金及び療養給付費等
交付金の精算を適正に行うことができまし
た。

・国庫支出金、県支出金及び療養給付費
等交付金の積算は非常に複雑であること
から、誤りがないよう十分精査する必要
があります。
・過去に受け入れた国庫支出金等につい
ても、十分な自主点検が必要です。

健康支援課
8,284,418円

―

国民健康保険税還
付事務【国保】

A

・地方税法、国民健康保険法及び国民健康
保険税条例の規定に基づき、適正に還付を
行うことができました。

・国民健康保険資格喪失者の早期把握に
努め、還付金の減少を目指します。

健康支援課
3,954,352円

―

保険給付費支払基
金管理運用事務
【国保】

A

・保険給付費支払基金を適正に管理するこ
とができました。

・引き続き、適正に管理する必要があり
ます。

健康支援課
0円
―
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施策３-（５）国民年金制度の趣旨普及【健康支援課】
（施策の展開）

国民年金事務

A

・広報ひだかとホームページへの記事掲載
及び小冊子の配布により制度の周知を図り
ました。
・日本年金機構との間で所得情報・年齢到
達者情報・住所情報の提供等の協力・連携
を図りました。
・個人情報の取扱いに対する危機管理意識
を持ち、事務を進めることができました。

・今後も、制度を周知するとともに、引
き続き日本年金機構との協力・連携を図
る必要があります。
・窓口業務の効率化のため、日本年金機
構との円滑な連絡体制及び事務の軽減策
についてさらに検討を進めます。

健康支援課
190,224円
P168

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

成果値
―

目標値

　年金制度への理解と加入の促進のため、国民年金に関する相談のほか、国民年金制度の趣旨普及を図
ります。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策４-（１）子育て支援の充実【子育て応援課】
（施策の展開）

赤ちゃんの駅整備
事業

A

・赤ちゃんの駅を広く知らせるため、市
ホームページ・ひだか市子育て応援マッ
プ・子育て応援パンフレット「きらきら」
に設置施設の利用案内を掲載しています。
・新たに「赤ちゃんの駅」を公共施設は、
JR高麗川駅外側トイレ「かわせみ手洗い
館」、民間施設は、「ウェルシア日高高麗
川店」の協力により設置しました。
・市役所内に設置されている「赤ちゃんの
駅」が利用する方に分かりやすいように案
内図を作成しました。

・車移動等の方が多いためか、利用の頻
度が少ないですが、より利用しやすい環
境の改善に努めます。
・新規協力店舗の確保が課題であり、今
後も広報ひだか、市ホームページ等によ
り周知に努めます。

子育て応援課
56,344円
P135

乳幼児支援事業

A

・子どもの健やかな発育発達を支援するた
めに、乳幼児健康診査を実施し、身体発育
及び精神発達の状況に応じて必要な支援を
行うことができました。
・乳幼児健診の結果、事後指導の必要な親
子に対しては、地区担当の保健師が中心と
なり、訪問・面接・電話等で継続的な支援
や発育発達相談の利用等適切な支援を行う
ことができました。
・専門職（助産師、保健師）による新生児
訪問数が増加し、保護者の不安に対応する
ことができました。

・仲間づくりの場を提供することで親子
の孤立化を防ぎ、健やかな子育てを支援
するために、赤ちゃんサロンやわくわく
広場を実施しましたが、参加者が減少し
ている傾向にあります。参加している親
子の中には子育ての悩みを持ち継続的な
相談につながっているケースもあり、気
軽に参加できる場の必要性は感じていま
すが、実施方法・内容等を検討していく
必要があります。

健康支援課(保健相談センター)

6,841,597円
P176

安心出産支援事業

A

・夫婦が心身ともに安定した状況で妊娠期
を過ごすために「パパ・ママ教室」を開催
し、妊娠・出産・育児についての知識の普
及ができました。
・９月から母子保健利用者支援事業を開始
し、支援専門員である助産師が教室に携わ
ることで、妊娠期から支援を行うことがで
きました。
・妊娠した人へ母子健康手帳の交付や妊婦
健康診査受診費用の助成を行い、安心・安
全な妊娠・出産への支援をすることができ
ました。
・不妊治療費の助成を開始し、不妊治療に
係る経済的負担を軽減することにより、少
子化対策の推進を図ることができました。

・妊娠期の夫婦が安定した状況で過ごす
ための講座「パパ・ママ教室」の参加者
は昨年度に比べ若干増加しました。参加
者からは「教室で身近な子育て仲間をつ
くることができた」等高い評価を得てい
ることから、引き続き参加者の増加に向
けて、母子保健利用者支援事業と合わせ
て、事業のＰＲをしていきます。

健康支援課(保健相談センター)

33,033,005円
P176

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
ホームページ、広報紙等の活用によって支援センターの存在が周知されてきたことや子育て支援に関
する講習会等の内容が充実したことにより、利用者数の増加につながりました。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

9,000 9,000 9,000 9,000
成果値 7,697 7,618 8,232

地域子育て支援センターの
利用者数（人）

目標値 ― ― 9,000

引き続きホームページ、広報等を活用し支援センターの周知を図り利用者の増加に努めていきます。

　保護者の子育てに対する不安や負担の軽減を図るため、子育てについての情報を発信するとともに、
子育て支援の充実を図ります。
　地域で子育てを支援する体制をつくるため、親子が集える場の提供や子育てボランティアの育成など
を推進します。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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福祉幼児教室運営
事業

A

・安定した教室回数の実施により、早期に
母子の安定的な関係の構築を支援すること
ができました。

・より多くの子どもを受け入れられるよ
う、運営方法及び実施内容について検討
が必要であり、見直をしていきます。

子育て応援課
2,847,597円
P139

乳児家庭全戸訪問
事業

A

・出生後、早期に保護者からの相談を受け
ることができ、支援につなげることができ
ました。
・新生児訪問実施数が増加したことによ
り、乳児家庭全戸訪問事業による訪問数は
減少しましたが、専門職（助産師・保健
師）が訪問することにより保護者の不安に
タイムリーに対応することができました。

・子育てに必要なより多くの情報を提供
できるよう、配布資料等を見直し、充実
させます。

健康支援課（保健相談センター）

1,146,283円
P177

地域子育て支援セ
ンター運営事業

A

・子育て親子の交流の場の提供と、子育て
の不安等に関する相談、援助を行い、地域
の子育てに関する情報提供を行うことによ
り、子どもたちのより良い環境が保たれま
した。
・地域の民間事業者の専門的な技術・知識
を活用することで、子育てに関する支援を
図ることができました。
・市内４か所の子育て支援拠点と連携会議
を開催したことで情報共有ができました。

・子育てに不安を抱える子育て家庭にき
め細かな支援を行うため、地域の子育て
支援の情報収集、提供に努めます。ま
た、地域の子育て関係機関と連携を図
り、子育て支援の充実に努めます。

子育て応援課
15,403,128円

P138

児童福祉推進事務

A

・子育て支援事業の情報提供及び子ども・
子育て支援事業計画及び次世代育成支援事
業計画（第２期）の進捗状況について、児
童福祉審議会において、審議しました。

・児童福祉審議会において適切に調査審
議が行えるよう、児童福祉に関する情報
及び資料の提供に努めます。
・子ども・子育て支援事業計画の進捗管
理を行い計画の実現に努めます。

子育て応援課
185,500円
P138

里親普及促進事務

A

・広報ひだかに里親制度講座の記事を掲載
し、制度の普及に努めました。
・児童相談所、児童養護施設と連携し、市
民まつりで里親制度のＰＲを行いました。

・里親制度への理解を深めるため、広報
等で周知を行い、児童福祉の増進を図っ
ていきます。

子育て応援課
9,000円
P137

児童手当等支給事
務

A

・児童手当、児童扶養手当及び特別児童扶
養手当を円滑に支給できるよう、事務を執
行しました。
・制度内容について、広報ひだか、市ホー
ムページ等により周知を図りました。

・制度内容について、国の動向に合わせ
て広報等で周知します。

子育て応援課
2,152,790円
P137

子ども医療費支給
事業

A

・中学校３年生までの入通院にかかる医療
費の窓口無料化により、保護者の経済的負
担の軽減と利便性を図ることができまし
た。
・市ホームページ及び広報ひだか、子育て
応援パンフレットで周知するとともに支給
案内のパンフレットにより制度の周知に努
めました。

・医療費（助成額）が増加しているた
め、ホームページ等を活用し疾病予防を
呼びかけるとともに、対象とならない災
害給付適用による医療費が子ども医療費
として誤請求されることがないよう、受
給者並びに各機関へ制度の周知を行い医
療支給費の適正化に努めます。

子育て応援課
162,674,019円

P136

子育て短期支援事
業

A

・保護者の入院や就労等により、平日、休
日に児童養護施設において、一時的に預か
ることで、安心した子育てに貢献できまし
た。
・母子・父子家庭を優先利用とすること
で、ひとり親世帯の支援に努めました。

・母子・父子家庭の保護者の就労等によ
る利用が増えています。今後も適正な事
業の実施により、児童の養育が困難な家
庭の福祉の向上に努めます。

子育て応援課
1,487,500円
P136

子育て応援隊支援
事業

A

・子育て中の保護者に対し、広場等の場所
を提供することにより、保護者の子育て不
安の解消、相談できる友人の確保などの支
援ができました。
・応援隊スタッフのために今年度は、いざ
という時のために「防災講座」をテーマに
研修を行い知識の向上を図りました。

・応援隊スタッフを確保することが課題
となっています。
・広報ひだかへの掲載、ホームページを
活用するなど、スタッフの募集と事業の
ＰＲを継続していきます。子育て応援課

133,887円
P135
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家庭児童相談室運
営事業

A

・相談件数が増加しました。特に虐待が心
配される家庭への繰り返しのフォローや支
援を行うことで、きめ細かい対応、育児支
援ができました。

・新規の相談件数を増やし、より多くの
相談に対応できるように、広報ひだかへ
の掲載のほか、公共施設等でチラシの配
布を行い、家庭児童相談室の周知を図り
ます。子育て応援課

3,612,695円
P140

ファミリーサポー
トセンター運営事
業

A

・利用会員及び協力会員の募集、講習、会
員間の相互援助支援を行い、子育て支援を
促進することができました。
・新規協力会員の講習会を年1回から年2回
にしたことで、協力会員への登録の機会が
増え登録者の増加につながりました。

・利用会員及び提供会員の登録者を増や
すため、広報や行政情報コーナーを利用
し事業の周知を図っていきます。

子育て応援課
2,833,776円
P140

ちびっ子広場維持
管理事業

B

・遊具の点検、修繕など広場の安全管理に
努め、事故等の発生を予防することができ
ました。
・高萩地区第３ちびっ子広場のブランコの
安全マット修繕を行い、利用者の安全確保
を図りました。

・管理を依頼している自治会と連携し、
広場の適正な利用、遊具等の不備の早期
発見、適切な対応により、安全管理に努
めます。

子育て応援課
3,359,341円
P151

高根児童室維持管
理事業

A

・おたんじょう会、親子リトミック、クリ
スマス会など、行事の実施等により、子ど
も同士や保護者間の交流を支援することが
できました。
・利用者が安心して遊べるよう、適切な施
設管理に努めました。

・引き続き、子ども及び保護者の交流の
場として利用してもらえるよう周知を
図っていきます。
・利用者が安全で安心できるよう施設管
理を行います。
・定期的に事業を実施し、利用者の増加
に努めます。

子育て応援課
4,238,478円
P150

児童ふれあいセン
ター維持管理事業

A

・おたんじょう会、食育クッキング、リト
ミックなど、行事の実施等により、保護者
間の交流や子どもの育成支援をすることが
できました。
・施設の老朽化に伴う危険箇所について修
繕を行い、利用者の安全確保を図りまし
た。

・交流の場を必要としている親子が気軽
に利用できるよう周知を図っていきま
す。
・引き続き施設の点検を行い、利用者の
安全確保を図っていきます。子育て応援課

5,503,624円
P150

児童手当支給事業

A

・法令等に基づき、児童手当の支給を適正
に行いました。

・国の動向など情報収集に努め、適正な
支給を実施します。

子育て応援課
901,100,000円

P147

要保護児童対策事
業

A

・構成機関の協力と相互の連携が得られ虐
待防止が図れました。
・実務者会議において専門的な研修を実施
したことにより、関係機関の児童虐待に対
する共通認識が図られました。

・要保護児童の発見について、各関係機
関との更なる連携強化を図ります。
・関係機関との共通認識を図るため、児
童虐待防止マニュアルの改訂が必要で
す。子育て応援課

341,090円
P139

養育支援訪問事業

A

・要保護児童家庭に対する継続的な保健指
導により、養育上の諸問題への対応と育児
相談ができ、虐待の防止が図れました。

・サービスを必要とする家庭に適切な対
応ができるよう、関係機関との連携を図
ります。

健康支援課（保健相談センター）

0円
P177
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子育て総合支援セ
ンター開設事業

A

・子育て総合支援センターの設計につい
て、子育て中の保護者を対象としたワーク
ショップを開催しました。８名応募があ
り、子育て環境に配慮した活発な意見交換
ができました。

・平成30年４月開設に向け、安心して施
設を利用できるよう充実した事業及び人
員体制整備を行っていきます。

子育て応援課
0円
―

地域交流ひろば設
置促進事業

A

・地域交流ひろばを設置したことにより、
子どもたちと地域の関わり、世代間の交流
が図れ自治会内のコミュニティの活性化に
繋がりました。

・ひろばの開設に繋がるよう、ホーム
ページ、広報、チラシ等を活用し周知を
していきます。

子育て応援課
377,397円
P142

地域子育て支援拠
点充実事業

A

・児童ふれあいセンター及び高根児童室に
キッズコーナーを設置したことで、乳幼児
が安全に安心して施設を利用することがで
きるようになりました。

・高根児童室の室内遊具等は、平成18年
の開設当初に整備、購入したものであ
り、経年劣化による汚れや破損が目立っ
てきています。
・地域子育て拠点として利用者が安全で
安心に利用できる施設として、室内遊具
等のリニューアルをする必要がありま
す。

子育て応援課
1,014,924円
P151

ファミリーサポー
トセンター利用促
進事業

A

・新規の利用会員へ利用料金の助成を行っ
たことで利用を促進することができ登録者
の増加につながりました。

・利用者の増加を図るため、助成方法の
検討が必要であり、今後検討していきま
す。
・ホームページ、広報紙等を活用し、制
度の周知を図っていきます。子育て応援課

12,800円
P142

産前産後家庭サ
ポート事業

A

・サポーターの募集、講習会を実施し、利
用者から依頼を受け、お手伝いができ子育
て支援の促進に繋げることができました。

・サポーター及び利用者に広報紙やホー
ムページ、チラシ等を活用し事業の周知
を図っていきます。

子育て応援課
248,000円
P141

子育て世代公共施
設利便性向上事業

A

・施設の入口近くに優先して駐車できるス
ペースを設置したことにより、妊婦さんや
子ども連れの親子が安心して車から乗り降
りできるようになりました。
・キッズコーナーを設置したことにより、
多くの親子が利用しています。

・限られた駐車スペースに設置している
ために、全ての利用者が同時に利用する
ことができません。
・子育てを安心して、公共施設利用でき
るよう改善に努めていきます。子育て応援課

2,087,302円
P141

母子保健利用者支
援事業(健康支援
課）

B

・母子保健利用者支援専門員として助産師
を雇用したことにより、妊娠期からの継続
的な個別支援において専門的な対応を行う
ことができました。

・９月からの事業開始し、事業の周知が
不十分であるため、より多くの人に利用
してもらえるように事業ＰＲの方法を検
討していく必要があります。

健康支援課(保健相談センター)

1,623,999円
P178

利用者支援事業
(子育て応援課)

A

・保健相談センターと事業実施に向けた協
議を行いました。

・子育て利用者支援事業（基本型）と母
子保健利用者支援事業（母子保健型）と
の連携方法を検討していきます。
・利用者支援員の雇用を行います。

子育て応援課
0円
―

未熟児養育医療費
支給事業

A

・医療費を給付することにより、保護者の
経済的負担を軽減し、安心して治療が受け
られる環境づくりができました。
・出生後すぐに保護者が申請手続きに来所
するため、担当保健師が支援が必要な可能
性の高い未熟児について早期に情報を把握
し、申請時に保護者との関わりをつくるこ
とができました。

・制度について、市民への情報提供に努
めます。

健康支援課(保健相談センター)

3,010,830円
P183
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施策４-（２）多様な保育サービスの提供と子育て環境の充実【子育て応援課】
（施策の展開）

民間保育園等児童
保育委託事業

A

・保護者の就労等により保育を必要とする
児童の保育を市内民間保育園及び管外民間
保育所（園）へ委託したことにより、児童
の心身の健全な発達と保護者の生活の安定
を図ることができました。

・民間保育所(園）への委託料は、国の通
知により保育単価が定められております
が、引き続き書類審査や支払事務を適正に
行います。

子育て応援課
592,174,540円

P148

家庭保育室児童保
育委託事業

B

・保護者の就労等により保育を必要とする
３歳未満児の保育を市外の家庭保育室へ委
託する事業ですが、市内及び市外の保育所
への入所案内ができたため、入所希望が有
りませんでした。

・新制度移行前から運営されている家庭保
育室への委託事業なので、案内する事業所
数も少なく、施設の市民への提案も今後は
少なくなることが予想されます。

子育て応援課
0円
P147

保育料徴収事務

A

・保育料収入を保育で必要な経費に当てる
事ができ安心で安全な保育環境を維持でき
ました。
・保育料の滞納防止のため、児童手当が支
給される保護者へ働きかけ、保育料分を充
当してもらうことができました。

・保育料が未納になってしまった保護者に
対し、連絡を定期的に行い納入意識が無く
ならないように働きかけて行きます。

子育て応援課
166,856円
P144

保育所等入所事務

A

・保育所に関しては、保護者の就労などに
より保育の必要を求められる児童に対し、
適正な入所審査を実施し入所決定が行なえ
ました。
・学童保育室については、入室希望が増加
していましたが、施設整備を実施したこと
もあり、入室希望児童全員を受け入れるこ
とができました。

・保育所の入所申込児童は全員が第一希望
の保育所への入所が叶わないような状況で
はあるが、保護者との連絡を密にし、最大
限に入所できるような案内ができました。
今後も保護者の要求を見極めながら適正な
入所事務を行います。
・学童保育室の入室に関しては、年々申し
込みが増加し施設内が過密状態になる施設
が増えてきています。今後は施設の増設だ
けでなく、入室の審査について一層厳正に
していくように努めます。

子育て応援課
2,109,699円
P143

待機児童該当要件の厳格化が行われたが、引き続き待機児童を出さないように入所申込及び審査で聞き
取りを徹底して、又、希望保育施設への弾力的な受け入れを促しながら、適正な受け入れを実施してい
きます。

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
平成28年度においても待機児童０人を達成しましたが、平成29年度より待機児童該当の算出要件が厳格
化され、これまで待機児童にならない児童が対象となったため、入所の審査において一層の配慮を行う
必要があります。

〔平成29年度目標に向けての取組〕（Action）

0 0 0 0
成果値 3 0 0

保育所入所待機児童数（人）
目標値 ― ― 0

　家庭環境や就労状況などの変化に伴う多様な保育ニーズに対応するため、病後児保育、一時的保育、幼
稚園の預かり保育などの一層の充実に努め、子育てしやすい環境づくりを推進し、保育所待機児童対策に
取り組みます。
　就労などにより家庭が留守になっている小学生の健全育成を支援するため、学童保育室の充実を図りま
す。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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子どものための教
育・保育給付事業

A

・市内外の幼稚園等に入園している児童の
ために教育・保育に対する助成を実施し、
施設内の子育て環境を充実することができ
ました。

・多様な助成を実施するため、今後も施設
への周知や支援を行います。

子育て応援課
22,639,808円

P149

地域型保育事業の
認可事務

A

・保育の実施を必要とする児童の安心して
過ごせる施設が、認可できました。

・児童が健全に育成できる環境であるか慎
重に見極め、適正に認可できるように努力
します。

子育て応援課
0円
―

私立幼稚園就園支
援事業

A

・私立幼稚園設置者が徴収する入園料及び
保育料の減免措置に対し補助を行うこと
で、保護者の経済的負担軽減を図ることが
できました。

・迅速な補助を行うため、私立幼稚園と連
絡を密にし、年度の途中で入園や退園をし
た園児の把握に努めます。

子育て応援課
98,775,400円

P153

公立保育所保育運
営事業

A

・保護者の就労等により保育を必要とする
児童を公立保育所へ入所させ、児童の心身
の健全な育成と保護者の生活の安定を図り
ました。
・保護者による一日保育士体験を市内全公
立保育所で行い、保護者に家庭外での児童
の様子を見てもらうだけでなく、保育が行
われている現場を体験して、保育所への理
解を深めてもらうことができました。

・地域交流を引き続き行い、児童が多くの
市民と触れ合える機会を設けます。
・施設を長期継続使用するため、メンテナ
ンスの必要な施設の整備を計画的に進め、
適正な維持管理を行います。

子育て応援課
148,934,340円

P152

学童保育室維持管
理事業

A

・保護者が就労等により昼間家庭にいない
小学校就学児童等に家庭に代わる生活の場
として、２施設増設し市内13学童保育室を
提供しました。
・維持管理については、現場の指導員から
修繕などが必要なものについて報告を受
け、適切な施設維持管理ができました。

・共働き家庭の増加等により入室希望の児
童は年々増えています。そのことに対応す
るために増設だけでなく入室審査におい
て、更に厳格で適正な審査をするように努
めます。子育て応援課

271,993,386円
P152

民間保育園等特別
保育支援事業

A

・保育内容の充実強化及び運営の安定を図
るため、特別保育事業等を実施する民間保
育園又は幼稚園に補助金を交付しました。
・子育て支援の充実を図るため、社会福祉
法人　同仁学院において一時的保育事業の
業務委託をしました。
・保育所の利用までは希望しない保護者が
緊急時などに一時的に利用する一時的保育
事業は、保護者の需要も多く保護者の生活
が守られ、児童の健全な発達を図ることが
できました。

・子育て支援に対応する民間保育園が提供
体制を維持するよう、今後も国・県の補助
を利用しながら各園へ支援を行います。

子育て応援課
47,446,400円

P148
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施策４-（３）ひとり親家庭などの自立支援【子育て応援課】
（施策の展開）

母子及び父子並び
に寡婦福祉資金貸
付事務

A

・県との連携により、申請から決定まで適
切に事務を進めることができました。

・事務が円滑に進むよう、引き続き、県
との連携に努めます。

子育て応援課
0円
―

ひとり親家庭児童
就学支度金支給事
務

A

・該当する世帯への周知が図れました。
・該当する世帯からの申請がすべて期限内
に受理し処理できました。

・該当世帯が漏れなく申請できるよう、
引き続き周知に努めます。

子育て応援課
0円
―

児童扶養手当支給
事業

A

・資格に疑義がある場合の調査等に加え、
関係機関等との連絡調整も速やかに行うこ
とができ、適正に支給しました。

・制度については、広報ひだか、市ホー
ムページ、窓口等で周知していますが、
内容に変更が多いことから常に国の情報
を把握し、対応に努めていきます。
・認定に関する資格審査を適確に行って
いきます。

子育て応援課
194,054,370円

P149

助産施設及び母子
生活支援施設入所
措置事業

A

・関係機関と連携し支援した結果、就労を
開始したことにより、母子とも安定した生
活を確保できるようになり、施設を退所し
自立することが出来ました。

・保護が必要な母子等を早期に適切な措
置につなげるため、引き続き当該制度や
自立支援に係る福祉制度等の周知を図っ
ていきます。

子育て応援課
3,823,704円
P145

母子及び父子家庭
自立支援事業

A

・高等技能訓練促進費受給者が、資格取得
に向けて養成機関で受講できるよう継続し
て支援を行いました。
・専任の母子・父子自立支援員を設置した
ことで相談支援の幅が広がり、日常生活に
おける不安の解消や就業の促進につながり
自立に向けた取り組みをすることができま
した。
・ハローワークと連携し、定期的に就労相
談を実施したことで就労につながりまし
た。

・高等技能訓練促進費の認定事務につい
ては個々に違いがあり、判断が困難な場
合があることから、県に指導を求めるな
ど、適正な審査を行っていきます。
・母子・父子自立支援員による、相談体
制の充実、就労支援に向け関係機関等と
連携強化を図り、ひとり親家庭の自立に
向けた就業促進を行っていきます。
・広報や窓口での案内等をとおして、対
象者に情報提供していきます。

子育て応援課
5,244,123円
P145

ひとり親家庭等医
療費支給事業

A

・平成26年１月から医療費の窓口無料化を
実施し、中学３年生までの自己負担金を廃
止したことにより、受給者の利便性の向上
と経済的負担の軽減を図ることができまし
た。

・医療費支給について、請求に基づき、
引き続き適正な事務処理を行います。
・制度の周知を行い、医療費支給の適正
化に努めます。子育て応援課

24,613,665円
P144

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
修業期間終了者すべて、就労に結びつきました。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

100.0 100.0 100.0 100.0
成果値 100.0 100.0 100.0

母子・父子家庭自立支援給付金受給
者のうち就業に至った割合（%）

目標値 ― ― 100.0

母子家庭等の生活の負担軽減を図りながら、就職の際に有利かつ生活安定に資する資格の取得できる
よう就業支援を行い母子家庭等の自立促進に繋げていきます。

　ひとり親家庭などが社会的、経済的に安定した生活を送ることができるようにするため、相談体制の
充実と各支援制度の積極的な活用を図ります。
　母子家庭の母や父子家庭の父が安定した職に就けるようにするため、資格などの取得に対する支援の
充実を図ります。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策５-（１）高齢者の暮らしの支援【長寿いきがい課】
（施策の展開）

高齢者福祉計画・
介護保険事業計画
策定事務

A

・次期高齢者福祉計画・介護保険事業計画
の策定に当たり、介護予防・日常生活圏域
ニーズ調査及び在宅介護実態調査を実施し
たところ、回収率は約７割に達しました。
・次期高齢者福祉計画・介護保険事業計画
の基礎資料として、有効活用ができるもの
と思われます。

・次期高齢者福祉計画・介護保険事業計
画の策定に係る策定委員会において、活
発な議論ができるよう、運営方法を工夫
したいと思います。

長寿いきがい課
1,975,400円
P158

老人ホーム入所措
置事業

A

・65歳以上で在宅において日常生活を営む
のに支障のある高齢者に対して、心身の状
況、その他置かれている環境等の状況を勘
案して、養護老人ホームに継続して入所措
置しました。また、養護者からの虐待など
やむを得ない事由により、介護保険サービ
スを受けることが困難な高齢者を、特別養
護老人ホームに継続して入所措置すること
で、生活の安定を図ることができました。

・高齢化の進展により、日常生活に支障
のある高齢者の増加が見込まれ、援護を
必要とする高齢者の異変の早期発見のた
めに関係機関の連携による見守りネット
ワークを強化していく必要があります。
・養護老人ホームの基準単価は、老人福
祉法に基づくものであるため、全国一律
の基準で行われている事業です。

長寿いきがい課
5,561,413円
P157

在宅高齢者支援事
業

A

・高齢者福祉サービスについて、市ホーム
ページや、広報ひだかに掲載するととも
に、パンフレットを作成し、介護保険サー
ビス申請者等に窓口で配布しました。更
に、65歳到達者への介護保険被保険者証送
付時に高齢者福祉サービスの一覧（チラ
シ）を同封し、情報提供方法の充実を図り
ました。また、民生委員、介護保険事業者
等に対しても高齢者福祉サービスについて
説明し、申請の奨励を依頼しました。

・高齢者が住み慣れた地域で自立した生
活が送れるようにするとともに、認知症
やひとり暮らしなどにより、さまざまな
生活課題を抱え、社会的な支援を必要と
する高齢者への支援の充実を図る必要が
あります。
・要援護高齢者を対象に高齢者福祉サー
ビスを実施しており、サービスの決定、
廃止等の異動が多いのが特徴です。その
ため、サービスの対象となるべき利用者
に適切に情報が提供できるよう、広報ひ
だかのほか、個別の周知に努めます。

長寿いきがい課
5,715,469円
P157

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

成果値
―

目標値

　在宅での生活には個々に応じた多様な支援が必要であるため、在宅福祉サービスなど支援体制の整備
を行います。
　高齢者への虐待を早期発見し、虐待防止に努めるとともに、地域における見守り活動を推進し、高齢
者が安心して暮らせるまちづくりを進めます。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策５-（２）生きがいづくりや社会参加活動の促進【福祉政策課】
（施策の展開）

総合福祉センター
維持管理事業

A

・総合福祉センターが高齢者等の活動の拠
点となり、スポーツ、文化活動を通じた高
齢者の社会参加や生きがいづくりに活用さ
れるよう維持管理を行いました。
・指定管理者による管理業務については、
貸出施設において公平な施設使用許可や利
用者に対する支援が行われ、適正な施設運
営が維持できました。
・施設の改修や施設利用に関するＰＲを進
めたため、前年度比で利用者が増加し、目
標値を上回ることができました。

・施設の経年劣化が進んでおり、利用者が
安全に施設利用ができるよう計画的に施設
修繕を行う必要があります。

福祉政策課
155,007,945円

P110

シルバー人材セン
ター支援事業

A

・健康で働く意欲のある高年齢者に対し、
豊かな経験や能力を生かした就業機会を提
供することで、高年齢者の積極的な社会参
加につながりました。
・不況下の状況で、事業実績が前年比契約
金額で0.7％減となりましたが、会員の就
業率は93.2％と向上しました。シルバー人
材センターでは、高年齢者を支える地域の
重要な組織として、地域に密着した仕事を
提供するとともに、ボランティア活動も実
施するなど、地域社会づくりに貢献しなが
ら事業展開を行いました。

・会員は、加齢による自分では感じない箇
所の衰えや慣れによる過信等で事故が起こ
る可能性があるため、事故防止対策や安
全・健康に関する研修を実施するなど、安
全・適正就業に努めていく必要がありま
す。

長寿いきがい課
11,710,000円

P159

老人クラブ支援事
業

A

・老人クラブが地域社会の担い手として地
域で活発に活動ができるよう育成・強化す
ることができました。
・高齢者の積極的な地域社会への参加や自
主的な活動（地域の道路清掃、児童の登下
校時の交通活動、防犯パトロール、スポー
ツ活動、教養講座の実施等）の促進を図る
ことができました。
・元気な高齢者が独居高齢者への一声活動
など地域の助け合いや支え合い活動などの
地域貢献活動を実施しました。

・高齢者人口は増大していますが、反対に
老人クラブへの加入者は減少傾向にありま
す。
・老人クラブで指導的役割を担ってきた方
が引退されるのに際し、後継者がいないと
いう理由でクラブを解散したり、会員数が
減少して存続が難しいという相談が増えて
きています。
・今後、会員加入の促進や老人クラブ運営
の相談に協力していく必要があります。長寿いきがい課

1,635,000円
P158

施設の経年劣化が進んでおり、利用者が安全に施設利用ができるよう計画的に施設修繕を行う必要があ
ります。また、施設の改修や魅力ある事業展開・ＰＲを進め、更なる利用者の増加に努めます。

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
施設の改修や施設利用に関するＰＲを進めたため、前年度比で利用者が増加し、目標値を上回ることが
できました。

〔平成29年度目標に向けての取組〕（Action）

135,000 138,000 139,000 140,000
成果値 137,227 134,540 142,753

総合福祉センターの利用者
数（人）

目標値 ― ― 135,000

　高齢者の生きがいづくりや社会参加や活動を促進するため、老人クラブやシルバー人材センターの自主
的な活動を支援するとともに、高齢者が経験や能力を生かし、さまざまな市民活動に自主的に参加できる
よう支援します。
　ひとり暮らしの高齢者や高齢者のみの世帯を地域全体で支えていくため、民生委員や社会福祉協議会と
の連携強化を図ります。
　高齢者の生きがいづくりや社会参加活動の拠点として、総合福祉センターの利用の充実を図ります。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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シニアいきいき交
流会推進事業

A

・高齢者の孤立化の防止を図るため、仲間
づくりに資する交流の機会を作ることがで
きました。

・事業開始初年度であったため、参加者の
アンケート結果等を基に、次年度以降の交
流会の内容等について検討を行っていくこ
ととしています。

長寿いきがい課
361,356円
P160

敬老事業

B

・世代間交流事業により世代間の親睦を深
め、若年層に敬老精神を培う機会となりま
した。
・敬老祝金を節目支給することにより、敬
老の意を表するとともに長寿を祝福するこ
とができました。
・自ら健康に気を配り、元気に生活してい
る高齢者を褒賞する「おたっしゃ褒賞」に
より、高齢者の健康意識の一層の向上が図
れ、医療費や介護給付費の抑制に寄与しま
した。

・高齢者人口の増加により、今後、敬老祝
金の支給対象者数が増えることが見込まれ
ますが、敬老祝金の支給については、平均
寿命の伸展を考慮し、県内市町村の状況を
踏まえながら慎重に検討する必要がありま
す。

長寿いきがい課
9,206,079円
P159
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施策５-（３）介護保険の充実【長寿いきがい課】
（施策の展開）

介護保険一般管理
事務【介護】

A

・委員会等の開催を最小限に抑えることに
より、効率の良い運営ができました。
・説明会等に出席することにより、新たな
制度等に対して適切に対応ができました。
・被保険者証を送付する際に、高齢者福祉
に関する情報についても併せて通知するこ
とで、更なる周知を図ることができまし
た。
・窓口業務などの事務委託を行い、市民
サービスの向上と事務負担の軽減に努めま
した。

・被保険者証を送付した時期において、そ
の内容に対する問合せが少なくなるよう、
介護保険事業のＰＲに努めていきます。

長寿いきがい課
9,663,511円

―

低所得者の利用者
負担軽減事業

A

・社会福祉法人が運営する施設等で介護
サービスを利用した生計が困難な低所得者
の利用者負担軽減を図ることができます。
・平成28年度は、社会福祉法人から助成金
の交付申請はありませんでした。

・低所得者の利用者負担軽減制度につい
て、市のホームページ等でＰＲに努めてい
きます。

長寿いきがい課
0円
P161

公的介護施設等整
備補助事業

A

・市民が住み慣れた地域において、安心し
て暮らしていくための施設整備を進めるた
めに補助するものです。
・平成28年度は、既存の小規模多機能型居
宅介護事業所１施設に対し、スプリンク
ラー整備支援事業補助を行いました。これ
により、市内にある居住系地域密着型サー
ビス施設すべてに法令に適合したスプリン
クラー等の消防設備が整備されました。

・施設整備を行った場合には、市民に知っ
ていただくため、ＰＲに努めていきます。

長寿いきがい課
4,752,000円
P161

介護保険特別会計
繰出事務

A

・保険給付費及び地域支援事業費の市法定
負担分を支出しました。
・介護保険制度を円滑に運営するため、事
務費の全額を支出しました。
・低所得者の保険料軽減に係る費用を支出
しました。

・被保険者、要介護・要支援認定者の増加
に伴い、必然的に事務費が増加しました
が、引き続き経費節減に努めます。

長寿いきがい課
547,906,120円

P160

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
65歳以上の高齢者人口は増加しており、要介護度が重度化する傾向にある75歳以上人口も増加していま
す。75歳以上の要介護認定者の増加に伴い、要介護認定の割合も増加しています。
介護保険法の改正により、小規模通所介護事業所の指定権限が埼玉県から日高市へ委譲されたため、平
成28年度の成果値が増加しました。

〔平成29年度目標に向けての取組〕（Action）
いくつになっても、住み慣れた地域で自立した生活が送れるよう介護予防・日常生活支援総合事業の推
進、地域包括ケアシステムの構築に向けた取組を行います。
市内に新たな種類の地域密着型サービス事業所が開設される予定のため、開設に向けた支援を行いま
す。

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

14 14
成果値 6 6 10

地域密着型サービス事業所
数（か所）

目標値 ― ― 10 11 14

11.0 11.5 12.0 12.5
成果値 9.3 9.2 9.5

要介護認定者の割合（%）
目標値 ― ― 10.3

　加齢に伴い介護が必要となった人に介護支援、機能訓練、看護などのサービスを提供し、その能力に応
じて自立した日常生活を営むことができるよう、地域密着型サービスの充実や保険給付などを行います。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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居宅介護サービス
費給付事業【介
護】

A

・保険給付については、サービスの利用状
況に応じ、埼玉県国民健康保険団体連合会
の審査を経て、サービス提供事業者（介護
保険事業者）に適正に支払われました。

・事業所が制度の理解を深め、不適切な
サービス提供や不正請求を行わないよう、
引き続き、趣旨普及や給付適正化に努めま
す。

長寿いきがい課
1,091,761,746円

―

趣旨普及事務【介
護】

A

・満65歳になり、第１号被保険者となる方
全員に、パンフレットを郵送することによ
り、必ず介護保険制度を目にする機会を作
りました。
・窓口に来庁された市民に対して、パンフ
レットで説明することにより、基本的な事
項が分かりやすかったとの意見がありまし
た。

・全ての方に制度の趣旨を理解してもらえ
るよう、周知方法を工夫します。
・介護サービス利用時に限らず、出前講座
などを活用し、介護保険制度を周知する機
会を増やします。

長寿いきがい課
162,064円

―

要介護認定事務
【介護】

A

・介護認定は、原則として申請日から30日
以内に行うことになっており、前年度が平
均30.4日であったのに対し、平成28年度に
おいては平均30.2日で認定を行いました。

・介護認定結果について、重い認定を受け
ることが、あたかも得であるような認識を
持たないよう、介護保険事業のＰＲに努め
ていきます。
・申請から認定が出るまでの期間の平均が
前年度より改善されたものの、30日を上
回ってしまいました。関係機関には、引き
続き迅速な書類提出を啓発していきます。
・軽度の方については、基本チェックリス
トによる判定のみでサービス利用ができる
こともあるため、介護予防・日常生活支援
総合事業等の制度の周知と窓口での適正な
申請案内に努める必要があります。

長寿いきがい課
20,236,528円

―

介護保険認定審査
会事務【介護】

A

・介護認定は、原則として申請日から30日
以内に行うことになっており、平成28年度
においては、平均して30.2日で認定を行い
ました。

・介護認定結果について、重い認定を受け
ることが、あたかも得であるような認識を
持っている方が少なくなるよう、介護保険
事業のＰＲに努めていきます。
・申請から認定が出るまでの期間が、平均
で30日を上回ってしまいました。30日以内
に認定結果が出るように調査員、主治医に
迅速な書類提出を引き続き促していきま
す。
・介護認定の結果に対しての意見を数件受
けたほか、認定に対する不服申立てが１件
ありましたが、申立者の意向により取下げ
となりました。結果に関する説明は、懇
切、丁寧に行うよう努めていきます。

長寿いきがい課
3,478,000円

―

介護保険料賦課徴
収事務【介護】

A

・通知発送の延滞や未発送は無く、日程等
において計画どおりに事務の遂行ができま
した。
・発送時の郵便料金については、郵便区内
特別郵便物を活用し、効率良く発送できま
した。

・普通徴収者の口座振替について、引き続
き周知、依頼を図っていきます。

長寿いきがい課
1,749,695円

―

介護保険電算処理
事務【介護】

A

・介護保険システムの保守、サポートを受
けることにより、安定したシステム稼動が
できました。
・通知書の印刷から封入を一括して委託す
ることにより、短い期間で効率よく発送が
できました。
・特定入所者介護サービス費支給に係る非
課税年金の取扱いに関する改正や、社会保
障・税番号制度の開始に伴い、介護保険シ
ステムの改修を行いました。

・システムの円滑な運用のため、改善を希
望する点については、引き続き業者に要望
していきます。
・今後も介護保険制度の改正が予定される
ため情報収集に努め、業者と連携の上、事
務を進めていきます。

長寿いきがい課
7,417,008円

―
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居宅介護住宅改修
費給付事業【介
護】

A

・住宅改修に関する保険給付については、
被保険者からの申請に基づき、審査を経
て、保険者（市）が支給上限額の範囲で９
割又は８割を被保険者又は住宅改修施行業
者に支払いました。

・被保険者が安心して住み慣れた居宅で生
活するため、不適切な改修が行われないよ
う、引き続き適正化に努めます。

長寿いきがい課
11,524,791円

―

居宅介護福祉用具
購入費給付事業
【介護】

A

・福祉用具購入に関する保険給付について
は、被保険者からの申請に基づき、審査を
経て、保険者（市）が支給上限額の範囲で
９割又は８割を被保険者又はサービス提供
事業者（介護保険事業者）に適正に支払い
ました。

・被保険者が安心して住み慣れた居宅で生
活するため、不適切な販売が行われないよ
う、引き続き適正化に努めます。

長寿いきがい課
3,487,870円

―

特例施設介護サー
ビス費給付事業
【介護】

A

・特例施設介護サービス費の給付について
は、介護認定の効力発生前にサービスの利
用を認めています。
・保険給付については、一旦、被保険者が
サービス利用料の全額をサービス提供事業
者に支払った上、保険者（市）にその領収
書を添付し、請求することが必要となりま
す。保険者（市）は、請求内容が必要と認
められる場合は、９割又は８割を給付する
ものです。
・平成28年度における利用はありませんで
した。

・事業所が制度の理解を深め、不適切な
サービス提供や不正請求を行わないよう、
引き続き、趣旨普及や給付適正化に努めま
す。

長寿いきがい課
0円
―

施設介護サービス
費給付事業【介
護】

A

・保険給付については、サービスの利用状
況に応じ、埼玉県国民健康保険団体連合会
の審査を経て、サービス提供事業者（介護
保険事業者）に適正に支払われました。

・事業所が制度の理解を深め、不適切な
サービス提供や不正請求を行わないよう、
引き続き、趣旨普及や給付適正化に努めま
す。

長寿いきがい課
1,289,036,437円

―

特例地域密着型介
護サービス費給付
事業【介護】

A

・特例地域密着型介護サービス費の給付に
ついては、介護認定の効力発生前にサービ
スの利用を認めています。
・保険給付については、一旦、被保険者が
サービス利用料の全額をサービス提供事業
者に支払った上、保険者（市）にその領収
書を添付し、請求することが必要となりま
す。保険者（市）は、請求内容が必要と認
められる場合は、９割又は８割を給付する
ものです。
・平成28年度における利用はありませんで
した。

・事業所が制度の理解を深め、不適切な
サービス提供や不正請求を行わないよう、
引き続き、趣旨普及や給付適正化に努めま
す。

長寿いきがい課
0円
―

地域密着型介護
サービス費給付事
業【介護】

A

・保険給付については、サービスの利用状
況に応じ、埼玉県国民健康保険団体連合会
の審査を経て、サービス提供事業者（介護
保険事業者）に適正に支払われました。

・事業所が制度の理解を深め、不適切な
サービス提供や不正請求を行わないよう、
引き続き、趣旨普及や給付適正化に努めま
す。

長寿いきがい課
278,398,462円

―

特例居宅介護サー
ビス費給付事業
【介護】

A

・特例居宅介護サービス費の給付について
は、介護認定の効力発生前にサービスの利
用を認めています。
・保険給付については、一旦、被保険者が
サービス利用料の全額をサービス提供事業
者に支払った上、保険者（市）にその領収
書を添付し、請求することが必要となりま
す。保険者（市）は、請求内容が必要と認
められる場合は、９割又は８割を給付する
ものです。
・平成28年度における利用はありませんで
した。

・事業所が制度の理解を深め、不適切な
サービス提供や不正請求を行わないよう、
引き続き、趣旨普及や給付適正化に努めま
す。

長寿いきがい課
0円
―
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介護予防福祉用具
購入費給付事業
【介護】

A

・福祉用具購入に関する保険給付について
は、被保険者からの申請に基づき、審査を
経て、保険者（市）が支給上限額の範囲で
９割又は８割を被保険者又はサービス提供
事業者（介護保険事業者）に適正に支払い
ました。

・被保険者が安心して住み慣れた居宅で生
活するため、不適切な販売が行われないよ
う、引き続き適正化に努めます。

長寿いきがい課
988,748円

―

特例地域密着型介
護予防サービス費
給付事業【介護】

A

・特例地域密着型介護予防サービス費の給
付については、介護認定の効力発生前に
サービスの利用を認めています。
・保険給付については、一旦、被保険者が
サービス利用料の全額をサービス提供事業
者に支払った上、保険者（市）にその領収
書を添付し、請求することが必要となりま
す。保険者（市）は、請求内容が必要と認
められる場合は、９割又は８割を給付する
ものです。
・平成28年度における利用はありませんで
した。

・事業所が制度の理解を深め、不適切な
サービス提供や不正請求を行わないよう、
引き続き、趣旨普及や給付適正化に努めま
す。

長寿いきがい課
0円
―

地域密着型介護予
防サービス費給付
事業【介護】

A

・保険給付については、サービスの利用状
況に応じ、埼玉県国民健康保険団体連合会
の審査を経て、サービス提供事業者（介護
保険事業者）に適正に支払われました。

・事業所が制度の理解を深め、不適切な
サービス提供や不正請求を行わないよう、
引き続き、趣旨普及や給付適正化に努めま
す。

長寿いきがい課
2,729,493円

特例介護予防サー
ビス費給付事業
【介護】

A

・特例介護予防サービス費の給付について
は、介護認定の効力発生前にサービスの利
用を認めています。
・保険給付については、一旦、被保険者が
サービス利用料の全額をサービス提供事業
者に支払った上、保険者（市）にその領収
書を添付し、請求することが必要となりま
す。保険者（市）は、請求内容が必要と認
められる場合は、９割又は８割を給付する
ものです。
・平成28年度における利用はありませんで
した。

・事業所が制度の理解を深め、不適切な
サービス提供や不正請求を行わないよう、
引き続き、趣旨普及や給付適正化に努めま
す。

長寿いきがい課
0円
―

介護予防サービス
費給付事業【介
護】

A

・保険給付については、サービスの利用状
況に応じ、埼玉県国民健康保険団体連合会
の審査を経て、サービス提供事業者（介護
保険事業者）に適正に支払われました。

・事業所が制度の理解を深め、不適切な
サービス提供や不正請求を行わないよう、
引き続き、趣旨普及や給付適正化に努めま
す。

長寿いきがい課
87,125,296円

―

特例居宅介護サー
ビス計画費給付事
業【介護】

A

・特例居宅介護サービス計画費の給付につ
いては、介護認定の効力発生前にサービス
の利用を認めています。
・平成28年度における利用はありませんで
した。

・事業所が制度の理解を深め、不適切な
サービス提供や不正請求を行わないよう、
引き続き、趣旨普及や給付適正化に努めま
す。

長寿いきがい課
0円
―

居宅介護サービス
計画費給付事業
【介護】

A

・保険給付については、サービス計画の作
成状況に応じ、埼玉県国民健康保険団体連
合会の審査を経て、指定居宅介護サービス
事業者に適正に支払われました。

・事業所が制度の理解を深め、不適切な
サービス提供や不正請求を行わないよう、
引き続き、趣旨普及や給付適正化に努めま
す。

長寿いきがい課
148,151,820円

―
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高額医療合算介護
予防サービス費給
付事業【介護】

A

・介護予防サービスに要した額が医療費と
合算して高額の場合は、保険者（市）から
の勧奨通知に対して申請をしてもらうこと
で、利用者の自己負担額が過度とならない
ようにしました。

・事業所が制度の理解を深め、不適切な
サービス提供や不正請求を行わないよう、
引き続き、趣旨普及や給付適正化に努めま
す。

長寿いきがい課
88,685円

―

高額医療合算介護
サービス費給付事
業【介護】

A

・介護サービスに要した額が医療費と合算
して高額の場合は、保険者（市）からの勧
奨通知に対して申請をしてもらうことで、
利用者の自己負担額が過度とならないよう
にしました。

・事業所が制度の理解を深め、不適切な
サービス提供や不正請求を行わないよう、
引き続き、趣旨普及や給付適正化に努めま
す。

長寿いきがい課
6,880,261円

―

高額介護予防サー
ビス費給付事業
【介護】

A

・介護予防サービスに要した額が高額の場
合は、保険者（市）からの勧奨通知に対し
て申請をしてもらうことで、利用者の自己
負担額が過度とならないようにしました。

・事業所が制度の理解を深め、不適切な
サービス提供や不正請求を行わないよう、
引き続き、趣旨普及や給付適正化に努めま
す。
・勧奨通知を送付しても申請手続が長い期
間なされない利用者がおり、時効を迎えて
しまうことにより利用者へ確実に支払えな
くなることがあるため、事業者等を通じて
声かけをするなど、利用者が不利にならな
いように気を付ける必要があります。

長寿いきがい課
80,178円

―

高額介護サービス
費給付事業【介
護】

A

・介護サービスに要した額が高額の場合
は、保険者（市）からの勧奨通知に対して
申請をしてもらうことで、利用者の自己負
担額が過度とならないようにしました。

・事業所が制度の理解を深め、不適切な
サービス提供や不正請求を行わないよう、
引き続き、趣旨普及や給付適正化に努めま
す。
・勧奨通知を送付しても申請手続が長い期
間なされない利用者がおり、時効を迎えて
しまうことにより利用者へ確実に支払えな
くなることがあるため、事業者等を通じて
声かけをするなど、利用者が不利にならな
いように気を付ける必要があります。

長寿いきがい課
62,943,380円

―

審査支払手数料給
付事業【介護】

A

・各給付費の審査及び支払いを、埼玉県国
民健康保険団体連合会に委託し、介護保険
事業者に支払いを行うことで、事務の効率
化が図れました。

・事業所が制度の理解を深め、不適切な
サービス提供や不正請求を行わないよう、
引き続き、趣旨普及や給付適正化に努めま
す。

長寿いきがい課
1,929,400円

―

特例介護予防サー
ビス計画費給付事
業【介護】

A

・特例介護予防サービス計画費の給付につ
いては、介護認定の効力発生前にサービス
の利用を認めています。
・平成28年度における利用はありませんで
した。

・事業所が制度の理解を深め、不適切な
サービス提供や不正請求を行わないよう、
引き続き、趣旨普及や給付適正化に努めま
す。

長寿いきがい課
0円
―

介護予防サービス
計画費給付事業
【介護】

A

・保険給付については、サービス計画の作
成状況に応じ、埼玉県国民健康保険団体連
合会の審査を経て、指定居宅介護予防サー
ビス事業者に適正に支払われました。

・事業所が制度の理解を深め、不適切な
サービス提供や不正請求を行わないよう、
引き続き、趣旨普及や給付適正化に努めま
す。

長寿いきがい課
12,775,563円

―

介護予防住宅改修
費給付事業【介
護】

A

・住宅改修に関する保険給付については、
被保険者からの申請に基づき、審査を経
て、保険者（市）が支給上限額の範囲で９
割又は８割を被保険者又は住宅改修施行業
者に支払いました。

・被保険者が安心して住み慣れた居宅で生
活するため、不適切な改修が行われないよ
う、引き続き適正化に努めます。

長寿いきがい課
5,922,941円

―
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国・県支出金等返
還事務【介護】

A

・平成27年度中に交付された介護保険給付
費、地域支援事業に係る国・県支出金及び
支払基金交付金を実績及び法定負担割合に
基づいて精算し、超過交付分をそれぞれ返
還しました。

・事業状況をしっかりと把握し、適正に事
業を執行するように努めます。

長寿いきがい課
24,827,273円

―

第１号被保険者保
険料還付事務【介
護】

A

・滞ることなく還付事務が遂行できまし
た。

・引き続き、効率的に還付事務が遂行でき
るように努めます。
・年度途中で還付額が予算額を超えてし
まったため、翌年度は予算額を倍増し、対
応します。長寿いきがい課

786,380円
―

介護給付費適正化
事業【介護】

A

・市介護給付適正化計画に基づき、給付適
正化事業を行いました。
・国の掲げる重点項目について、全て実施
しました。

・給付費通知については、埼玉県国民健康
保険団体連合会による通知の作成が、年１
回の計２か月分にとどまっています。一
方、この給付費通知による適正化は大きな
成果が上がっていないため、費用対効果の
面で検討する必要があります。

長寿いきがい課
1,426,996円

―

介護給付費準備基
金管理運用事務
【介護】

A

・介護給付費に不足が生じることなく、介
護保険事業が運営でき、介護保険料の残額
については適正に積み立てました。
・平成28年度については、定期預金による
運用を行い、その利子について積み立てま
した。

・事業状況をしっかりと把握し、適正な事
業運営を図るように努めます。

長寿いきがい課
86,377,290円

―

特例特定入所者介
護予防サービス費
給付事業【介護】

A

・特例特定入所者介護予防サービス費の給
付については、介護認定の効力発生前に
サービスの利用を認めています。
・施設利用者のうち低所得者の食費、居住
費に対して補足給付することにより、利用
者の自己負担額が過度とならないようにす
るものです。
・平成28年度における利用はありませんで
した。

・事業所が制度の理解を深め、不適切な
サービス提供や不正請求を行わないよう、
引き続き、趣旨普及や給付適正化に努めま
す。

長寿いきがい課
0円
―

特定入所者介護予
防サービス費給付
事業【介護】

A

・施設利用者のうち低所得者の食費、居住
費に対して補足給付することにより、利用
者の自己負担額が過度とならないようにし
ました。

・事業所が制度の理解を深め、不適切な
サービス提供や不正請求を行わないよう、
引き続き、趣旨普及や給付適正化に努めま
す。

長寿いきがい課
24,950円

―

特例特定入所者介
護サービス費給付
事業【介護】

A

・特例特定入所者介護サービス費の給付に
ついては、介護認定の効力発生前にサービ
スの利用を認めています。
・施設利用者のうち低所得者の食費、居住
費に対して補足給付することにより、利用
者の自己負担額が過度とならないようにす
るものです。
・平成28年度における利用はありませんで
した。

・事業所が制度の理解を深め、不適切な
サービス提供や不正請求を行わないよう、
引き続き、趣旨普及や給付適正化に努めま
す。

長寿いきがい課
0円
―

特定入所者介護
サービス費給付事
業【介護】

A

・施設利用者のうち低所得者の食費、居住
費に対して補足給付することにより、利用
者の自己負担額が過度とならないようにし
ました。

・事業所が制度の理解を深め、不適切な
サービス提供や不正請求を行わないよう、
引き続き、趣旨普及や給付適正化に努めま
す。

長寿いきがい課
116,392,575円

―
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一般会計繰出事務
【介護】

A

・平成27年度中に介護保険特別会計へ繰り
入れた市負担分を実績及び法定負担割合に
基づいて精算し、超過負担分を一般会計へ
繰り出しました。

・事業状況をしっかりと把握し、適正な事
業運営を図るように努めます。

長寿いきがい課
63,158,336円

―

第１号被保険者保
険料還付加算金支
払事務【介護】

A

・平成28年度は還付加算金が発生しなかっ
たため、支払事務は行われませんでした。

・還付加算金が発生した際は、効率的に還
付事務が遂行できるように努めます。

長寿いきがい課
0円
―
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施策５-（４）地域包括ケアシステムの構築【長寿いきがい課】
（施策の展開）

地域包括支援セン
ター運営事業【介
護】

A

・地域包括支援センターに、法令の基準に
定められた専門職を配置し、業務に関する
知識の習得及び技能の向上を図るため、研
修会の実施や各種情報提供を行いました。
・地域のさまざまな職種や関係機関と連携
するために、ネットワークづくりを進めて
おり、毎月会議を開催しました。
・各センターで業務評価を行い、業務の質
の向上に努めました。
・各地域包括支援センターの圏域で、地域
の関係者の参加による地域ケア会議を開催
し、地域の実態把握に努めました。

・高齢者が住み慣れた地域で生活を継続し
ていくために必要な支援を行う地域包括支
援センターの役割は、高齢化が進む中、ま
すます重要性が高くなっています。
・地域包括ケアシステムの構築を進める中
で、地域包括支援センターの役割につい
て、再度検討を行い、地域のニーズに対応
できるような、地域包括支援センター運営
を行っていく必要があります。

長寿いきがい課
63,132,132円

―

一般介護予防事業
【介護】

A

・65歳以上の高齢者を対象に介護予防教室
を開催し、要介護状態となることを予防す
ることができました。
・高齢者が要介護状態等になることを予防
するため、地域において広く介護予防に資
する活動が実施されたことにより、給付費
等の増加の抑制に寄与しました。

・地域において介護予防に資する自発的な
活動が広く実施され、地域の高齢者が自ら
活動に参加し、介護予防に向けた取組が主
体的に実施されるような地域社会を構築す
る必要があります。
・地域において介護予防活動が自発的に実
施されるよう、引き続き地域に働きかけて
いきます。

長寿いきがい課
8,230,210円

―

介護予防ケアマネ
ジメント事業【介
護】

A

・地域包括支援センターによる介護予防・
日常生活支援総合事業のケアプラン作成に
係る費用の支給をすることができました。

・平成28年３月から１年間を介護予防給付
からのサービス移行期間としており、平成
29年３月から全面移行となったため、事業
量等について実態に合わせて事業を進めら
れる体制を検討していく必要があります。長寿いきがい課

6,039,549円
―

介護予防・生活支
援サービス事業
【介護】

A

・平成28年３月から介護予防・日常生活支
援総合事業を開始し、訪問介護及び通所介
護のサービスの提供をすることができまし
た。

・平成28年３月から１年間を介護予防給付
からのサービス移行期間としており、平成
29年３月から全面移行となったため、事業
量等について実態に対応できるような体制
を整えていく必要があります。長寿いきがい課

43,788,903円
―

各地域包括支援センターで活動を継続していますが、認知症の人やその家族の参加はまだ少ない状況で
あるため、カフェの活動に関する周知活動等も併せて行っていきます。

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
平成27年度から市内３か所にある地域包括支援センターが各圏域内で認知症カフェを開催して、認知症
の人等への支援を開始することができました。

〔平成29年度目標に向けての取組〕（Action）

3 3 3 3
成果値 0 3 3

認知症カフェ開設箇所数
（か所）

目標値 ― ― 3

　高齢者がいつまでも元気に活動し、健康で自分らしく暮らすことができるよう、介護予防を推進しま
す。
　高齢者からのさまざまな相談に対する支援を行うため、地域包括支援センターの機能の充実を図りま
す。
　高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けることができるようにするため、地域包括ケアシステムの構築を
推進します。
　認知症の人やその家族などが気軽に集い、交流や自主的な活動、介護の情報を交換するため、認知症カ
フェの開設を促進します。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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認知症サポーター
等養成事業【介
護】

A

・認知症サポーターを養成したことで、認
知症になっても、住み慣れた地域で安心し
て生活できるよう、認知症高齢者やその家
族を支援する体制を強化することができま
した。

・認知症の方が、住み慣れた地域で安心し
て暮らし続けることができるような環境づ
くりを行うため、引き続き、認知症サポー
ターの養成を行っていく必要があります。

長寿いきがい課
92,644円

―

住宅改修支援事業
【介護】

A

・住宅改修理由書の作成費用が自己負担と
なる方に対して助成を行って負担をなくす
ことにより、介護保険制度利用者間の平等
化を図ることができました。

・本制度について、利用が必要な方にもれ
がないよう、周知を図っていきます。

長寿いきがい課
36,720円

―

家族介護支援事業
【介護】

A

・ねたきりや認知症高齢者を介護する家族
の経済的負担、身体的負担や精神的負担を
軽減し、衛生的な在宅介護が続けられるよ
うにしました。

・ねたきりや認知症高齢者など日常生活全
般において家族の介助を必要とする方が支
給対象であるため、サービスの決定後も、
死亡等による廃止で、対象者の異動が多い
のが特徴です。また、入院、入所も多いた
め、在宅介護の状況を把握し、事業者やケ
アマネジャーと連携し、適切に支給の休
止、再開を行う必要があります。
・紙おむつは、年々機能も向上し、商品の
種類も多種多様化しています。引き続き、
利用者の使用状況や体型、介護状況に合っ
たタイプを取り入れるなど支援の充実を
図っていきます。

長寿いきがい課
6,629,169円

―

成年後見制度利用
支援事業【介護】

A

・生活保護法の被保護者に助成金を支給し
たことで、成年後見人への報酬の支払いが
困難な場合でも、制度を利用することが可
能となりました。

・高齢化の一層の進行と平均寿命の伸びに
より、今後、認知症高齢者の増加が予測さ
れますが、第三者後見人となる人材が不足
しています。
・親族との関わりがない認知症等の要援護
高齢者が増加しており、市長申立の件数も
増加することが予測されます。

長寿いきがい課
244,014円

―

認知症施策推進事
業【介護】

A

・認知症初期集中支援チームを配置し、初
期の認知症患者への早期対応・早期受診に
より重症化を防ぐための活動を行うことが
できました。
・認知症地域支援推進員を市内３か所の地
域包括支援センターに各１名配置し、認知
症に関する相談体制等の向上を図ることが
できました。

・認知症初期集中支援チームについて、
ニーズとの整合性を図っていく必要がある
ため、事業量等は今後も検討が必要と考え
ます。

長寿いきがい課
1,746,920円

―

生活支援体制整備
事業【介護】

A

・生活支援コーディネーターを市内３か所
の地域包括支援センターに各１名配置し、
事業の推進を図りました。
・関係者の参加する協議体の会議を開催
し、生活支援体制の整備について意見交換
をすることができました。

・介護予防・日常生活支援総合事業が平成
27年度より開始されたことに伴い、ボラン
ティア等の担い手による新しいサービスの
提供に向けた検討や地域の中にあるイン
フォーマルなサービスの発掘などが必要と
なっています。これらのことの検討、発掘
等は、生活支援コーディネーター及び協議
体の役目であるので、事業の推進体制等の
在り方についての十分な検討を行っていく
必要があります。

長寿いきがい課
5,598円

―

在宅医療・介護連
携推進事業【介
護】

A

・多職種で構成された座談会において、在
宅医療・介護連携を目的とした各種事業を
行い、職種間の意見交換や共同作業を行い
ました。
・医師会等の医療関係者や介護保険事業者
等で構成される推進会議を開催し、連携等
に向けての話し合いができました。

・在宅医療・介護連携に関しては、地域包
括ケアシステムの構築を図るにあたり様々
な課題がありますので、今後も各構成団体
と連携を図りながら、事業を進めていく必
要があります。長寿いきがい課

307,902円
―
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審査支払手数料委
託事業【介護】

A

・介護予防・生活支援サービス費につい
て、サービス提供事業者からの請求内容に
関する審査及びサービス費の支払いを埼玉
県国民健康保険団体連合会に委託し、効率
的に行うことができました。

・事業開始初年度であったため、事業量等
については実態に合わせて事業を進められ
る体制を検討していく必要があります。

長寿いきがい課
61,320円

―

地域自立生活支援
事業【介護】

A

・自宅において調理が困難なひとり暮らし
等の高齢者に対し、栄養バランスの良い食
事を配達することで健康維持や安否確認が
できました。
・申請受付後、対象者宅を訪問、調査する
ことによって、適正にサービスを提供する
ことができるとともに、利用者の生活状況
を把握することにもつながりました。
・配食事業者からの情報提供によって、利
用者の異常を早期発見することができまし
た。

・急速な少子高齢化の進行や核家族化など
により、ひとり暮らしや高齢者世帯が増加
するとともに、高齢者を支援する親族が減
少してきたこともあり、日常生活に支障の
ある高齢者世帯等に対する見守り体制を強
化していく必要があります。
・配食サービスは、食生活の改善と健康増
進を図り、健康で自立した在宅生活を支援
することを目的としており、他の高齢者福
祉サービスと組み合わせて利用されていま
す。引き続き、制度の周知を図り、必要と
する世帯への利用促進を図る必要がありま
す。

長寿いきがい課
1,591,600円

―
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施策５-（５）後期高齢者の健康維持の推進【健康支援課】
（施策の展開）

老人保健特別会計
精算事務

A

老人保健制度に係る精算事務はありません
でした。

・老人保健制度廃止に伴う老人保健特別会
計の廃止（平成20年３月31日をもって廃
止。経過措置期間３年）をされた後の精算
事務が発生した場合、適正に行う必要があ
ります。健康支援課

0円
P167

後期高齢者医療特
別会計繰出事務

A

・事務費相当分及び保険基盤安定負担金分
を後期高齢者医療特別会計へ繰り出すこと
により、当該特別会計における健全な財政
運営を図ることができました。

・後期高齢者医療特別会計における健全な
財政運営を図るため、引き続き、適切な繰
出金を繰り出す必要があります。

健康支援課
113,969,822円

P167

後期高齢者医療広
域連合療養給付費
負担事務

A

・埼玉県後期高齢者医療広域連合における
療養費のうち市負担分を納付することによ
り、当該広域連合の健全な運営に寄与しま
した。

・埼玉県後期高齢者医療広域連合の健全な
運営に寄与するため、引き続き、当該広域
連合における療養費のうち市負担分を納付
する必要があります。

健康支援課
405,501,693円

P166

後期高齢者保養所
等利用者支援事業

A

・保養所等の利用に対し、助成することに
より、被保険者の健康の保持増進を図りま
した。
・案内パンフレットの配布、広報ひだかへ
の案内の掲載等により、後期高齢者保養所
等利用者支援制度の周知を図りました。

・高齢者の健康の保持増進を図るため、保
養所等利用者支援事業のより一層の周知が
必要です。

健康支援課
6,000円
P166

後期高齢者人間
ドック助成事業

A

・人間ドックの際の負担を軽減することに
より、生活習慣病その他の病気の早期発
見・予防、健康の保持増進を図りました。
・案内パンフレットの配布、広報ひだかへ
の案内文の掲載等により、後期高齢者人間
ドック助成制度の周知を図りました。

・生活習慣病その他の病気の早期発見・予
防には、人間ドックの受検が効果的なた
め、引き続き事業を周知していきます。
・医療機関の予約から受検日までの期間が
短い場合があり、迅速な受診券発行に努め
ています。

健康支援課
1,793,200円
P165

後期高齢者健康診
査事業

A

・後期高齢者健康診査の対象者への受診券
の郵送、広報ひだかへの受診勧奨記事等の
掲載、集団健診の実施(肺がん・結核・大
腸がん検診との同日実施)などにより、健
康診査実施率の向上に努めました。

・後期高齢者健康診査の受診率向上のた
め、受診券郵送の時期、集団健診の実施方
法などの利用しやすい受診環境の整備に努
めるとともに、引き続き周知・啓発を図る
必要があります。健康支援課

17,119,369円
P165

健康診査の受診率向上のため、受診券郵送の時期、集団健診の実施方法などの利用しやすい受診環境を
整備するとともに、引き続き啓発・周知に努めます。

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
啓発・周知に努め、受診率は上昇しています。高齢者の健康に対する意識が年々高まっていると想定さ
れます。

〔平成29年度目標に向けての取組〕（Action）

32.0 33.0 34.0 35.0
成果値 27.5 30.8 31.4

後期高齢者の健康診査受診
率（%）

目標値 ― ― 31.5

　後期高齢者の健康維持の推進のため、健康診査などの保健事業を実施します。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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一般会計繰出事務
【後期】

A

・後期高齢者医療特別会計における収支を
適正に精算することができました。

・一般会計からの繰入については、後期高
齢者医療特別会計における精算による残額
が生じた場合には、一般会計へ返還する必
要があります。

健康支援課
3,299,000円
P311

後期高齢者医療保
険料還付加算金支
払事務【後期】

A

・適正な被保険者資格管理及び収納管理を
行うことにより、過誤納金に係る保険料還
付金の発生を確認した場合に、当該被保険
者に対し、遅滞なく還付加算金支払手続を
行うことができました。

・特別徴収（年金天引き）に係る保険料に
ついて、日本年金機構の処理状況により、
還付手続に時間を要し、還付加算金が発生
する場合があります。

健康支援課
18,100円
P310

後期高齢者医療保
険料還付事務

A

・適正な被保険者資格管理及び収納管理を
行うことにより、保険料に係る過誤納金の
発生を確認した場合に、当該被保険者に対
し、遅滞なく還付手続を行うことができま
した。

・特別徴収（年金天引き）に係る保険料に
ついて、日本年金機構の処理状況により、
還付手続に時間を要する場合があります。

健康支援課
614,210円
P309

後期高齢者医療広
域連合保険料等納
付事務【後期】

A

・徴収した後期高齢者医療保険料、延滞金
及び保険基盤安定負担金を埼玉県後期高齢
者医療広域連合に納付することにより、当
該広域連合の健全な運営に寄与しました。

・埼玉県後期高齢者医療広域連合の健全な
運営に寄与するため、引き続き適正な額を
納付する必要があります。

健康支援課
532,660,999円

P308

後期高齢者医療保
険料徴収事務【後
期】

A

・口座振替を促進するとともに、督促状・
催告書の送付、電話催告及び戸別訪問（臨
宅徴収）を期間を定めて集中的に実施する
ほか、納付相談・指導等を随時行うことに
より、後期高齢者医療保険料収納率向上に
努めました。
・法令等に基づき、適正な不納欠損処分を
行いました。

・被保険者の公平性確保のため、後期高齢
者医療保険料収納確保の取組を一層強化
し、引き続き収納率向上に努める必要があ
ります。
・法令等に基づき、適正な不納欠損処分そ
の他の滞納処分を行う必要があります。

健康支援課
4,080,207円
P307

後期高齢者医療広
域連合共通経費負
担事務【後期】

A

・埼玉県後期高齢者広域連合における共通
経費のうち市負担分を納付することによ
り、当該広域連合の健全な運営に寄与しま
した。

・埼玉県後期高齢者広域連合の健全な運営
に寄与するため、引き続き、当該広域連合
における共通経費のうち市負担分を納付す
る必要があります。

健康支援課
13,318,909円

P306

後期高齢者医療資
格事務【後期】

A

・事務担当者研修会等に積極的に参加し、
職務遂行上必要な知識等の習得を図ること
ができました。
・被保険者証がより確実に被保険者の手元
に届くように、郵便（簡易書留）により交
付しました。

・職務遂行上必要な知識等の習得を図るた
め、引き続き、事務担当者研修会等に積極
的に参加する必要があります。
・郵送した被保険者証が未着の場合は、調
査等を行い、速やかに被保険者の手元に届
ける必要があります。

健康支援課
2,437,212円
P306
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施策６-（１）地域生活の支援【社会福祉課】
（施策の展開）

障がい者日中一時
支援事業

A

・障がい者等の日中における活動の場を確
保し、家族の就労支援や日常的に介護して
いる家族の一時的な休息を確保することが
できました。

・１人あたりの利用回数は減っています
が、利用者が増えたため、支出額が増加
しています。引き続き、効率的な事務処
理を行っていきます。

社会福祉課
11,114,080円

P125

障がい者手帳等交
付事務

A

・障がい者手帳申請、変更診断書料補助金
は、高額な文書料に対する補助を行うもの
で、申請者等の経済的負担の軽減を図るこ
とができました。

・手帳取得者数は年々増加しているた
め、事務処理の効率化に努めていきま
す。
・診断書料補助は申請件数が多く、支給
が遅くならないよう努めていきます。社会福祉課

1,405,207円
P124

障がい者相談支援
事業

A

・障がい者とその家族からの相談を受け、
情報提供や助言及び福祉サービスの利用支
援を行い、併せて関係機関との連絡調整等
を効果的・効率的に実施することができま
した。
・困難事例の検討や総合的な相談業務等地
域の中核的な役割を担う機関として、広域
（２市３町）で基幹相談支援センターを運
営しました。

・新たに設置した機関も含め、役割や利
用について効果的に市民に周知していく
方法を検討していきます。

社会福祉課
21,455,164円

P124

障がい者計画等策
定事務

A

・平成２８年度は、障がい者の実態調査を
行いました。
・障がい者地域総合支援協議会を開催し、
障がい者計画等について協議することがで
きました。

・実態調査の結果をもとに、障がい者計
画等の策定を行います。

社会福祉課
1,793,000円
P123

障がい者（児）日
常生活用具給付事
業

A

・障がいがある人に、日常生活の便宜を図
るための用具の給付又は貸与を行うことに
より、豊かな日常生活又は社会生活を営む
支援をすることができました。

・申請件数が多いため、事務処理に遅滞
がないよう、引き続き効率的な事務運営
に努めます。

社会福祉課
13,975,773円

P123

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
制度の定着や、事業者数の増加により、利用者が増えました。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

5,180 5,210 5,250 5,300
成果値 5,117 5,773 6,201

障がい福祉サービスを利用
している人数（人）

目標値 ― ― 5,150

引き続き、サービスの周知、必要な事業所の整備促進等により、サービス利用希望者の利便を図って
いきます。

　障がい者に対する心の壁を取り除くため、理解と交流の機会の創出を図ります。
　障がい者が地域で安定した生活を続けることができるよう、相談支援や各種サービス給付等の充実を
図ります。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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社会参加促進支援
事業

A

・各種補助や助成等を実施することによ
り、障がい者（児）の社会参加を促進し、
地域で豊かな生活を営むことができるよう
になり、福祉の向上を図ることができまし
た。

・助成事務のうち、自動車借上料（福祉
タクシー券）や自動車燃料費補助金の申
請件数は多く、事務処理に遅滞がないよ
う、効率的な事務運営に努めます。

社会福祉課
30,624,606円

P128

介護給付費等支給
審査事務

A

・審査会を毎月開催することにより、適切
な時期に支援区分認定を行うことができま
した。
・説明会等に出席することにより、新たな
制度等に対して、適切に対応することがで
きました。

・障がい者の個々の状態を勘案し適切な
支援区分認定が行われるよう、引き続き
努めます。

社会福祉課
1,269,394円
P128

障がい者（児）在
宅生活支援事業

A

・在宅で生活する障がい（児）者の自立し
た生活や社会参加促進のほか、日常的に介
護する家族の負担軽減を図ることができま
した。

・申請件数が多いため、引き続き効率的
な事務処理を行います。

社会福祉課
40,001,746円

P127

障がい者福祉シス
テム管理事務

A

・障がい者福祉システムの導入・維持によ
り、効率的な事務処理を図ることができま
した。

・法律改正等に対する国からの通達等に
柔軟に対応するため、システム改修に係
る制度改正等の知識が不可欠となりま
す。

社会福祉課
18,763,020円

P127

特別障がい者手当
等給付事業

A

・特別障がい者手当等を支給することによ
り在宅生活を支援しました。

・障がい者手帳申請時の案内や、広報紙
による制度周知を引き続き行います。
・支給対象者の入所等の情報を把握し、
適正な支給に努めます。

社会福祉課
16,390,260円

P126

地域活動支援セン
ター支援事業

A

・創作活動又は生産活動の機会の提供を行
い、社会との交流を促進することにより、
障がい者の地域生活を支援しました。

・この事業は、障がい者総合支援法にお
ける地域生活支援事業の必須事業です。
サービスの対象となるべき利用者に対
し、適切に情報提供できるよう、広報ひ
だかなどのほか、個別の周知に努めま
す。

社会福祉課
12,466,310円

P126

障がい福祉サービ
ス等給付事業

A

・障がい者がサービスを受けることで、生
活の質の向上が図られ、家族等の介護負担
の軽減にも貢献しました。

・自立支援給付費等の扶助費について
は、障がい者総合支援法に基づくサービ
スであり、サービスの利用者が年々増加
しています。
・サービスの対象となるべき利用者に対
し、適切に情報提供できるよう、広報ひ
だかなどのほか、個別の周知に努めま
す。

社会福祉課
837,694,151円

P125
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施策６-（２）一般就労、就労継続の支援【社会福祉課】
（施策の展開）

障がい者就労支援
センター運営事業

A

・障がい者就労支援センターの活動によ
り、一般就労（一般の企業等で、雇用契約
に基づき就業すること）につながる障がい
者が増えました。

・一般就労（一般の企業等で、雇用契約に
基づき就業すること）につながる障がい者
が増えるよう努めます。

社会福祉課
5,596,000円
P129

引き続き、日高市就労支援センターを運営し、就労を希望する障がい者の支援を図っていきます。

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
日高市就労支援センターの行う利用者に対する継続的な支援により、就職できた人数が増えました。

〔平成29年度目標に向けての取組〕（Action）

62 63 64 65
成果値 61 68 82

障がい者就労支援センターの
支援による就職人数（人）

目標値 ― ― 62

　障がい者の就労に関する相談に対応するとともに支援するため、障がい者就労支援センターの充実を図
ります。
　障がい者が、一般就労できるよう就労移行、就労継続の支援を推進します。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策６-（３）医療費の助成【健康支援課】
（施策の展開）

重度心身障がい者
医療費助成事業

A

・重度心身障がい者医療費の一部（一部負
担金）を助成することにより、疾病の早期
回復や本人とその家族の経済的負担の軽減
を図ることができました。
・関係課等との連携により、円滑な受給者
登録事務を行うことができました。
・受給者の利便性の向上を図るため、一部
の医療機関が受給者に代わって市に請求す
る方式（申請手続きの簡素化）とともに、
一部の医療機関において一部負担金の窓口
払の廃止（現物支給）を実施しました。

・重度心身障がい者が必要とする医療を
容易に受けられるようにするため、より
一層関係課等との連携を深めるととも
に、制度の周知を図ります。
・受給者の利便性向上のため、引き続き
窓口払の廃止及び申請手続の簡素化等を
継続実施していく必要があります。

健康支援課
129,557,852円

P164

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
障がい者手帳の交付時の案内及び対象者への個別勧奨等により、登録者の割合は上昇傾向にありま
す。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

98.5 99.0 99.5 100.0
成果値 95.7 97.3 98.2

重度心身障がい者医療費助成
制度受給登録者の割合（%）

目標値 ― ― 98.0

支援を必要とする重度心身障がい者の医療費の自己負担を軽減するため対象者に制度の周知を図り、
関係部署とも連携しながら登録手続きを勧めます。

　重度心身障がい者の医療費の自己負担を軽減するため、重度心身障がい者医療費助成制度を実施しま
す。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策７-（１）低所得者などに対する支援の充実【社会福祉課】
（施策の展開）

生活困窮者自立支
援事業

A

・生活保護受給者及び生活困窮者の方に就
労支援を行うことにより、自立の助長を図
ることができました。

・就労支援制度及び日高市自立相談支援
センターの利用を促し、１人でも多く就
労ができるよう支援をしていきます。

社会福祉課
15,086,346円

P117

厚生基金貸付事業

A

・貸付制度により、生活困窮者等世帯の生
活安定と自立の助長を図ることができまし
た。

・返済計画に基づく返済になるよう、そ
の世帯に合った貸付額や返済計画を立案
するなど綿密な打ち合わせのもとで貸付
し、借入者の生活の安定を図っていきま
す。社会福祉課

0円
―

高額療養費貸付事
業

B

平成28年度は、４件の貸付を行いました。 ・制度の周知に努めます。

社会福祉課
0円
―

低所得者自立支援
事業

A

・扶助費の支給について、適正に行うこと
ができました。

・生活保護の事務処理に過誤、遅延のな
いよう効率化に努めます。また、申請者
には制度について誤解のないよう、きめ
細かい説明に努め、申請権を阻害しない
ように努めます。社会福祉課

863,159,524円
P131

低所得者福祉援護
事業

A

・生活保護制度の円滑な運営を実施するた
め、査察指導員、ケースワーカー研修会へ
の参加、必要な図書等を購入し、知識向上
を図りました。

・生活保護制度を円滑に実施するため、
引き続き、研修会への参加、書籍等の購
入、システム改修を行っていきます。

社会福祉課
5,587,879円
P130

行旅人援護事業

A

・１件の行旅死亡人が発生しましたが、適
切に対応することができました。また、市
無縁墓地の管理を予定どおり行うことがで
きました。

・行旅病人及び行旅死亡人が発生した場
合、休日、夜間においても迅速に対応で
きるよう努めます。

社会福祉課
265,540円
P117

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
市内に居住する生活困窮者及び要保護者に制度説明をし、貸付け件数が増加しました。このことによ
り、経済的自立を助成することができました。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

39 42 42 45
成果値 43 34 38

厚生基金貸付件数（件）
目標値 ― ― 38

引き続き、生活困窮者及び要保護者に制度周知、説明を行い、経済的自立を助成していきます。

　低所得者などの生活の安定と自立助長を促すため、生活保護制度、生活困窮者自立支援制度、厚生基
金貸付制度などを推進します。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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低所得者の高齢者
向け給付金給付事
業

A

・給付金を計画どおり、効率的に支給する
ことができました。

・適切に給付金の支給を行えました。

社会福祉課
128,130,000円

P122

低所得者の高齢者
向け給付金給付事
務

A

・給付金を計画どおり、効率的に支給する
ことができました。

・適切に給付金の支給が行えました。

社会福祉課
5,659,998円
P121

臨時福祉給付金給
付事業（経済対策
分）

A

・給付金を計画どおり、支給準備が行なえ
ました。
【平成29年度へ全額繰越：127,500,000
円】

・適切に給付金の給付事業の準備が行え
ました。

社会福祉課
0円
P120

臨時福祉給付金給
付事務（経済対策
分）

A

・給付金を計画どおり、支給準備すること
ができました。

・問題なく適切な準備が行えました。

社会福祉課
4,180,199円
P120

低所得の障がい・
遺族基礎年金受給
者向け給付金給付
事業 A

・給付金を計画どおり、効率的に支給する
ことができました。

・給付金の対象になる年金の判断の方法
が複雑であったため、周知することが困
難な部分がありました。

社会福祉課
6,180,000円
P119

低所得の障がい・
遺族基礎年金受給
者向け給付金給付
事務 A

・給付金を計画どおり、効率的に支給する
ことができました。

・給付金の対象になる年金の判断の方法
が複雑であったため、周知することが困
難な部分がありました。

社会福祉課
298,000円
P119

臨時福祉給付金給
付事業

A

・給付金を計画どおり、効率的に支給する
ことができました。

・適切に給付金の支給が行えました。

社会福祉課
19,386,000円

P118

臨時福祉給付金給
付事務

A

・給付金を計画どおり、効率的に支給する
ことができました。

・適切に給付金の支給が行えました。

社会福祉課
7,279,716円
P118
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施策７-（２）地域福祉推進体制の充実【福祉政策課】
（施策の展開）

社会福祉法人認可
等事務(福祉政策
課)

A

・社会福祉法改正に伴う法人制度改革につ
いて、会議への出席や提供される資料等で
理解を深めました。
・市が所管する法人に対し国等からの情報
を円滑に提供できました。

・引き続き、適正な法人運営と円滑な社会
福祉事業の経営の確保を図り、地域福祉の
充実に寄与していきます。
・平成28年度は社会福祉法人の認可申請は
ありませんでした。福祉政策課

4,770円
P112

日本赤十字社活動
推進事務

A

・日本赤十字社へ社資を納めることによ
り、赤十字の活動を支援することができま
した。また、全国の被災地に対し義援金を
送ることで、被災者を支援しました。

・災害等発生時には早急に被災者を支援し
ていく必要があります。
・日本赤十字社の社資が、年々減少してい
るため、赤十字活動について、今まで以上
にＰＲ活動の創意工夫を行う必要がありま
す。

福祉政策課
0円
―

社会福祉法人等支
援事業

A

・社会福祉協議会等の運営基盤を安定さ
せ、市民に対して福祉施策の展開が図れま
した。

・引き続き社会福祉協議会等へ補助金を交
付することにより、市民に対してさまざま
な福祉活動の事業を展開し、更に福祉の増
進を図る必要があります。

福祉政策課
46,141,998円

P111

地域福祉推進事業

A

・各課の推進状況の把握を行い、推進委員
会において各委員の意見をいただき、その
意見を反映するとともに、地域福祉に係る
全体の推進現状についてホームページで公
表・周知することができました。
・市社会福祉協議会と現状や課題について
共通認識が図れました。

・地域福祉計画を市民に身近なものとして
捉えられるよう周知の工夫をしていきま
す。

福祉政策課
40,792円
P111

福祉事務所事務

A

・相談業務等には、資格を持った職員が当
たるため、その養成を行い、的確に援助す
ることができました。

・相談者の内容も多岐にわたっているた
め、更に専門的知識が必要となってきてい
ます。職員研修の参加を通じ、専門的知識
の習得に努めます。

福祉政策課
340,705円
P110

〔平成29年度目標に向けての取組〕（Action）
引き続き、実施地域の拡大を図り、地域支え合い活動への参加の機運を高めます。
ボランティア同士の交流の場やネットワークづくりの更なる推進を行います。

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
日高市地域支えあい事業（市、商工会、社協の三者協定による事業）の浸透が進んでいます。
微増ながらボランティア団体、登録者数が増加しました。

目標値 ― ― 1,188 1,185 1,182 1,179 1,176

51 49
成果値 56 56 57

ボランティア登録団体数/
ボランティア登録者数（団
体/人）

目標値 ― ― 56 55 53

28.0 28.5 29.0 29.5
成果値 27.2 27.2 28.4

地域における見守り、支え合いなど地域
福祉活動に参加している人の割合（%）

目標値 ― ― 27.5

成果値 1,191 1,191 1,209

　地域住民による福祉活動を支援するとともに、日高市社会福祉協議会との連携を強化します。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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社会福祉法人認可
等事務（長寿いき
がい課）

A

・社会福祉法改正に伴う法人制度改革につ
いて、国や県より提供された資料等で理解
を深めました。
・市が所管する法人に対し国等からの情報
を円滑に提供できました。

・引き続き、適正な法人運営と円滑な社会
福祉事業の経営の確保を図り、地域福祉の
充実に寄与していきます。
・平成28年度は社会福祉法人の認可申請は
ありませんでした。長寿いきがい課

0円
―

社会福祉法人認可
等事務（子育て応
援課）

A

・社会福祉法の改正が行なわれ社会福祉法
人では定款の変更が年度末までに必要とな
りましたが、所管する法人については定款
変更手続が提出され、認可することができ
ました。

・社会福祉法人に関して制度の改正が多
く、社会福祉法人への変更点などの説明で
は、決め細やかな対応が必要となります。

子育て応援課
0円
―

社会福祉法人認可
等事務（社会福祉
課）

A

・平成28年度は社会福祉法人の認可申請は
ありませんでした。

・引き続き、適正な法人運営と円滑な社会
福祉事業の経営の確保を図り、地域福祉の
充実に寄与していきます。

社会福祉課
0円
P121

災害見舞金支給事
業

A

・３件の災害（火災）が発生し、申請後速
やかな見舞金の支給を行い、り災者の生活
安定を図ることができました。

・災害見舞金の支給に当たり、現状を速や
かに把握し、対応していくことが必要で
す。

福祉政策課
300,000円
P113

災害援護事業

A

・対象となる災害の発生がなく、弔慰金の
支払い等はありませんでした。

・大規模災害が発生した場合、現状を速や
かに把握し、弔慰金の支払いや援護金の貸
付け等ができるよう対応していくことが必
要です。

福祉政策課
0円
P113
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施策７-（３）民生委員・児童委員の活動支援【福祉政策課】
（施策の展開）

民生委員・児童委
員活動支援事務

A

・民生委員・児童委員が、地域の高齢者や
避難行動要支援者等を把握し、援護するな
ど、地域に根差した活動を行っているた
め、住民が安心して地域で生活することが
できました。

・民生委員・児童委員の活動が円滑に行
えるよう、情報の提供等をしていく必要
があります。
・民生委員・児童委員の活動量の増大等
により負担を感じている委員が多いた
め、地域の実情を踏まえ、活動の精査、
重点化等により、適切なバランス配分を
図っていくことが必要です。

福祉政策課
11,323,899円

P112

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
３年に一度の一斉改選に伴い、欠員が生じている地域があります。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

100.0 100.0 100.0 100.0
成果値 92.0 100.0 92.7

民生委員・児童委員充足率
（%）

目標値 ― ― 100.0

欠員がある地域の区長等と調整し、充足を図っていきます。

　民生委員・児童委員が各地域において活動しやすい環境づくりを推進します。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策８-（１）確かな学力の育成【学校教育課】
（施策の展開）

小学校社会科副読
本作成事業

A

・社会科副読本は小学校３・４年生で活用
され、ふるさとを愛する子どもたちの育成
のために利用することができました。
・社会科副読本用白地図の改訂にあたり、
各関係機関より資料を集め、最新の情報に
基づく白地図を作成しました。
・評価問題の修正・見直しの取組では、評
価観点の明確化、文言の統一を図ったこと
で、評価問題の向上を図ることができまし
た。

・学習指導要領の改訂に伴い、白地図や
評価問題の見直し時期を早めることも予
想されます。そのため計画的な準備を進
めていきます。

学校教育課
311,180円
P229

小学校教職員用指
導書整備事業

A

・学習指導要領に沿った内容の教師用指導
書や指導用教材を購入し活用することで、
指導内容や指導方法などの工夫・改善がな
され、学習の充実を図ることができまし
た。

・教科書は４年ごとに改訂されるため、
定期的に教師用の教科書や指導書を整備
する必要があります。

学校教育課
943,636円
P228

小学校学校教材整
備事業

A

・児童が確かな学力を身に付けることがで
きるよう、学習指導要領等の教育内容に即
した学校図書、教科用品等の消耗品や副読
本、教材備品等を購入し、教育環境の充実
を図ることができました。

・社会の変化に応じた教育環境を整備す
ることは効率的な学校運営を図る上で必
要不可欠です。学習指導要領に基づいた
教育活動を実践するためには、学校図
書、教科用品等の消耗品や副読本、教材
備品等の整備を継続していく必要があり
ます。

学校教育課
19,631,664円

P228

英語教育推進事業

A

・子どもたちが英語を母国語としているＡ
ＥＴと接することにより、英語に対する興
味・関心が高まり、コミュニケーション能
力の育成を図ることができました。

・今後、小学校の高学年で英語が教科と
なり、外国語活動が中学年から導入され
ることから、ＡＥＴの数、英語活動の支
援員の確保等適切な対応をしていく必要
があります。学校教育課

21,787,505円
P220

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
県平均に迫る学校（または学年）は増えつつあるもの、上回る学校数の割合においては上昇できませ
んでした。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

36.0 46.0 56.0 70.0
成果値 ― 26.2 26.2

埼玉県学力学習状況調査の教科に関する
調査で県平均を上回る学校数の割合（%）

目標値 ― ― 26.0

結果を受けた分析(問題や生活全般に関する質問)を各学校が進め、実態に即した取組を実践していき
ます。

　確かな学力の育成を図るため、各学校に学習支援員などを配置し、児童生徒の個に応じたきめ細かい
指導を推進します。
　各学校で学力向上に向けた取組を行うとともに、家庭との連携を深めながら総合的な学力の向上を推
進します。
　各中学校に英語指導助手（ＡＥＴ）を配置するとともに、小学校段階における英語教育の充実を推進
します。
　情報活用能力の育成を図るとともに、ボランティアや福祉活動などを通じた社会的課題に対応する能
力の育成を推進します。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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教育の情報化事業

A

・ＰＣを追加分配したことで、教師の事務
処理等が円滑に進むようになるとともに、
授業の充実化を図ることができました。
・自宅学習システムにより家庭学習の充実
を図ることができました。
・自宅学習の推進のためインターネット環
境の無い家庭に対し、各学校へ貸出用タブ
レットを配置することができました。

・自宅学習システムの利用を増やしてい
くよう、教師対象の研修を積極的に推進
していきます。

学校教育課
46,172,591円

P220

中学生キャリア教
育推進事業

A

・ふれあい講演会の実施により生徒や保護
者が自己の将来や子育てについて考える良
い機会となりました。
・社会体験チャレンジ事業では、多くの
人々とのふれあいを通じて、社会性や自立
心を養うことができました。その成果とし
て、その後の教育活動において相乗的な効
果が認められました。

・多くの保護者に講演会へ参加してもら
えるような方策を検討します。
・年間の授業時数確保に配慮しながら、
慎重に事業の推進をはかり、更に内容を
充実させる必要があります。

学校教育課
79,757円
P233

中学校教職員用指
導書整備事業

A

・学習指導要領に沿った内容の教師用指導
書や指導用教材を購入し活用することで、
指導内容や指導方法などの工夫・改善がな
され、学習の充実を図ることができまし
た。

・教科書は４年ごとに改訂されるため、
定期的に教師用の教科書や指導書を整備
する必要があります。

学校教育課
18,183,814円

P232

中学校学校教材整
備事業

A

・生徒が確かな学力を身に付けることがで
きるよう、学習指導要領等の教育内容に即
した学校図書、教科用品等の消耗品や副読
本、教材備品等を購入し、教育環境の充実
を図ることができました。

・社会の変化に応じた教育環境を整備す
ることは効率的な学校運営を図るうえで
必要不可欠です。学習指導要領に基づい
た教育活動を実践するためには、学校図
書、教科用品等の消耗品や副読本、教材
備品等の整備を継続していく必要があり
ます。

学校教育課
7,337,255円
P232
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施策８-（２）豊かな心の育成と健康・体力の増進【学校教育課】
（施策の展開）

就学時健康診断事
業

A

・就学時健康診断を市内６小学校で実施
し、就学予定者が円滑に健康診断を受診す
ることができました。
・心身の発達状況を把握することができま
した。

・この事業は、学校保健安全法に基づく事
業であり、就学予定者が円滑に健康診断を
受診することができるよう、引き続き事業
を実施する必要があります。
・診療科目によっては開業医が少なく医師
不足となることから、学校医の安定した確
保が必要です。

学校教育課
1,468,217円
P222

就学支援事業

A

・就学幼児、児童生徒に係る就学相談を計
画的かつ適切に行うことができました。
・望ましい就学先について審議及び助言を
行うことができました。
・特別支援学級設置に関わる見通し及び手
続きを行うことができました。

・相談件数の増加に伴い、観察相談員の確
保や日程の調整が課題です。
・臨床心理士から、専門的に検査結果を保
護者へ説明し、就学予定者及び在籍児童生
徒の就学について、より充実した話し合い
をもつように努めます。

学校教育課
401,946円
P222

教育相談事業

A

・教育相談員の的確な対応により、不登校
や学校を欠席しがちな児童生徒を出席に導
く事例が見られました。
・相談員の研修会を７回行い、情報を共有
したり、よい方向に導くことができたりと
いう事例から、教育相談の手法を学ぶこと
ができました。
・学校適応指導教室と連携しながら、通級
生の面接相談等を行うことができました。

・臨床心理士を交えた教育相談を充実さ
せ、児童生徒が抱える悩みに寄り添いなが
ら解決できるように努めます。
・電話相談で継続的な支援が必要と思われ
るケースについては、面接相談につなげて
いく必要があると考えます。

学校教育課
13,052,007円

P221

学校適応指導教室
事業

A

・教育指導員の支援により、学校への復帰
に向けて歩みだす児童生徒がさらに増えま
した。
・保護者や学校、保健センター等と密に連
絡を取り、協議することで、通級している
子どもたちの実態に合わせた体験活動を企
画・実行することができました。
・午前中は自主学習と軽運動、午後は創作
活動や特別活動といった、ユリイカでの一
日の過ごし方が定着してきました。

・物事の受け止め方や相手への伝え方な
ど、対人関係についてのスキルを身に付け
させるために、面談や日常の活動での計画
的な働きかけを継続していく必要がありま
す。
・学校復帰につなげていくために、担任や
ふれあい相談員との連携をさらに強め、具
体的な支援のあり方を引き続き考えます。
・外部講師の活用等、より多様なコミュニ
ケーションがとれる場を設定できるよう配
慮します。

学校教育課
3,376,900円
P221

引き続き、児童・生徒に寄り添う指導を通し、学校との連絡・報告・相談等を行い、学校復帰につなげ
ていきます。

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
復帰率が80％と高い値となっており、学校適応指導教室の生活が学校復帰につながっています。

〔平成29年度目標に向けての取組〕（Action）

70.0 70.0 70.0 70.0
成果値 67 66.7 80.0

学校適応指導教室在籍児童
生徒の学校復帰率

目標値 ― ― 70.0

　豊かな心を育むため、体験活動を充実させるとともに、道徳教育や人権教育を推進します。
　いじめや不登校を防止するため、教育相談員やふれあい相談員を配置し、教育上の諸問題についての相
談体制の強化、問題解決に取り組むとともに、学校適応指導教室（ユリイカ）における学校復帰への指導
や支援を推進します。
　健やかな体を育成するため、健康の保持、増進や体力の向上を図ります。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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中学校健康保健管
理事業

A

・豊かな心の育成と健康・体力の向上を目
指し質の高い学校教育を推進するにあた
り、その礎となる生徒及び教職員の健康に
ついて保持増進を図ることができました。

・学校保健安全法に基づき実施されている
事務であり、引き続き生徒及び教職員の健
康の保持増進を図り学校教育の充実につな
げていく必要があります。
・診療科目によっては開業医が少なく医師
不足となることから、学校医の安定した確
保が必要です。

学校教育課
7,890,885円
P231

小学校健康保健管
理事業

A

・豊かな心の育成と健康・体力の向上を目
指し質の高い学校教育を推進するにあた
り、その礎となる児童及び教職員の健康に
ついて保持増進を図ることができました。

・学校保健安全法に基づき実施されている
事務であり、引き続き児童及び教職員の健
康の保持増進を図り学校教育の充実につな
げていく必要があります。
・診療科目によっては開業医が少なく医師
不足となることから、学校医の安定した確
保が必要です。

学校教育課
10,528,700円

P227
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施策８-（３）質の高い学校教育の推進【学校教育課】
（施策の展開）

教育センター事務

A

・教育センターの事務を適切に実施するこ
とができました。

・全て経常的な経費ですが、更なる経費
の削減が可能か検討していきます。

学校教育課
6,020,933円
P225

教育研究会支援事
業

A

・教育研究会には27の事業部が置かれてお
り、各部が市補助金を有効に活用し、研修
会、講習会、発表会といった数多くの事業
を行ったことで、教育の振興発展に寄与し
ました。
・教育研究会では他校の教職員と協力して
事業を実施するため、教職員同士の情報共
有や職能の更なる向上といった機会とな
り、学校教育における効果的な指導力の養
成を図ることができました。

・これまでも創意工夫した事業を実施し
ていますが、今後も、社会情勢等によっ
て変化が求められる学校教育現場におい
て真に必要とされる教育事業を吟味し、
実施していきます。

学校教育課
939,205円
P224

学校支援事業

A

・学習支援員を配置することにより、児童
生徒に対して、個に応じたきめ細かな指導
が可能となりました。
・小学校の理科の授業で観察、実験の充実
を図ることができました。

・学校からの要望に応じ、人員配置につ
いて適切に行っていく必要があります。

学校教育課
46,369,314円

P224

学校サポート事業

A

・地域住民からの意見を学校運営に生かし
ました。
・日高塾の開催により、学習の習慣付けと
学ぶことの楽しさを伝えることができまし
た。
・部活動において教職員以外の外部指導者
から専門的な技術指導を受けることができ
ました。

・学校評議員、学校関係者評価委員及び
部活動外部指導者の人材を確保すること
が年々困難となっています。
・日高塾を、市内全小学校６校区で開催
するにあたっては、講師の安定した人員
確保とコーディネーターが必要となりま
す。

学校教育課
869,647円
P223

学校運営事務

A

・学校用務員を市職員から事業者委託へ移
行することにより経費の削減を図ることが
できました。

・全て経常的な経費ですが、更なる経費
の削減が可能かどうか検討していきま
す。

学校教育課
38,689,517円

P223

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
初任者研修、10年次研修等でソーシャルスキル研修を受けたり、市の研修も行っている結果、参加経
験率が増加しました。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

56.0 57.0 58.0 60.0
成果値 30.5 47.1 54.9

ソーシャルスキルトレーニング
研修会への参加経験率（%）

目標値 ― ― 55.0

市内で、ソーシャルスキル研修を受けていない教員を募り、初級ソーシャルスキル研修を行います。

　地域に開かれた学校づくりを行うため、学校応援団などの活動の充実により、学校、家庭や地域が一
体となった教育を推進します。
　教職員の資質向上を図るため、専門性の高い講師の招へいを行うなど教職員研修を充実します。
　児童、生徒の安心安全の確保を図るとともに、学校、家庭や地域が連携した防犯体制の強化を図りま
す。
　学習環境の整備と充実を図るため、計画的に学校教材、学校図書やＩＣＴ環境の整備を行います。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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中学校生徒就学援
助費及び奨励費補
助事業

A

・経済的理由によって就学困難な生徒に対
し、学用品費等を援助することによって義
務教育の円滑な実施に努めました。
・特別支援学級へ就学する生徒の保護者の
経済的負担を軽減することができました。

・就学援助の対象生徒が増加しており、
今後も事務量の増加が見込まれ、対応が
必要です。

学校教育課
21,724,582円

P234

中学校教職員研究
発表事業

A

・発表校は、研究領域に基づく研究を深め
ることができ、更に発表を実践すること
で、指導方法の工夫や改善が図れました。
・発表に参加した教職員については、指導
方法を改善するための研修になりました。
・適切な指導方法が確立され、教育効果の
向上を図っています。

・学校教育の質的な充実を図るために
は、常に指導方法の工夫と改善が必要と
なっています。

学校教育課
204,861円
P230

中学校ＩＣＴ環境
整備事業

A

・平成26年度に導入したＩＴ機器の利用率
を高めるため前年度から引き続き取組を継
続して行いました。また教師の研修を重
ね、生徒の関心・意欲を高めたり主体的な
学習活動へと結びつけることができまし
た。

・導入したＩＣＴ機器の利用頻度をさら
に高める工夫を行っていきます。

学校教育課
24,049,008円

P223

小学校児童就学援
助費及び奨励費補
助事業

A

・経済的理由によって就学困難な児童に対
し、学用品費等を援助することによって義
務教育の円滑な実施に努めました。
・特別支援学級へ就学する児童の保護者の
経済的負担を軽減することができました。

・就学奨励費の対象児童が増加している
ものの、国庫補助金の補助割合が減額傾
向にあるため財源の確保が課題となって
います。

学校教育課
19,247,852円

P230

小学校教職員研究
発表事業

A

・発表校は、研究領域に基づく研究を深め
ることができ、更に発表を実践すること
で、指導方法の工夫や改善が図れました。
・発表に参加した教職員については、指導
方法を改善するための研修になりました。
・適切な指導方法が確立され、教育効果の
向上を図っています。

・学校教育の質的な充実を図るために
は、常に指導方法の工夫と改善が必要と
なっています。

学校教育課
99,280円
P230

小学校ＩＣＴ環境
整備事業

A

・電子黒板などの活用が広く浸透し、授業
の充実化へとつなげることができました。

・更に有効な利用の仕方や利用効率を高
める工夫を行っていきます。

学校教育課
12,397,099円

P229

中学生海外派遣事
業

A

・派遣された生徒が、オーストラリア（外
国）での授業参加、ホームステイの経験を
通して、英語及び異文化について多くのこ
とを学ぶことができました。
・派遣された生徒からの報告を聞くこと等
により、多くの中学生がオーストラリア
（外国）を身近に感じることができまし
た。この経験により、生徒たちが今後の生
き方の選択の幅を広げることに寄与しまし
た。

・過去に派遣された生徒のその後の成長
や、派遣事業で得た経験が本人の人生に
与えた影響の検証などで、事業の成果を
長期的に捉える必要があります。
・派遣人員については、時事に合わせて
検証を進めます。

学校教育課
3,222,000円
P226

教職員指導力向上
事業

A

・平成28年度は日高市単独開催の教育講演
会となりましたが、準備計画に配慮し、職
員ニーズを捉えた効果的な講演、研修を行
うことができました。
・異業種の方の体験や経験を聴くことは、
教員にとって有意義な機会となりました。

・講師の選定には今後も配慮を必要とし
ます。
・教育講演会は、平成29年度も日高市単
独開催となります。引き続き準備や計画
等には配慮が必要となります。学校教育課

457,688円
P225
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郊外活動生徒派遣
費補助事業

A

・遠方で開催された大会への交通費等の費
用を補助することにより、参加者の負担軽
減を図ることができました。

・大会への出場決定後、予算調整等の事
務処理を迅速に行う必要があります。

学校教育課
58,660円
P235

入学準備金融資事
務

A

・利用者は０件ですが、制度についての問
い合わせが多数あります。
・現制度での運用は問題なく、適正に事業
を行うことができました。

・この制度とともに、他の貸付等と合わ
せた情報提供に努めます。

教育総務課
523,009円
P211
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施策８-（４）小中学校の施設環境の維持向上【教育総務課】
（施策の展開）

中学校維持管理事
業

A

・限られた予算を有効に活用することがで
きました。

・施設の老朽化が進んでいるため、計画
的な修繕を行う必要があります。

教育総務課
255,719,181円

P214

小学校維持管理事
業

A

・限られた予算を有効に活用することがで
きました。

・施設の老朽化が進んでいるため、計画
的な修繕を行う必要があります。

教育総務課
84,760,174円

P213

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
危険が予測される箇所について、早急な修繕対応により、維持管理に努めた結果、目標値を達成する
ことが出来ました。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

0 0 0 0
成果値 0 0 0

負傷事故発生件数（件）
目標値 ― ― 0

引き続き、目標達成に向け、危険が予測される箇所について、適正な維持管理に努めます。

　安全で快適な学習環境の整備を図るため、既存施設の老朽化対策などを推進します。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策８-（５）学校給食の充実【教育総務課】
（施策の展開）

学校給食センター
整備計画事業

A

・ＰＦＩ等導入可能性調査業務委託を実施
し、整備計画案の作成、事業手法について
概算事業費を算出して比較検討し、総合評
価を行いました。
・日高市学校給食センター整備計画策定委
員会において、調査報告書に基づき、課題
の整理、検討を行い、整備計画の素案を作
成しています。

・現敷地または新敷地のどちらで整備す
べきかの用地選定は早急に、かつ慎重に
判断する必要があります。
・日高市学校給食センター整備計画の策
定にあたり、公募の市民を含む検討委員
会での検討や市民コメント等により市民
の意見を反映させながら進めていきま
す。

教育総務課
6,431,400円
P218

学校給食事業

A

・児童生徒の心身の健全な発達に資するた
め、栄養のバランスに配慮した献立内容で
調理し、185回の給食を実施しました。
・学校食育主任会議を３回開催し、教職
員、児童生徒の給食に関する意見、要望の
把握に努め、献立作成に生かしました。
・安全衛生の徹底を図るために、設備、調
理機器の定期点検を行い、経年劣化した調
理機器を更新するなど早急な対応ができま
した。

・学校給食センター施設、設備の老朽化
が進んでいるため、計画的に改修を行う
必要があります。
・配食時において、個数チェック体制を
強化していきます。
・異物混入防止対策を強化していきま
す。
・調理作業員の健康管理チェックを強化
します。特に熱中症の予防対策に努めま
す。教育総務課

91,114,766円
P218

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
地場産の食材については、一部の野菜が市外産より高い物がありましたが、比較的安定して使用する
ことができました。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

55.0 55.0 55.0 55.0
成果値 18.9 52.9 55.7

学校給食に地場産の食材を使
用した日の割合（%）

目標値 ― ― 55.0

地場産食材の使用とともに、児童生徒に地場産食材の良い点や給食でどんな地場産物を使用している
のか等を周知していきます。

　学校給食の衛生管理を徹底するとともに、児童生徒が望ましい食習慣を身に付け、生涯にわたる健康
づくりの基礎を培うため、食育を推進します。また、地場産野菜を取り入れた給食を提供するととも
に、安心で安全な学校給食の充実に努めます。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策９-（１）郷土愛の醸成【生涯学習課】
（施策の展開）

ひ・まわり探検隊
事業

A

・指導者に対する説明会を実施し、指導者
と共通認識のもと、教室内容を精査しまし
た。これにより、より事業目的に合った教
室の開催と、教室全体数も現状のスタッフ
で対応可能となる適正な数に収めることが
できました。
・学校や家庭ではできないことを体験し、
発達過程にある子どもの探究心の育成と、
郷土愛の醸成に寄与しました。
・夏季の節電対策として、午後のピーク時
を避け午前中を中心に体験教室を実施しま
した。

・ボランティアスタッフの継続的な確保
が課題となっていますが、子供が参加す
る教室の保護者や地域協力者を募って対
応しています。

生涯学習課
500,000円
P238

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
市の歴史や文化を学ぶクイズラリーと公民館サークルや市内企業が講師となる体験教室を開催しまし
た。市民の協力により、夏休み期間中の思い出づくりや、子どもたちの健全育成に寄与しました。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

20.0 20.0 20.0 20.0
成果値 19.5 19.9 20.7

ひ・まわり探検隊の参加率
（%）

目標値 ― ― 20.0

実行委員会と協力しながら、引き続き企画・運営を行い、子どもたちの郷土愛の醸成に努めます。

　公民館事業や「ひ・まわり探検隊」などで市の歴史、文化などを知る講座を実施し、郷土愛の醸成を
図ります。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策９-（２）青少年の健全育成【生涯学習課】
（施策の展開）

青少年育成事業

A

・各地区青少年健全育成の会等による地域
パトロールを実施し、青少年の非行行為を
未然に防止できました。
・各団体が連携して行う啓発事業を通し
て、青少年を地域で育てるという意識の醸
成が図れました。

・把握している中では、ジュニアリーダー
が力を発揮できる機会はわずかしかありま
せん。
・組織を活性化させるうえでも、今後は子
ども会等とも連携し、活動の場の確保に努
めていきます。

生涯学習課
1,218,598円
P239

青少年関連団体と連携を図りながら、地域ぐるみで引き続きパトロール等を実施し、非行防止の啓発に
努めます。

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
青少年関連団体と連携を図り、地域ぐるみでパトロール等の非行防止活動を行いました。毎年の刑法犯
少年の人口比に変動がありますが、不良行為少年の数は減少しています。

〔平成29年度目標に向けての取組〕（Action）

6.0 6.0 6.0 6.0
成果値 10.6 5.8 3.6

刑法犯少年の人口比（人）
目標値 ― ― 6.0

　学校、地域、家庭などが連携した青少年育成のための活動を推進します。
　青少年の非行や犯罪を未然に防止するため、地域パトロールや啓発活動を推進します。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策９-（３）地域の大人と子どもたちの交流の場づくり【生涯学習課】
（施策の展開）

放課後子ども教室
推進事業

A

・地域の人材を指導者として「子どもたち
を地域で育てる」という機運の醸成が図れ
ました。
・子どもたちの安心安全な遊び場とし、異
学年や地域の大人たちとの交流ができまし
た。
・学校や家庭では体験できない多彩な内容
の取組ができました。

・地域指導者の継続的な確保が課題と
なっています。
・地域の皆さんによって支えられている
この事業を継続して行うには、指導者の
過度の負担とならないような運営方法や
事業展開に配慮する必要があります。

生涯学習課
2,510,952円
P239

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
放課後の小学校を安全・安心な子どもの活動拠点とし、地域の人材を指導者として、スポーツ、文化
活動、異学年交流等の取り組みを推進することにより、子どもたちの心身の健全育成に寄与していま
す。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

6 6 6 6
成果値 5 6 6

放課後子ども教室開設校数
（か所）

目標値 ― ― 6

学校・地域・家庭が連携を図りながら、実行委員会とともに子どもたちの心身の健全育成に努めま
す。

　「放課後子ども教室」など、地域の大人と子どもたちが交流できる場を提供し、地域でのコミュニ
ケーションを支援します。
　公民館事業や「ひ・まわり探検隊」などで、市民指導者やボランティアスタッフとともに、地域で子
どもを育てる環境の整備を図ります。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策１０-（１）生涯学習の推進【生涯学習課】
（施策の展開）

日高ライブリーカ
レッジ開催事業

A

・市民の企画運営委員を中心に、講座の企
画、運営が実施されました。
・受講者の推移からも講座の定着が認めら
れます。
・講座実施にあたっては、大学の無料講師
派遣制度等を活用し、講座内容を維持しな
がら支出を抑制できました。

・参加者の年齢層は、60代が中心であり
年齢層に偏りがあります。幅広い年齢層
に参加していただけるよう、講座内容を
充実させていきます。

生涯学習課
314,200円
P242

家庭教育推進事業

A

・小中学校への入学を迎える節目の時期
に、保護者の抱える課題に対応した講座を
実施することにより、子育てに対する不安
や疑問の解消に役立つことができました。

・新入学を控え、保護者の集まる機会を
とらえて、効果的に実施しています。

生涯学習課
220,000円
P242

社会教育団体支援
事業

A

・財政的な支援を行うことにより、各団体
の事業が円滑に行われました。

・補助金交付団体の少子化、高齢化が進
み、活動内容の見直しが必要な団体があ
ります。

生涯学習課
1,490,000円
P241

社会教育指導員事
業

A

・社会教育における各種事業について、事
業の円滑な実施に寄与しました。
・市内の社会教育団体の運営方法・課題等
に指導・助言を行いました。

・社会教育指導員のより一層の活用を図
ります。

生涯学習課
1,564,408円
P241

社会教育委員事業

A

・自主研修会等を通じて、社会教育団体の
現状と課題の把握に努めました。

・委員の意見を、今後も社会教育行政へ
適切に反映していけるよう努めます。

生涯学習課
987,490円
P240

生涯学習推進事務

B

・臨時職員を採用し、正職員の事務の軽減
が図れました。

・専門研修への派遣については、人事異
動等により研修の対象者がいなくなる場
合も出てくるため、幅広い人材育成が必
要となります。

生涯学習課
964,981円
P240

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

成果値
―

目標値

　市民のニーズ、時代のニーズに応じた新しい事業を企画するとともに、各種講座、講演会やイベント
事業を通じて、市民の生涯学習活動を支援します。
　「日高ライブリーカレッジ」などで、現代的課題に対応したテーマを取り上げ、学ぶ機会を提供しま
す。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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高麗川公民館高齢
者教育推進事業

A

・市民ニーズに応じた内容のほか、現代的
な必要課題をカリキュラムに取り入れるこ
とができました。
・地元老人クラブに事業当日の受付事務を
してもらうなど、事業運営にも携わってい
ただきました。

・参加者が高齢であるため、夏場の暑い
時期の実施を避けるなどの配慮が必要で
す。
・老人クラブ会員だけでなく、会員以外
の参加者を増やす方策が必要です。

生涯学習課
24,800円
P247

高麗川公民館成人
教育推進事業

A

・市民ニーズに即したテーマの講座を実施
したことにより、多くの方に参加してもら
うことができました。
・手作りウインナー教室は、株式会社埼玉
種畜牧場・サイボクハムと連携した事業で
したが、普段の家庭では体験できない内容
でしたので、参加者から好評を得ることが
できました。

・参加者の年齢層が偏ってしまうため、
講座のテーマや講座の開催日等を検討
し、就労世代の参加を促していく必要が
あります。
・サークルが減少しているため、サーク
ルの結成につながるような講座を更に検
討します。

生涯学習課
35,100円
P246

高麗川公民館青少
年教育推進事業

A

・大学と連携し、事業を実施することがで
きました。
　また、老人会や食生活改善クラブ、更生
保護女性会など多くの団体に協力いただく
ことによって、事業の幅を広げることがで
きました。

・中学生から大学生までの参加者が少な
いため、魅力のある事業を企画し、展開
していく必要があります。

生涯学習課
157,514円
P246

高麗川公民館維持
管理事業

A

・敷地の除草や館内の清掃については、利
用しているサークル等に協力をいただき、
利用しやすい公民館となるよう維持管理を
行いました。
・地域の中学生ボランティアにより、公民
館の花壇へ花植えをしてもらいました。地
域社会への貢献・奉仕の心を持って従事し
てもらうことが出来ました。
・企画運営委員は定期的に公民館事業の企
画への参画や事業運営への提案をしてもら
うとともに、文化祭や体育祭などの事業に
も協力していただきました。

・備品の破損、劣化が進んでおり、安
心・安全を優先に、計画的な修繕や交換
を行っていきます。

生涯学習課
600,914円
P245

公民館維持管理事
業（生涯学習課）

A

・経常的な経費の節減に努めました。特に
夏季の電力使用については、グリーンカー
テンや早朝の窓開け、施設利用者に節電を
啓発し、協力してもらうなど適正な空調管
理等を実施しました。

・各公民館とも老朽化が進んでおり、小
規模なものから相当な経費を要するもの
まで、修繕が必要な箇所が増えていま
す。
・既存サークルの構成員の高齢化によ
り、サークルが減少し始めました。ま
た、講座への参加者も高齢化が進んでお
り、幅広い世代に公民館へ足を運んでも
らえるような工夫をしていきます。

生涯学習課
35,387,581円

P245

公民館維持管理事
業(教育総務課）

A

・高麗川南公民館の外壁等を改修、整備す
ることができました。

・施設の老朽化に伴う改修について、計
画的に行っていく必要があります。

教育総務課
67,667,422円

P215

成人式開催事業

A

・成人式実行スタッフによる企画・運営に
より、他の出席者の共感を得て、厳粛な中
にも和やかな雰囲気で式の進行が図れまし
た。
・ビデオメッセージでは懐かしい恩師の顔
ぶれに歓声や拍手が上がっていました。

・今後、少子化が更に進行した場合、式
のあり方、運営方法等の再検討が必要で
す。

生涯学習課
226,978円
P243
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高麗公民館維持管
理事業

A

・館内清掃やテニスコート敷地の除草につ
いては、利用しているサークル等にも協力
をいただき、適切な維持管理に努めまし
た。
・今年度から企画運営委員や高麗地区青少
年健全育成の会、地域の多くの方との協働
による公民館花壇・プランターの花植えを
行い、観光客や利用者等に、さまざまな色
彩を楽しんでいただくことができました。
・公民館駐車場の白線及びロープ（間仕切
り）の利用について、不便だったため、改
善しました。

・各部屋の冷暖房の設定温度について
は、今後も利用者に理解をいただきなが
ら、丁寧な対応をしていきます。
・施設の老朽化が進行していますが、危
険を未然に防止するためにも施設の安全
確認に努めます。また、危険個所はス
ピード感をもって調整対応します。

生涯学習課
740,422円
P249

高麗川公民館健康
維持促進事業

A

・定例健康ウォーキングの実施について
は、参加者が定着し、毎回30人程度の参加
を得ています。また、高麗川南公民館と合
同で実施することにより、職員の負担が軽
減されるだけでなく、参加者の交流の幅を
広げることができました。
・保育付きの講座を増やしたことにより、
参加者が安心して参加できる環境を整えま
した。

ウォーキング以外の事業については、ほ
とんどが女性のみの参加になっていま
す。また、参加者が高齢化しています。
そのため、男性が参加しやすく、中学生
から20歳代の若い世代にとって魅力のあ
るテーマの講座を検討していく必要があ
ります。

生涯学習課
167,943円
P249

高麗川公民館文化
祭開催事業

A

・サークル発表会では、各サークルの日頃
の活動の成果を発表する場を提供すること
ができました。また、会場が満席になるほ
どになり、活動内容を十分にＰＲすること
ができました。
・模擬店では、衛生面に十分配慮して安全
に実施することができました。また、売り
上げの一部を社会福祉協議会へ寄付しまし
た。
・埼玉女子短期大学生によるダンスや富士
見台幼稚園児によるお遊戯、高麗川駅コー
ナーの模型展示、鍼体験コーナーなどの催
しにより、例年以上の盛り上がりになりま
した。
・高麗川保育所児童の絵画の展示をしたと
ころ、とても好評でした。
・今年度から実行委員会による反省会を行
い、次回の文化祭に活かせるよう改善点を
検討しました。

・準備や片付けについては、備品の必要
数のチェックを含め、的確な指示のもと
でスムーズに行えるように、段取りのマ
ニュアルなどの作成が必要です。
・今年度から行うことにした反省会につ
いては、以後毎年行い、よりよい文化祭
運営に繋げるようにしていきます。

生涯学習課
27,550円
P248

高麗川公民館体育
祭開催事業

A

・天候に恵まれ、多くの地域住民の参加の
もと、事故も無く盛大に実施することがで
きました。
・大会期間中、本部および各分館のテント
の設営においては、固定杭を必ず設置する
ようにしてもらうなど、安全面に十分配慮
しました。
・大会は地区体育協会の主導により、滞り
なく実施することができました。また、多
くの関係団体の協力により実施できたこと
で、地域コミュニティの醸成が図れまし
た。

・高麗川地区は分館数も多く、参加者が
多く集まる事業であるため、来場者の駐
車場や駐輪場の確保など、会場周辺の警
備に十分注意する必要があります。
・全体的に少子高齢化が進み、分館に
よっては、各世代の交流を図るための種
目への参加が危ぶまれているため、競技
規則や競技内容の検討が必要です。

生涯学習課
168,124円
P248

高麗川公民館家庭
教育推進事業

A

・子育て応援隊「ポカポカ広場」の実施に
ついては、子育て世代の親の出会いの場と
して定着しています。また、ボランティア
スタッフ同士の結束も高まっており、自主
的に催しを開催するまでに至っています。

・保育付事業への要望や関心が高まる一
方、ボランティアスタッフや保育協力員
の確保が年々難しい状況となっていま
す。
・今後は、幼児家庭教育だけでなく、子
ども会やＰＴＡと共催し、家庭教育に関
する講演会の実施等、小中学生の保護者
を対象にした学習機会の充実にも努めて
いきます。
・子育て応援担当の部署と連携し、地域
における子育て家庭を支援する仕組みを
作る必要があります。

生涯学習課
53,600円
P247
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高麗公民館健康維
持促進事業

A

・「定例健康ウォーキング」は、武蔵台公
民館と共催で実施しました。参加者同士誘
い合って参加される方が多く、事業として
定着してきました。
・ハッピーニューイヤーコンサートでは、
「オペラ」をテーマにプロを招いて鑑賞会
を行いました。
・生活習慣病予備軍撃退講座（後期編）
は、継続事業として毎年内容をステップ
アップして取り組んでいます。「血管障
害」をテーマに、家庭でもできる内容であ
ることから、健康増進に関する意識を広げ
ることができました。

・参加者は心身の健康に対する意識や関
心が高いことから、身近にできる実践型
の講座を企画をしていきます。

生涯学習課
131,405円
P253

高麗公民館文化祭
開催事業

A

・子ども会や一般作品の展示が多く、多く
の来場者がありました。
・屋外での模擬店は、衛生面等にも十分配
慮し安全に実施することができました。

・文化祭やサークル活動の活性化を図る
ためにも、地域の指導者の発掘に努め、
新規サークルの立ち上げを視野に入れ、
公民館事業を展開していきます。

生涯学習課
67,895円
P252

高麗公民館体育祭
開催事業

A

・昨年度は雨天のため中止となりました
が、毎年役員等を対象に行っている改善ア
ンケートを踏まえ、前日準備及び当日は、
迅速正確に行われました。

・今後も改善アンケートを精査し、貴重
な意見を実行委員会において協議検討す
るとともに、迅速な運営と地域の多くの
方が参加したいと思える事業内容に改善
していきます。生涯学習課

169,698円
P252

高麗公民館家庭教
育推進事業

A

・各事業とも親子で楽しめる内容で、気軽
に参加できる点が受け入れられました。
・「初夏・秋の大収穫祭」では、減農薬野
菜の収穫体験を通じ、地産地消についても
学習し、親子の絆も再確認できました。
・幼児の救急予防学を学習することができ
ました。

・子育て講座は親の口コミ等で広がるこ
とが多いことから、幼稚園の親同士のつ
ながりや、子育てサークルなどのネット
ワークを活用して参加者の増加に努めま
す。生涯学習課

33,473円
P251

高麗公民館高齢者
教育推進事業

A

・地区学習会として地域の公会堂に出向き
事業を実施することができ、多くの方々に
喜んで参加いただくことができました。
・地元老人会に運営にも協力いただき、楽
しくスムーズな連携事業ができました。

・老人会のない地域の参加者が少ないこ
とから、区長や分館長、民生委員等と連
携し、60歳以上の新規対象者も含めた呼
びかけやＰＲを行っていきます。

生涯学習課
23,680円
P251

高麗公民館成人教
育推進事業

A

・救急法救急員養成講座は、資格取得講座
として位置づけ、人命救助のきっかけとし
て開催しました。有資格者には、災害時に
おいて大いなる活躍が期待できます。
・ペーパーステンドグラス教室、フラワー
アレンジメント教室等を開催し、サークル
化への一助になるよう取り組みました。
・地域の特性である「高麗」を題材に、韓
国語講座、韓国料理、高麗郷の魅力等の事
業を行いました。

・引き続き講座がマンネリ化しないよ
う、また、ふるさとづくりに貢献できる
よう地域のニーズに対応できるアンテナ
を持ち、適時適切な講座を計画していき
ます。

生涯学習課
106,712円
P250

高麗公民館青少年
教育推進事業

A

・児童が様々な体験をすることにより、自
らの創造力や行動力を養うことができまし
た。また、物事に対して積極的に行動でき
るようになりました。

・児童の動向、ニーズを学校や学童保
育、スポーツ少年団などと情報共有し、
適切な時期により多くの体験型学習の機
会を増やします。

生涯学習課
33,055円
P250
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高麗川南公民館維
持管理事業

A

・施設管理について、機器や備品類の不具
合が生じてから対処するのではなく、日頃
より予防点検に努め、職員ができることは
できるだけ対処しました。
・職員が気が付きにくい経年劣化箇所等を
早めに把握できるよう、日頃から施設利用
者との良好なコミュニケーションを図りま
した。

・施設が老朽化しているため、計画的に
修繕を行うとともに経年劣化箇所等の予
防点検を行い、地域住民が安心して利用
できるようにします。

生涯学習課
669,426円
P257

高萩公民館健康維
持促進事業

A

・定例健康ウォーキングについては、特色
あるテーマを設定し、参加者の年齢層を広
げることができました。

･多くの人が健康に対する関心が高いこと
から、今後も広い視野で事業を企画・検
討し、ニーズに即したものを実施してい
きます。

生涯学習課
236,207円
P257

高萩公民館文化祭
開催事業

A

・子どもから高齢の方まで楽しめるような
内容を検討して開催しました。
・準備を公民館と登録サークル等で協力し
て行ったため、相互の理解・信頼がより醸
成されました。

・アトラクションや模擬店などの配置、
及びサークル活動の発表方法などについ
て引き続き検討する必要があります。

生涯学習課
45,200円
P256

高萩公民館体育祭
開催事業

A

・年に１回のイベントとして定着してお
り、準備活動を通じて、住民相互の有意義
な交流の場となりました。(当日は開会式
開催中に降雨が激しくなったため中止)

・少子高齢化などの要因により、実施種
目の検討が必要と考えられます。

生涯学習課
145,363円
P256

高萩公民館家庭教
育推進事業

A

・親子ふれあい広場では、昔ながらの遊び
等を体験し、親子のふれあいを深めること
できました。

・楽しみながら育児ができるよう親同士
の交流も図りながら事業の継続方法の工
夫に努めます。

生涯学習課
94,980円
P255

高萩公民館高齢者
教育推進事業

A

・演芸鑑賞（高萩寄席「落語」）について
は、大きな笑いが起きる楽しい事業であ
り、楽しみにされている方も多く、笑うこ
とは健康につながることから、今後も継続
していきます。

・事業自体は非常に評判が良いものです
が、新しい事業の実施についても研究・
検討していきます。

生涯学習課
26,520円
P255

高萩公民館成人教
育推進事業

A

・地域課題に即した事業を実施することが
できました。
・クリスマスコンサートは、地域の方々に
親しまれ、会場が満員となりました。

・引き続き、地域課題に即した事業を取
り入れるため、その内容等について十分
に研究・検討する必要があります。

生涯学習課
77,310円
P254

高萩公民館青少年
教育推進事業

A

・ほとんどの事業で予定人数を上回る子ど
もたちの参加があり、盛況でした。
・年齢の違う子どもたちが一緒に行動する
ことにより、自立・自覚が生まれ成長が見
受けられました。

・これまで大きな事故はありませんでし
たが、子どもたちにけがなどが無いよう
に、また人員など十分な体制で事業が実
施できるように、これまで以上に慎重に
準備する必要があります。生涯学習課

159,715円
P254

高萩公民館維持管
理事業

A

・企画運営委員会議では活発な意見交換が
なされ、充実したものとなりました。

・施設の老朽化に伴う修繕を、今後計画
的に実施していく必要があります。

生涯学習課
482,742円
P253
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高萩北公民館維持
管理事業

A

・施設の老朽化が進む中、適切な管理運営
を行いました。特に冷暖房の稼働について
は、適切な温度管理を行うなど経費削減・
省エネに努めました。

・施設の老朽化、利用者の高齢化が長期
的な課題となっています。

生涯学習課
600,937円
P261

高麗川南公民館健
康維持促進事業

A

・健康ウォーキングの参加者を見ると、日
頃から健康増進、健康維持に関心の高い方
が増えてきています。また、健康面以外に
もウォーキングコースを工夫したことによ
り身近な地域について、より知ることがで
きました。

・参加者の多くが女性であり、男性の参
加者を増やす工夫が必要です。他公民館
での実施内容や参加状況を参考にしなが
ら、男性が参加しやすいテーマの講座に
ついて検討していきます。生涯学習課

39,978円
P260

高麗川南公民館文
化祭開催事業

A

・日頃の公民館活動の成果を発表する場で
あり、各サークルの方々が主体となって文
化祭を盛り上げてくれました。
・文化祭を開催することにより、公民館で
のサークル活動における目標ができ、日々
の創作活動等の活性化に繋がりました。

・地域住民の高齢化により、文化祭で使
用するパネルやテントの設営が負担と
なってきています。今後は安全面を考慮
し、効率的な運営を図るとともに、古い
備品等については、その更新を図る必要
があると考えます。

生涯学習課
16,100円
P260

高麗川南公民館体
育祭開催事業

A

・雨天で体育館での開催となりましたが、
大会運営は地区体育協会が中心となり、滞
りなく実施することができました。また、
多くの関係団体の協力により実施できたこ
とで、地域コミュニケーションの醸成が図
れました。
・特に自治会役員が参加への声掛けを丁寧
に行った結果、雨天であったにも関わら
ず、大勢の参加がありました。

・役員の高齢化が進む中、会場の設営が
大きな負担となることから競技種目等を
十分に精査し、コンパクトかつ内容の充
実した体育祭の運営を検討する必要があ
ります。

生涯学習課
156,721円
P259

高麗川南公民館家
庭教育推進事業

A

・核家族化が進み、身近に子育てについて
相談できる相手が少なくなっている中、子
育て中の親が家庭教育を学習することによ
り、豊かな家庭生活の実現に繋がりまし
た。

・教室の開催には保育協力員が不可欠で
あることや、会場のスペースの制約もあ
ります。
・教室では乳幼児を持つ親同士が交流で
きましたが、教室終了後も継続して交流
が続けられるような環境づくりの必要が
あります。

生涯学習課
28,902円
P259

高麗川南公民館高
齢者教育推進事業

A

・現代的課題の中でも、市民ニーズに応じ
た内容だけでなく、人権学習などもカリ
キュラムに取り入れることができました。
・地元老人クラブに、当日の受付事務など
の教室運営にも携わっていただきました。

・参加者が高齢であるため、夏の暑い時
期の実施を避けるなどの配慮が必要で
す。
・参加者が老人クラブ会員に偏っている
傾向にあります。会員以外の参加者を増
やす方策が必要です。

生涯学習課
0円
―

高麗川南公民館成
人教育推進事業

A

・地域住民のニーズにあった講座を開催
し、地域で充実した生活が送れるような学
習の機会を提供できました。

・就労世代等の公民館にあまり来られな
い方をいかに呼び込んでいくのかが今後
の課題です。
・関心のある事柄や参加しやすい時間帯
などをアンケート等により把握し、事業
を実施していく必要があります。

生涯学習課
45,202円
P258

高麗川南公民館青
少年教育推進事業

A

・子どもの時から公民館活動に参加し、地
域の方々と関わりを持つことにより、将来
の地域を支える人づくりに寄与しました。

・中高生の参加が少ないため、青少年教
育という面から、中高生にいかに関わり
をもっていくのかが今後の課題です。
・中高生に公民館との関わりを持っても
らうために、公民館が中学校等へ出向く
ことも検討する必要があります。

生涯学習課
7,800円
P258
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武蔵台公民館維持
管理事業

A

・企画運営委員会議では、委員から様々な
意見・提案が出され、それを反映した有意
義な公民館事業を実施することができまし
た。
・公民館登録サークルや利用者との協働に
より公民館の清掃や美化活動を実施するこ
とができました。
・利用者との協働により館内入口のロビー
に七夕飾りや四季折々の飾りつけを行い明
るい公民館づくりを進めることができまし
た。

・館内施設の不具合や破損箇所等が発生
した場合は早急に対応していますが、老
朽化により備品や施設の劣化、破損等が
後を絶たないため、施設全体の修繕･改修
等を計画的に行っていく必要がありま
す。
・市内で一番新しい公民館ですが、公民
館特有の薄暗さがあるため、館内の飾り
つけや掲示物のレイアウトを工夫し、明
るい公民館というイメージづくりを進め
ます。

生涯学習課
829,795円
P265

高萩北公民館健康
維持促進事業

A

・健康に関する様々な分野の講座を実施
し、近年高まっている市民の健康意識に応
えることができました。

・参加者が特定の人に偏る傾向にありま
す。新しい参加者が増えるような講座内
容、仕組みを検討する必要があります。

生涯学習課
162,193円
P264

高萩北公民館文化
祭開催事業

A

・参加者（出品者・出演者）にとって、学
習成果の発表の場としての良い機会になっ
ています。

・一般来場者が、より一層楽しめる内容
の体験コーナー等を考える必要がありま
す。

生涯学習課
19,950円
P264

高萩北公民館体育
祭開催事業

A

・自治会、地域の団体、病院、企業、小中
学校等の協力により、滞りなく実施できま
した。

・分館対抗種目を全種目棄権することと
なった分館がありました。競技規則や競
技内容の検討をする必要があります。

生涯学習課
213,036円
P263

高萩北公民館家庭
教育推進事業

A

・幼児を持つ母親同士が悩み事の相談や、
地域の人たちと知り合い交流できる事で仲
間作りに役立ちました。

・父親が参加しやすい内容の講座を検討
する必要があります。

生涯学習課
30,230円
P263

高萩北公民館高齢
者教育推進事業

A

・高齢者に特に必要な課題をテーマとして
実施し、多くの高齢者の生きがいや健康づ
くりの一助となりました。

・各回ごとの参加者数にバラツキがあり
ます。開催方法及び内容について検討す
る必要があります。

生涯学習課
16,720円
P262

高萩北公民館成人
教育推進事業

A

・高萩北地区は新しい住民も多く、公民館
の講座に初めて参加した方もいます。ま
た、どんなサークルがあるのか相談を受け
ることも多い状況です。

・男の料理教室以外の講座は、参加者の
多くが女性です。男性が参加しやすい内
容の講座を検討する必要があります。

生涯学習課
56,145円
P262

高萩北公民館青少
年教育推進事業

A

・小学生や幼児が貴重な体験をしました。
・「卒業講話in北中」では、現在各界で活
躍されている方を講師に招き、生徒たちは
真剣に聞き入って、将来を考えることの一
助となりました。

・小学生対象の講座が中心となってしま
う傾向にあり、検討する必要がありま
す。

生涯学習課
52,210円
P261
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武蔵台公民館文化
祭開催事業

A

・各サークルの日頃の活動の成果を発表す
る場を提供することができました。
・公民館主催のバザーを実施し、家庭の不
用品のリサイクルを推進し、社会福祉協議
会へ寄附することができました。
・新たな参加団体（２団体）により参加者
数を増やすことができました。
・高麗郡建郡1300年記念祭を多くの来館者
に報告できました。
・武蔵台小学校バトン部、中学校吹奏楽部
は公民館文化祭を年間事業として参加して
くれました。

・地域住民の高齢化に伴い、公民館文化
祭の準備等のボランティアが少なく、１
人の負担が大きくなってしまうため、新
たなボランティアの確保とともに、文化
祭の運営方法（内容含む）について検討
する必要があります。

生涯学習課
25,306円
P268

武蔵台公民館体育
祭開催事業

A

・年に１度の地域イベントとして定着して
います。
・高齢者にとっては再会・交流の場となっ
ており、開催を楽しみにしている人も多く
います。
・高齢者の方も参加しやすい種目、見てい
る方にも楽しめる種目設定を行いました。
・前日の雨で当日準備となりましたが、参
加者と役員の協力で、すべての競技を予定
時間内に実施することができました。

・競技内容を見直し、高齢者や子どもで
も参加できる、また見ていても楽しい種
目を企画しましたが、前日の雨で当日準
備となったこともあり、大きく参加者を
増やすことができませんでした。今後、
より多くの方に参加していただけるよ
う、開催時期や内容、情報宣伝の工夫、
遠隔地からの参加者の送迎などを検討し
ます。

生涯学習課
190,539円
P267

武蔵台公民館家庭
教育推進事業

A

・小さい子どもを持つ保護者の要求を踏ま
えた講座を開催することができました。
・保育付きで講座を行うことで、子育て中
の忙しさから一時解放され、同世代の仲間
づくりや地域参加にも役立ちました。
・若いお母さんが保育協力員と子育ての情
報交換や相談ができる機会を提供でき、地
域の世代間交流を行うことができました。
・家族で参加できる講座により、父親や祖
父母との絆を深めることができました。

・保育の子どもが多くなると、保育協力
員の負担が多くなります。講座を企画す
る際には協力員と十分な調整を行った
り、登録協力員の増加を図る必要があり
ます。
・保育中の子どもの怪我や病気等の応急
対応ができるよう、保育協力員の研修を
定期的に行っていく必要があります。

生涯学習課
145,433円
P267

武蔵台公民館高齢
者教育推進事業

B

・青少年教育推進事業と合同で実施した講
座については、世代間の交流を行うことが
できとても好評でした。
・「なつかしい歌をみんなで歌おう」、人
権学習会「女流講談師の修業と日常」など
高齢者の要望に沿った内容で講座を開催
し、ゆうゆうカレッジ会員以外の方も多く
参加していただくことができました。

・ゆうゆうカレッジの参加者が固定化・
減少化している傾向です。新規参加者を
増やすための講座や企画、ＰＲの方法な
どを検討していく必要があります。

生涯学習課
30,000円
P266

武蔵台公民館成人
教育推進事業

A

・市民の学習要求に応える内容の講座を数
多く取り上げ、開催回数は昨年度を上回る
ことができました。
・地域課題（高齢者の一人暮らし）や必要
課題（人権学習）に対する講座を開催で
き、参加者の課題解決に向けた意識を高め
ることができました。
・新しく取り上げた講座も参加者からはお
おむね好評であり、今後の自主学習や地域
活動へとつなげるきっかけ作りができまし
た。

・開催回数と参加者数の前年度との増減
の原因を知り、今後の講座計画立案での
課題とします。
・講座開催に際し、地域住民の学習要求
に応える講座や地域課題に対応した講座
とともに、必要課題に関する講座（人権
学習）も積極的に実施していく必要があ
ります。
・地域活性化を図り、参加者の自主的な
活動へと導けるような講座の計画もして
いく必要があります。生涯学習課

99,000円
P266

武蔵台公民館青少
年教育推進事業

A

・子ども農園では年間を通して子ども達の
一生懸命な作業の甲斐もあり、多くの野菜
が収穫ができ、貴重な体験となりました。
・他事業と合同で開催したことにより、経
費の削減をすることができました。特に高
齢者事業との講座では世代間交流を行うこ
とができました。

・農業体験は武蔵台公民館のみの事業で
あるため、作物を育てる大変さと収穫の
感動を体験できる講座として継続してい
きます。
・農園以外の事業にも積極的な参加を呼
びかけるとともに、子どもたちが興味を
引く内容の講座を検討します。
・異学年や世代間交流につながる講座を
開催し、地域の絆を強める工夫をしま
す。

生涯学習課
70,507円
P265
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子ども会育成事務

A

・すもう大会、かるた大会ともに前日の準
備から当日の運営まで、すべてを子ども会
連絡協議会で実施しました。
・すもう大会、かるた大会ともに、PRを増
やし、参加人数が増えました。

・各地区の単位子ども会の役員は１年で
交代し、本部役員などの中心となる人物
が固定化してしまい、後継者が不足して
います。
・単位子ども会の数が減少しています。生涯学習課

0円
―

武蔵台公民館健康
維持促進事業

A

・定例健康ウォーキングについては、高麗
公民館と合同で実施することにより、参加
者の交流が広がりました。
・ウォーキングに向かない季節（８月）
は、保健師によるウォーキングの講座（座
学）を開催し、参加者の健康に配慮した事
業を実施しました。
・卓球サークルの会員を講師として、月１
回卓球教室を開催し、参加者の健康増進と
サークルへの加入者を増やすことができま
した。

・定例健康ウォーキングは毎回一定の参
加者が見込めていますが、コースがマン
ネリ化しており参加者が増えない傾向に
あります。新たなコース設定や新規参加
者を増やせるよう工夫して事業を実施し
ます。
・定例ウォーキング時には運動普及推進
員に準備体操の指導などの協力をしても
らっていますが、より一層活躍できる場
を提供する必要があります。生涯学習課

164,980円
P268
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施策１０-（２）「人づくり」の支援【生涯学習課】
（施策の展開）

人づくり支援事業

A

・出前講座の講座数を増やし、市民の学習
ニーズに応えることができました。
・市民が自ら講師を務めることで、自身の
スキルアップにつなげることができまし
た。
・ウォーキング愛好者だけでなく「これか
ら始めてみたい」といった方も受講され、
将来の指導者の底辺が広がりました。

・多くの市民に出前講座を利用してもらう
ために周知方法を見直すとともに、より一
層のＰＲが必要です。
・「人づくり」は短期に成果が表れるもの
ではないため、継続して事業を進める必要
があります。

生涯学習課
200,000円
P243

出前講座について、従来どおり広報やホームページに掲載するとともに、市内団体・グループ等へ声が
けをして更なるＰＲに努めます。

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
出前講座について広報やホームページに掲載し、市民に広く周知するためのＰＲに努めました。毎年の
利用回数に変動があるものの、過去５年間の平均は40回と健闘しています。

〔平成29年度目標に向けての取組〕（Action）

43 45 48 50
成果値 46 34 45

「生涯学習まちづくり出前
講座」利用回数（回）

目標値 ― ― 40

　市民指導者のより一層のスキルアップを目的に、さまざまな研修会や講習会に市民指導者を派遣すると
ともに、「生涯学習まちづくり出前講座」などによる知識や技能の地域への還元を促進します。
　地域の課題は地域で解決するため、「地域コーディネーター養成講座」など「人づくり」に関する講座
を実施します。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策１０-（３）スポーツ・レクリエーションの振興【生涯学習課】
（施策の展開）

スポーツ大会開催
事業

A

・初心者から経験者まで多くの参加があ
り、スポーツを通じた交流が図れました。
・特別巡回ラジオ体操・みんなの体操会で
は、高麗川小学校の児童の大きな声を全国
に発信できました。
・ひだかワンデーウォーキングは、昨年に
引き続き多くの市内関係団体に協力をいた
だき、予定していた参加者を大きく上回り
ました。

・参加者を増やすため、広報活動の充実
を図ります。
・市民が気軽に参加できるスポーツイベ
ントを企画する必要があります。

生涯学習課
3,378,613円
P275

社会体育団体育成
事業

A

・各団体、加盟団体ごとに市民主体のス
ポーツ活動を行うことができました。
・平成27年度から、体育施設に指定管理者
制度を導入したことにより、指定管理者に
よる自主事業でスポーツ教室を実施するこ
とができました。

・自主財源での組織運営を目指し、市民
主体の団体として運営できるような検討
が必要です。
・かわせみマラソン大会の参加者は横ば
いであることから、早期に大会PRを行い
参加者を増やす努力を行います。

生涯学習課
3,982,000円
P275

社会体育推進事業

A

・社会体育に関わる職員とのつながりが持
てました。
・各市町の取組などの情報交換をし、情報
収集することで、近隣と調和の取れた対応
等について取り組むことができました。

・各市町のイベントや行事があるため、
会議や研修会の日程調整をすることが難
しい状況でした。
・早めの連絡や調整をすることで、各行
事に参加できるようにしていきます。生涯学習課

1,434,461円
P274

学校体育施設開放
事業

A

・中学校では体育館の耐震補強工事により
使用できない時期がありましたが、学校体
育施設開放事業の目的である市民の方のス
ポーツ振興が図れました。特に若い世代の
利用が見受けられ、昼間は時間の取れない
方の利用に役立っております。
・学校体育館施設については、平成26年度
より有料化したことと、平成27年度より指
定管理者制度を導入したことにより、運営
の安定に寄与しました。

・耐震補強工事によって、夜間等におけ
るスポーツ施設の使用が一部制限されま
した。耐震工事が完了したため、来年度
以降は多くの方に利用していただけるよ
うＰＲに努めます。

生涯学習課
198,165円
P274

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
商工会や観光協会・体育協会等と連携し、ひだかワンデーウォーキングをはじめ各種スポーツ大会を
開催したことにより、目標値に設定した参加者数は増加しています。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

6,000 6,000 6,000 6,000
成果値 4,738 4,473 7,554

スポーツ大会等参加人数
（人）

目標値 ― ― 6,000

各大会のＰＲを早期に実施することや、ひだかワンデーウォーキングを２日間に拡大することなど、
参加者の増加に努めます。

　市民がいつでも運動ができる環境を整えるため、社会体育施設の利用を推進します。
　スポーツ推進委員、市体育協会や市内スポーツ振興関係団体と協力し、市民がスポーツ競技に親し
み、健康増進ができるように、各種スポーツ教室やスポーツ大会を開催します。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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横手台グラウンド
維持管理事業

A

平成28年10月に開場し、スポーツの拠点施
設が増え、多くの市民が気軽に運動できる
グラウンドとして利用されました。

新しい施設であるため、今後の維持管理
方法を確立していくとともに、市民が安
全で安心してスポーツができるように、
維持管理をしていきます。

生涯学習課
177,181,881円

P278

文化体育館維持管
理事業

A

・指定管理制度を導入して２年目となり、
市民のスポーツ、レクリエーション及び文
化の拠点である日高市文化体育館「ひだか
アリーナ」を常に安心、安全な施設として
提供し、快適に利用してもらうことができ
ました。
・市民スポーツの活動拠点として広く利用
されており、特に土日祝祭日は１年を通
し、利用予約で満杯の状態となりました。

・安心、安全、快適なサービスが提供で
きる施設を常に維持するために、計画的
な修繕や更新等のメンテナンスを行って
いきます。
・供用開始から10年以上経過しており、
今後も長年にわたって良好な施設として
維持していくために、中長期的な修繕計
画を作成する必要があります。

生涯学習課
54,113,861円

P278

市民プール維持管
理事業

A

・中学生以下の入場料は無料のため、多く
のこどもたちに利用してもらうことができ
ました。
・世代を問わず、水に親しむ場を提供する
ことができました。

・昭和53年に供用開始した施設であるた
め老朽化が進み、修繕等の維持経費も増
大していることから、費用対効果につい
て検討していく必要があります。

生涯学習課
9,800,090円
P277

北平沢運動場維持
管理事業

A

・地元をはじめ、多くの市民が気軽に運動
できるグラウンドとして利用されました。

・無料施設のため、市に使用料が入らな
い状況となっています。
・県道飯能寄居線バイパス工事により、
使用面積が減少するため、再整備の計画
を策定する必要があり、今年度基本方針
を策定しました。今後は、工事の進捗に
より再整備を進めます。

生涯学習課
7,298,400円
P277

スポーツリーダー
養成事業

A

・スポーツ推進委員については、毎月の定
例会において情報交換を行い、自治会や小
学校などからのスポーツイベントへの支援
要請に迅速に対応することができました。
特に、ワンデーウォーキングや福祉スポー
ツ大会、かわせみマラソンなどの大きなイ
ベントにも積極的に参加し、大会運営に寄
与いただきました。
・指導者講習会や各種研修会については、
入間地区スポーツ推進委員連絡協議会や県
体育協会などが主催する無料の研修会等に
参加し、予算の縮減に努めることができま
した。

・市内団体指導者に限定することなく、
広くスポーツ活動をしている方に声をか
けることも必要です。
・市内のスポーツ推進委員の定数(26人)
に達しておらず、地域で活動できる新た
なスポーツ推進委員を発掘する必要があ
ります。

生涯学習課
2,888,616円
P276
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施策１０-（４）読書に親しめる環境の整備【生涯学習課】
（施策の展開）

読書推進事業

A

・一般、児童向け各種行事を開催、また、
読書手帳を配布するなど、市民の読書推進
に努めた結果、行事参加人数を増加させる
ことができました。
・さまざまな行事を、ボランティアとの協
働で展開することができました。

・一般書の貸出冊数が増加しましたが、
児童書貸出冊数は減少しました。行事へ
の参加者増加が貸出冊数増加につながる
よう、内容の検討が必要です。
・事業を持続的に推進するため、ボラン
ティアの育成を含む、長期的な人材育成
の体制を構築する必要があります。

生涯学習課
1,086,150円
P269

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
内容によっては、定員を超えて参加希望があった催事もあり、できるだけ参加していただいた結果、
目標値を大きく上回り、催事に関連する図書の貸出等に寄与しました。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

100.0 100.0 100.0 100.0
成果値 106.0 105.0 108.0

図書館催事の参加率（%）
目標値 ― ― 100.0

多彩なテーマで催事を展開します。開催にあたっては、テーマ、対象により、適切な規模、会場を選
び、定員を充足するよう努めます。

　市民が本に親しみを持つことができるよう、文化講座やおはなし会などを開催します。
　乳幼児から本に親しみを持つことができるよう、「布の絵本」の作成及び貸出を行います。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策１０-（５）図書館の整備や充実【生涯学習課】
（施策の展開）

図書館運営事務

A

・シニア向け資料を重点的に収集するな
ど、市民のニーズにあった選書に努めまし
た。また、長期休館に対応し、貸出冊数制
限を10冊から15冊に拡大するなど、利便性
の確保に努めた結果、貸出冊数が増加しま
した。
・電算システムの更新にあたり、クラウド
化することにより、維持管理の負担を軽減
することができました。
・開館日及び時間の拡大、館外サービス開
始等、利用者サービスを充実させるため、
一部業務の委託を決定し、新年度に向けて
準備を進めました。

・一部業務の委託開始にあたり、受託者
と綿密な打合せを行い、円滑に運営を行
う必要があります。
・一部業務の委託開始後も、市の独自性
が保持できるよう、特に留意する必要が
あります。
・開館日及び時間の拡大、新規サービス
のＰＲに努めるとともに、利用状況を
チェックし、必要な場合は改善を検討す
ることが必要です。

生涯学習課
32,665,034円

P269

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
貸出冊数は増加しました。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）
開館日数と時間を拡大し、貸出冊数を15冊に拡大します。また、公民館で予約本の受取や返却を開始
するとともに、インターネットサービスを強化します。これらの取り組みにより、貸出冊数の増加を
図ります。
学校訪問等により学校との連携、児童への読書啓発活動を強化し、貸出冊数の増加を図ります。

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

34.00 37.90
成果値 21.90 24.10 25.10

登録児童一人当たりの児童
書貸出冊数（点）

目標値 ― ― 25.00 28.00 31.00

4.80 5.00 5.20 5.44
成果値 4.01 4.61 4.64

市民一人当たりの貸出冊数
（点）

目標値 ― ― 4.60

　多岐にわたる資料を収集することで、図書の充実を図るとともに、市民への閲覧、貸出に供します。
　ボランティアと協働し、読書習慣の普及を推進します。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策１１-（１）人権啓発の推進【総務課】
（施策の展開）

配偶者等からの暴
力の防止事業

B

・ＤＶ相談については、市民まつりにおい
て、パープルリボン運動の啓発とともに周
知を行いました。
・相談者の考えを尊重し、相談者に寄り
添った適正な支援を行いました。
・関係機関との連携により、迅速な対応を
することができました。

・相談窓口が支援担当であるため、被害
者と加害者が接触する可能性があり、被
害者の安全確保が必要です。
・被害者は性別、年齢を問わず、また、
加害者との関係もさまざまです。ＤＶは
生死に関わる危険もあることから、支援
機関がＤＶの相談を受けることについて
問題があります。このため、相談窓口と
支援機関は分離し、相談窓口から被害者
の状況を判断し対応する機関に支援を依
頼する体制が必要です。

子育て応援課
57,445円
P146

人権教育推進事業
（生涯学習課）

A

・適時・適切な講師選定により、多くの参
加者がありました。
・各小中学校ＰＴＡで開催する人権学習会
は、ＰＴＡ役員に企画・運営を行っても
らっており、人権問題の難しさや、正しい
知識を学ぶ大切さを理解してもらうことが
できました。

・引き続き、さまざまな人権問題につい
て、学習の機会を提供していきます。
・より多くの市民が参加できる、また参
加したいと思える学習内容にて企画して
いきます。生涯学習課

465,045円
P244

人権教育推進事業
（学校教育課）

A

・教員対象の研修会を行ったことで人権感
覚の高揚につながりました。特に一人一研
究授業を行うことで、教員の人権を意識し
た授業の推進につながりました。また、各
種の研修会に参加したことにより、さまざ
まな人権についての認識を深めることがで
きました。
・児童・生徒に「人権作文・人権標語・人
権メッセージ」の募集を行ったことによ
り、日頃の自分の行動や言動を省みる良い
機会となり、児童・生徒の豊かな心の育成
へとつながりました。

・人権教育を推進するためには、学校と
家庭、地域が共通理解を持つことが大切
です。引き続き、人権教育について、学
校だけでなく、家庭・地域などにも広め
ていく必要があります。
・平成26年度から３年間、文部科学省の
委託による人権教育総合推進地域事業を
実施し、小中の連携を深めることができ
ました。引き続き地域へも広げていくよ
う努めていきます。学校教育課

949,981円
P226

人権推進事業

A

・人権啓発研修会、人権啓発講演会では、
様々な人権問題をテーマにとりあげて開催
し、人権尊重意識の高揚が図れました。

・様々な人権課題がある中で、研修会、
講演会におけるテーマの選定が課題であ
り、時代の潮流、法律の制定、ニュース
等を勘案して定めていく必要がありま
す。
・「部落差別の解消の推進に関する法
律」の施行に伴い、法に則った施策の推
進を図っていく必要があります。
・人権意識の高揚には、教育・啓発が有
効な手段であり、あらゆる年齢層に対し
て教育・啓発を行っていくために、教育
委員会との連携が必要です。

総務課
1,179,526円

P36

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
様々なテーマで人権啓発研修会・人権啓発講演会を開催し、人権尊重意識の高揚を図ることができま
した。しかし、参加人数が減少しているため、テーマや実施回数を検討していく必要があります。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

1,150 1,200 1,300 1,400
成果値 1,129 1,289 1,185

人権講演会などへの参加者
数（人）

目標値 ― ― 1,100

研修会及び講演会を広く周知し、多くの方に参加していただけるように努めます。

　市民一人一人が人権について正しく理解し、お互いを尊重しながら共生できる社会を実現するととも
に、正しい人権感覚を身に付けるため、同和問題をはじめ家庭内暴力、いじめ、児童・高齢者・障がい
者虐待や肉体的、精神的な差別などのさまざまな人権課題の解決に向け取り組むとともに、多様な性の
あり方に関する理解を深めるよう家庭、学校、社会教育などの機会を活用し、人権教育、啓発を推進し
ます。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策１１-（２）男女共同参画を推進する社会の形成【総務課】
（施策の展開）

男女共同参画推進
事業

A

・人権啓発講演会と合わせて、効率的に啓
発することができました。
・講演会やセミナー終了時にアンケートを
実施し、市民ニーズを捉えるための貴重な
資料としています。
・市民コメントを経て、日高市男女共同参
画推進条例及び日高市男女共同参画審議会
条例を制定し、推進基盤を整備しました。

・男女共同参画については、若い世代を中
心に定着しつつありますが、すべての市民
に浸透させるためには、辛抱強く継続して
啓発を推進していく必要があります。
・男女共同参画の啓発をより効率的、効果
的に行う必要があることから、審議会、ア
ンケート等でのご意見等を参考にしなが
ら、創意工夫した展開が望まれます。

総務課
214,593円
P36

政策方針決定の場へ男女双方の意見が反映されるよう、引き続き関係部局に働きかけ、女性委員の登用
が浸透するよう推進していきます。

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
各審議会の所属部局に対し、審議会等委員の改選にあわせ積極的な女性の登用を継続的に働きかけてい
ることから、女性委員の割合が大きく増加しました。

〔平成29年度目標に向けての取組〕（Action）

40.0 40.0 40.0 40.0
成果値 33.8 34.2 40.5

審議会などにおける女性委
員の割合（%）

目標値 ― ― 35.7

　男女共同参画プランに基づき、男女共同参画の意識啓発を図るとともに、女性の積極的な登用を行うな
ど、女性の社会参画を推進します。そして、男性も女性も全ての人が性別に関わりなく、平等にその個性
と能力を発揮できるよう支援します。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策１２-（１）国際交流活動の支援【総務課】
（施策の展開）

友好都市交流推進
事業

A

・大韓民国において高麗郡建郡1300年記念
祭の広報活動を行った結果、友好都市烏山
市をはじめ、京畿道及び京畿道九里市から
代表団が来市しました。
・友好都市締結20周年を迎えた烏山市と
は、記念植樹や交流の歩みを振り返るパネ
ル展示を行うなど両市が協力し事業を推進
することができました。
・両市実務担当者会議を行い、今後の交流
について意見交換をすることができまし
た。
・通訳・翻訳ボランティアは、募集ＰＲを
積極的に行った結果、登録者が増えまし
た。

・事業に参加した方の意見等を交流内容
に反映し、市民レベルの交流を推進して
いくため、引き続き両市が協力して取り
組む必要があります。

総務課
7,301,763円

P37

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
通訳の派遣などの生活支援をはじめ、多くのボランティアの方から協力をいただきながら推進するこ
とができました。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

9 9 10 10
成果値 9 9 21

通訳・翻訳ボランティア活
動回数（回）

目標値 ― ― 9

引き続き、国際交流事業等を通じ、通訳・翻訳ボランティアの活動の場の提供に努めていきます。

　国際感覚を養うとともに異文化理解を深め、国際的な視野を持つ人材を育成し、市民レベルでの国際
交流の機会を提供するため、友好都市大韓民国烏山市との文化、スポーツなど幅広い分野における交流
を推進します。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策１２-（２）外国人にやさしいまちづくりの推進【総務課】
（施策の展開）

国際交流推進事業

A

・国際交流協会と連携した日本語教室や地
域との交流を図るイベントの開催につい
て、多くの市民や外国籍の方に参加してい
ただくため、広報ひだかやホームページ等
で計画的に周知しました。
・外国の文化や風習を学びながら交流を図
るセミナーの開催時期を見直し、参加しや
すい環境を整えました。

・国際交流協会会員の高齢化が進んでいる
ことから、引き続き協会活動のＰＲ等を行
い、新規会員の加入を促進する必要があり
ます。
・日本語教室の受講生を増やすため、市内
企業と連携を図る必要があります。

総務課
1,144,338円

P37

日本語教室が継続的に開催できるよう場所の確保に努めていきます。広報ひだか等での周知だけでな
く、国際交流協会を通じ、市内企業との連携を図りすすめていきます。

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
日本語教室の受講者は、定住している外国籍の方よりも企業等への技術研修生が多く、企業の技術研修
生の受け入れ状況に影響される部分が大きいため、前年を下回る結果となりました。

〔平成29年度目標に向けての取組〕（Action）

350 380 420 450
成果値 439 410 324

日本語教室参加者数（年間
延べ人数）（人）

目標値 ― ― 320

　外国籍市民にやさしい魅力あるまちづくりに取り組むため、国際交流協会と連携した日本語教室やイベ
ントの開催、多言語での生活情報の提供などを推進します。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策１３-（１）都市計画マスタープランによる適正な土地利用【都市計画課】
（施策の展開）

都市計画事務

B

・第５次日高市総合計画基本構想における
土地利用構想の変更や埼玉県「都市計画道
路の検証・見直し検討」に基づく都市計画
道路の見直し等を反映し、都市計画マス
タープランの一部改訂を行いました。

・都市計画マスタープランの実効性を確
保するため、計画の定期的な進行管理が
必要です。

都市計画課
5,303,329円
P202

建築確認等事務

B

・快適に暮らせる安心・安全のまちを形成
するため、審査、検査及びパトロール等に
より、適切な指導を行いました。

・建築確認書類審査を標準処理期間内に
行うため、窓口業務を簡素化するため必
要な情報の電子化を促進する必要があり
ます。
・相談業務の時間を短縮するため、県や
近隣市町との情報交換等により取扱基準
を明確にするとともに、経験が浅い職員
の育成を図る必要があります。

都市計画課
1,491,520円
P199

開発許可事務

A

・診療所、工場、倉庫、住宅開発などの
様々な許可案件がありましたが、一年間を
通して問題なく審査等の一連の事務手続き
を進めることができました。
・国土利用計画法の届出も、適切に埼玉県
へ進達を行うことができました。
・土地区画整理法第76条許可、都市計画法
第53条許可等の公共事業実施に伴う許可事
務についても適切に進めることができまし
た。
・都市整備部内での協力体制により、新た
に８名の被災宅地危険度判定士の増員が実
現できました。

・専門技術を伴う開発擁壁構造計算審査
は、一部委託業務にて滞りなく事務を進
めます。
・今年度も引き続き被災宅地危険度判定
士活動用の機材を整備する必要がありま
す。
・マイクロソフト社のバージョンアップ
問題を抱えている現行開発許可システム
に代わる新たなシステムを上半期中に導
入します。

都市計画課
108,086円
P199

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
工業系市街化区域面積の増加はありませんでした。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

110 110 120 120
成果値 108 108 108

工業系市街化区域面積（ha）
目標値 ― ― 110

工業系市街化区域面積の増加に向け、市街化調整区域から市街化区域に変更の調整を図ります。

　人口減少や超高齢化に対応するため、地域の特性に応じた土地利用を推進します。
　開発行為や建築行為の適切な指導により、計画的かつ適正な土地利用を誘導するとともに、市街化区
域への編入や市街化調整区域における地区計画の手法により、適正な土地利用を推進します。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率

106



施策１３-（２）地籍調査の推進【建設課】
（施策の展開）

地籍情報維持管理
事業

A

・地籍調査システムを利用することで、適
切な地籍情報が管理され、市民サービスの
向上を図ることができました。

・法務局から送られてくる資料を、地籍調
査システムに入力し更新を続けていく必要
があります。

建設課
6,130,288円
P188

地籍調査事業

A

・地籍調査の成果により、個人の財産であ
る土地についての情報が明確になりまし
た。
・ＤＩＤ地区ですが地権者の立会い等は計
画的に実施することが出来ました。

・ＤＩＤ地区であり住宅が密集している
が、境界等の確認事項をスムーズに行い、
立会い者との話し合いの時間を最小限にし
ていく。

建設課
8,185,733円
P188

住宅密集地だが、境界等の確認事項をスムーズに行います。

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
個人の財産である土地についての情報が明確になります。

〔平成29年度目標に向けての取組〕（Action）

97.9 98.0 98.0 99.0
成果値 97.4 97.9 97.9

地籍調査の進捗率(認証済)
（%）

目標値 ― ― 97.9

　土地の開発、保全、利用形態や所在などを明確にするため、土地の実態を科学的かつ総合的に調査しま
す。また、その成果を利活用していくためにデータの数値情報化を推進します。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策１３-（３）土地区画整理事業の推進【区画整理課】
（施策の展開）

土地区画整理事業
債利子支払事務
（北特会）

A

・償還計画に基づき、地方債利子を適正に
支出しました。

特になし

区画整理課
9,913,226円
P316

土地区画整理事業
債元金償還事務
（北特会）

A

・償還計画に基づき、地方債元金償還金を
適正に支出しました。

特になし

区画整理課
90,431,207円

P315

土地区画整理事業
（北特会）

B

・集団移転を２箇所実施し、事業期間の短
縮に繋げました。
・県の河川改修事業に伴う橋梁整備（相原
橋）が完了しました。

・県による小畔川改修事業に伴う橋梁整
備や調整池整備、都市計画道路等の整備
が必要となるため、国費等の特定財源の
確保が必要となります。

区画整理課
672,561,956円

P314

土地区画整理事務
（北特会）

A

・審議会の開催については、効率性を考慮
して適切な時期、回数にて実施しました。

・需用費にあっては、より一層の経費削
減に努めます。

区画整理課
1,381,609円
P314

土地区画整理事務
（一般会計）

A

・近年の社会的背景や不動産市場の変化等
に対応した土地区画整理事業に関する最新
の知識が習得でき、担当職員の能力の向上
を図ることができました。
・各種会議、研修会等に参加することで情
報交換が促進され、会員相互の連携を深め
ることができるとともに、事業の推進に効
果が出ました。

・負担金を縮減する方針などの理由か
ら、協議会を脱会する団体も出てきてい
ます。引き続き、各協議会に所属し続け
る必要性について、事業の進捗状況も踏
まえながら検討します。

区画整理課
29,065円
P208

土地区画整理事業
特別会計繰出事務

A

繰出しの時期を調整し、各会計の支払が滞
らないようにしました。

特になし

区画整理課
222,730,000円

P208

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
目標年度までに達成できるよう計画的に事業が進められています。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

93.2 96.0 98.0 100.0
成果値 81.4 83.6 89.9

仮換地使用収益開始率（%）
目標値 ― ―

目標年度までに100％となるよう、建物移転、埋蔵文化財調査、上下水道管及び雨水管の埋設、宅地造
成工事、道路築造工事等の各種工程を計画的に実施します。

　宅地の利用増進や道路・公園などの公共施設を総合的に整備する武蔵高萩駅北土地区画整理事業の早
期完了を目指します。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策１３-（４）良好な住環境の整備・保全【都市計画課】
（施策の展開）

地区計画制度活用
事業

B

・届出受理による各地区計画の適正な運用
を行いました。
・不適合となる届出について、地区整備計
画に適合するよう勧告を行いました。

・社会変動に対応し、地域ごとに日常生
活に必要な利便施設の建築が可能となる
よう、建築物の用途制限の見直しが求め
られてきています。
・用途地域の見直しも含め、地域住民と
協働によるまちづくりを進める必要があ
ります。
・既決定の地区計画による住環境の維持
保全のみならず、未利用地の有効活用に
資する地区計画の活用が望まれていま
す。都市計画課

0円
―

屋外広告物事務

B

・良好な住環境を保全するため、屋外広告
物（広告板、広告塔、建物の壁面広告等）
の規模・色彩・設置場所・管理状況の指導
などのパトロールを実施して景観の形成、
風致の維持又は公衆に対する危害防止に努
めました。

・許可できない規模・色彩・設置場所で
は無許可で設置する事業者があります。
引き続きパトロール等により、設置状況
を調査して撤去や改善等の指導を実施し
ていく必要があります。都市計画課

3,498円
P200

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
地区計画の届出について、審査により不適合となる届出があり、都市計画法に基づく勧告を行いまし
た。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

0 0 0 0
成果値 0 0 2

地区計画届出に係る勧告数
（件）

目標値 ― ― 0

良好な住環境を維持するべく既決定地区計画行為の届出を審査し必要に応じて勧告を行います。社会
変化に対応するべく住民ニーズに応じた地区計画の見直しを行います。

　建築物の形態や用途の規制、緑化の推進、土地利用の誘導などを行う地区計画制度により、市街地に
おける良好な住環境の形成や保全を図ります。また、工作物や屋外広告物の設置などについても地域に
ふさわしい景観形成に努めます。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策１３-（５）安心で魅力ある公園緑地づくり【都市計画課】
（施策の展開）

生産緑地地区維持
管理事業

B

・農業委員会とともに生産緑地地区の現況
確認調査を実施（１回）し、適正管理の確
保に努めました。

・生産緑地地区における主たる従事者の
高齢化に伴う買取り請求件数の増加に対
し、市が公共施設用地として買い取らな
い場合、生産緑地地区からの解除が進む
ことが予想されます。都市計画課

118,800円
P204

都市公園等維持管
理事業

B

・地元区や指定管理者と協議を重ね、公園
利用者側の立場で、より安全・快適に公園
が利用できるよう、都市公園等の維持管理
に努めました。
・街区公園等の除草、剪定、清掃業務等を
一括して発注し、計画的な管理を行い、経
費の削減に努めました。
・指定管理の導入後、有料公園施設の利用
件数及び利用人数が増加しました。

・総合公園を含む都市公園等において、
公園施設や遊具等の老朽化及び樹木の成
長による大型化が進み、計画的な更新や
修繕、樹木等の管理が必要となっていま
す。

都市計画課
85,477,545円

P204

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
巾着田曼珠沙華公園の公園面積の拡大により、市民一人当たりの公園面積が増加しました。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

7.50 7.50 7.50 7.50
成果値 5.94 5.97 7.23

市民一人当たりの公園面積
（㎡/人）

目標値 ― ― 7.50

土地区画整理事業に伴う公園整備を進め、公園面積の向上を図ります。

　幅広く市民に親しまれる安全かつ快適な公園づくりを目指すとともに、民間活力も活用した施設の改
善と適切な維持管理を実施します。また、生産緑地地区又は市街化区域内農地の適切な管理の指導に努
めます。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策１３-（６）住宅の耐震化の促進【都市計画課】
（施策の展開）

地震防災促進事業

A

・情報提供等の成果により耐震改修工事に
対する補助及び住宅の簡易耐震診断の利用
者が増加しました。
・民間応急危険度判定士のネットワークを
構築して連絡訓練を実施しました。

・これまで旧耐震実態調査の実施や、耐
震診断相談会等により地震防災の意識啓
発を図ってきましたが、引き続き公民館
での相談会の開催等による地域へ出向い
た啓発活動を行う必要があります。
・いつどこで起こってもおかしくない大
震災に備えて、民間応急危険度判定士の
増員を図る必要があります。

都市計画課
1,456,712円
P200

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
平成29年３月の建築物耐震改修促進計画改定に伴い、成果値算定にH25住宅土地統計調査値を用いたた
め成果値が統一されていません。改定前のH20同調査値に基づく平成27年度成果値は80.8パーセントと
なります。また、これまで公民館での耐震診断相談会等で地震防災の意識啓発を図ってきましたが、
成果値の向上を図るために周知活動の工夫が必要です。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

92.0 93.0 94.0 95.0
成果値 79.4 76.2 78.1

住宅の耐震化率（%）
目標値 ― ― 90.0

市民に対して耐震耐震診断及び耐震改修工事の補助制度を積極的に周知するとともに、耐震診断相談
会を継続して実施します。

　被害が想定される大地震に備えて、住宅の耐震化に対する意識の啓発を行うとともに、耐震診断・改
修などに係る費用の支援等を行い住宅の耐震化を促進します。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策１３-（７）市営住宅の適正な管理【都市計画課】
（施策の展開）

市営住宅入居管理
事務

A

・家賃の滞納者に対して適切に納付を働き
かけ、滞納額の減少につながりました。
・空き部屋への入居募集を行い、２件の入
居につながりました。

・入居者の高齢化が進み、独居世帯も増
加していることへの対応が求められてい
ます。
・家賃滞納の解消にむけて、家賃滞納者
への明渡請求、民間委託などの家賃の徴
収方法を研究する必要があります。

都市計画課
0円
―

市営住宅維持管理
事業

A

・市営住宅長寿命化計画に基づき計画的な
改修・修繕を実施しました。
・国の交付金を活用して、市営住宅Ｂ棟外
壁改修工事設計委託を実施しました。

・市営住宅は、建設から40年以上が経過
しており、老朽化が進んでいます。
・公営住宅法に基づく耐用年数は70年で
あることから、残り30年程度は長寿命化
を図る必要があります。
・市営住宅長寿命化計画に基づき予防的
な改修等を実施するため、国庫補助金を
活用します。
・多額な改善費用が必要なことから、今
後の市営住宅の必要性・方向性について
検討する必要があります。財政課（都市計画課）

5,496,176円
P205

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
市営住宅長寿命化計画により各棟の外壁改修工事を行っています。H27年度にA棟外壁改修が完了し、B
棟外壁改修は、平成29年度工事予定であり平成28年度工事設計を行いました。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

33.3 66.6 66.6 100.0
成果値 0.0 33.3 33.3

市営住宅の外壁改修率
（%）

目標値 ― ― 33.3

B棟外壁改修工事について国補助金の交付を受けて実施します。

　市営住宅長寿命化計画に基づき、計画的な維持、管理を実施します。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策１３-（８）企業誘致の推進と産業用地の創出【都市計画課】
（施策の展開）

企業誘致推進事業

B

・企業が所有する大規模な土地に関して、
産業用として活用する調整を行っていま
す。
・市内最大の大規模物流倉庫（マルチテナ
ント型倉庫）１件が竣工したことにより、
次年度課税額及び従業員数ともに大幅な増
加となることが予想されます。

・新たな産業用地創出のためには、都市
計画マスタープラン等に基づき、都市計
画法における手法（市街化編入、地区計
画）を活用する必要があり、産業用地集
約及び農地集約等の総合的な計画を関係
各課が一丸となって立案、実行していく
必要があります。

都市計画課
7,291,338円
P202

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
圏央道県内全面開通に伴い企業進出が活発になり、早期に目標値を達成することができました。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

90 90 90 90
成果値 84 89 91

竣工企業件数（件）
目標値 ― ― 90

更なる竣工企業の増加を目指し、多様な手法を用いて産業用地の確保に努めます。

　首都圏中央連絡自動車道の整備効果を的確に捉え、基盤整備の充実を図り、地元住民や環境に配慮し
た企業誘致を推進します。
　市街化区域への編入(土地区画整理事業)や市街化調整区域における地区計画などの手法により、土地
利用構想上の産業系新市街地と工業系地域に産業用地を創出します。また、引き続き、都市計画法に基
づく区域指定制度により企業立地可能地を確保します。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策１３-（９）高麗川駅東地区の整備【都市計画課】
（施策の展開）

高麗川駅東地区整
備事業

B

・高麗川駅東地区の主要道路である、市道
Ｂ287号線の都市計画変更に係る道路基本
設計を実施しました。

・都市計画道路（駅前広場を含む）が決
定していますが、暫定的な整備となって
います。今後は恒久的な整備に向け、交
通処理計画の策定が急務となっていま
す。都市計画課

9,060,120円
P201

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
東地区主要道路の新規整備はありませんでしたが、都市計画道路高麗川駅東口通線の変更に伴う修正
設計及び交差点実施設計を作成しました。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

70.0 80.0 90.0 100.0
成果値 56.0 56.0 56.0

東地区主要道路の整備率
（%）

目標値 ― ― 60.0

都市計画道路の整備にあたり引続き地権者との交渉、設計及び測量等を進めます。

　ＪＲ高麗川駅東口の開設に向けた東西自由通路及び都市計画道路高麗川駅東口通線などの整備を積極
的に進めます。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策１４-（１）国県道や都市計画道路などの整備促進【建設課】
（施策の展開）

幹線市道整備事業

B

・幹線54号・60号の整備を実施いたしまし
た。
・拡幅整備を予定している、幹線２号・51
号の測量調査等を実施いたしました。

・財源や用地確保の問題があり、十分な
幅員の確保ができない状況です。

建設課
68,484,803円

P190

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
目標値に向け、概ね順調に整備が進んでいます。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

51.6 51.8 51.9 52.0
成果値 49.9 51.6 51.6

都市計画道路の整備率（%）
目標値 ― ― 51.6

事業主体である埼玉県に対し、早期完了に向け働きかけていきます。

　交通渋滞を解消し、近隣都市間の交流を円滑にするため、関係する市町と連携し、国県道の整備が進
むよう働きかけていきます。
　市内の移動をスムーズにする幹線道路、都市計画道路などの整備を計画的に推進します。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策１４-（２）生活道路の整備【建設課】
（施策の展開）

生活道路整備事業

A

・既存道路用地を有効活用して、路肩の拡
幅整備を行うことにより、歩行空間を確保
し道路環境の改善や、利便性の向上が図れ
ました。歩道の設置、用地の取得を必要と
する箇所については、調査設計を行いまし
た。

・用地の取得による歩道の整備は、財源の
確保や用地の取得状況によって、事業が長
期化することが想定されます。そのため、
速やかに対応ができるよう、既存道路用地
を最大限に有効活用し、歩行空間の確保を
行っております。しかし、道路幅員によっ
ては歩行空間の連続性が確保されないなど
効果も限定的です。通学路の安全対策の要
望も増加していることを踏まえ、計画的な
歩道整備等の対策が必要となります。建設課

13,419,000円
P191

雨水排水整備事業

B

・道路冠水やこれに起因する周辺への影響
などに対し、側溝、管きょ等の雨水排水施
設を整備し、道路環境の改善を行うことに
よって、被害軽減が図れました。

・整備箇所の選定にあたっては、区長要望
事項に重点を置いていますが、広域的な視
点に立ち、課題解決に向けた検討を行う必
要があります。

建設課
99,051,660円

P190

路肩の拡幅整備により、歩行空間を確保し道路環境の改善や利便性の向上を図るべく用地の取得を進め
てまいります。

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
目標値に向け、鋭意整備を進めてまいります。

〔平成29年度目標に向けての取組〕（Action）

31.2 31.4 31.6 33.0
成果値 30.6 30.8 31.0

市道の改良率（%）
目標値 ― ― 31.0

　地域からの要望等を踏まえながら、生活道路としての機能向上、歩行者などの安全性を確保し、道路環
境の改善を進めます。
　大雨時の道路冠水、宅地などへの浸水被害を防止するため、側溝などの雨水排水施設の整備を進めま
す。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策１４-（３）道路の維持管理【建設課】
（施策の展開）

道路等維持管理事
業

A

・各種会議、研修会等に参加することで各
種事業への理解が深まり、また、情報交換
や他市町との連携を図ることもできまし
た。

・各種協議会の負担金について、有意義
な成果が発揮できる事業内容となるよう
各協議会長へ提案していく必要がありま
す。

建設課
9,173,490円
P187

街路維持管理事業

A

・情報の共有や直面している課題解決な
ど、協議会等の活動を通じて、構成団体が
連携し取り組むことにより、街路事業に関
する知識の習得が図れました。
・新飯能寄居線建設促進期成同盟会構成４
市町の連携により、未整備区間の課題等に
関して共通の認識が図れ、これを基に関係
機関に対し、事業早期完了に向け働きかけ
ることができました。

・未整備区間が日高市のみのため、事業
分担ができず事務量が増加しています。

建設課
396,739円
P195

後退道路整備事業

B

・狭あい道路（建築基準法第42条第２項
セットバックを要する道路）について、局
部的な対応となりますが、将来的な道路整
備のための道路用地の確保を進めることが
できました。

・道路用地が路線全体ではなく、部分的
な寄付となるため、取得後すぐに道路整
備をすることができず苦慮しています。
・広報、ホームページに掲載し、PRして
制度を広めて、申請件数の増加を図りま
す。

建設課
628,000円
P187

道路台帳整備事業

A

・道路台帳の的確な整備及び管理を行い、
電子化システムで迅速に検索することによ
り、市民への情報提供及び普通交付税の基
礎数値に用いる各種道路数値を適切に管理
しました。

・道路の改築工事や開発許可による道路
の新設等により、道路現況は毎年変化し
ます。これらを適正に反映させることが
課題となっています。

建設課
14,538,566円

P186

道路愛護推進事業

A

・景観、風致を損ねる違反簡易広告物の数
が減少しています。
・市民参加による道路愛護活動の成果が着
実に表れています。

・違反簡易広告物除却推進員制度、道路
美化活動団体制度及び道普請事業の認知
度を向上させ、更なる道路環境、生活環
境の美化に努めていく必要があります。

建設課
2,907,852円
P186

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
計画の見直しにより路線延長が増加したため、成果値は下落しましたが、路面性状調査の結果に基づ
き、計画的な整備を行うことができました。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

58.0 61.0 63.1 100.0
成果値 42.0 41.4 49.2

幹線道路等舗装補修率（%）
目標値 ― ― 49.2

目標値に向け、引き続き整備を進めてまいります。

　快適で安全な道路空間を確保するための定期的な点検など、計画的な維持管理を実施します。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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幹線道路等舗装補
修事業

A

・幹線道路等に関し、防災・安全社会資本
整備交付金を活用することにより、舗装修
繕工事を、６路線、約4.2キロメートル実
施し、騒音、振動等が改善され、安全性の
向上を図ることができました。

・安全で円滑な交通の確保及び舗装の維
持管理を効率よく行うため、定期的に点
検を実施し計画的に整備を進める必要が
あります。

建設課
355,567,320円

P189

道路等維持・補修
事業

A

・簡易な修繕は補修用資材を支給し、市民
との協働により実施しました。
・区長要望のほか地域の要望を中心に道路
整備、側溝清掃等を実施し、快適な道路環
境維持に努めました。

・区長が中心となり働きかけている道路
清掃等の市民協働作業に対して、自治会
内部において、意思統一が図られていな
いため、その対応に苦慮しています。今
後、市民協働に対する、更なる理解を得
る必要があります。
・道路施設の安全性を継続的に確保する
ため、各施設の点検結果に基づき、効率
的かつ計画的な維持管理を行っていく必
要があります。

建設課
299,224,399円

P189
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施策１４-（４）橋りょうの維持管理【建設課】
（施策の展開）

橋りょう整備事業

A

・橋りょう長寿命化修繕計画に基づき、定
期点検４橋、修繕工事１橋を実施しまし
た。また、応急修繕４橋を実施し、安全の
確保に努めました。

・道路網の安全性、信頼性の確保、長寿
命化によるコストの縮減を図るため、計
画に沿った修繕工事を着実に進める必要
があります。

建設課
49,646,760円

P192

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
橋りょう長寿命化計画に基づき、橋りょう点検を開始しました。この成果が橋りょう修繕計画に反映
されます。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

3.0 100.0 ― 100.0
成果値 0.0 0.0 4.0

橋りょうの定期点検の実施
率（%）

目標値 ― ― 0

目標値に向け、引き続き点検を進めてまいります。

　安全で円滑な通行を確保するため、定期点検を行い、適切な維持管理を実施するとともに橋りょう長
寿命化修繕計画に基づいて、計画的な修繕を実施します。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策１４-（５）河川環境の保全【建設課】
（施策の展開）

河川・水路整備事
業

B

・区長要望に基づき、護岸工等必要な整備
を実施しました。これにより、法面の洗掘
等による被害の拡大を防ぐことができまし
た。また、宮ノ原堀においては測量調査等
を実施いたしました。

・財源の確保が課題となり、部分的な改
修に留めざるを得ない状況ですが、河川
環境の改善による被害の軽減等を図るた
め、計画的な改修について検討していく
必要があります。建設課

25,448,040円
P194

河川水路維持管理
事務

B

・大谷川流域の浸水対策により設置した施
設の適切な維持管理等を行うことにより、
河川災害を防ぎ、継続的な安全性を確保さ
れました。
・研修会等の活動を通じて構成団体が連携
し取り組むことにより、河川事業に関する
知識の習得が図れました。

・厳しい財政状況にありますが、大谷川
排水機場施設の維持管理等の負担金に関
しては、流域関係市の役割として、引き
続き適正に支出する必要があります。

建設課
1,185,000円
P193

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

成果値
―

目標値

　河川の治水機能を確保しつつ生活環境の改善を図るため、地域からの要望を踏まえ、河川環境の改善
を図ります。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策１４-（６）都市計画マスタープランによる道路整備【都市計画課】
（施策の展開）

都市計画道路の見
直し事務

B

・新規整備予定の都市計画道路（仮称）高
萩旭ヶ丘線について、路線の検証、都市計
画決定に係る法規図書作成、公安委員会と
の交差点協議書類について作成することが
出来、今後の事業展開に必要な資料を準備
することが出来ました。

・都市計画道路の一部廃止路線である、
都市計画道路鹿山南平沢線、南平沢田波
目線についての都市計画変更に必要な資
料作成業務委託については、廃止に向け
た検証を精査したため、次年度へ計画変
更しました。予算計画時に適切な見積り
を行うことで、予定の事業を進めること
が出来ます。

都市計画課
7,666,920円
P203

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

成果値
―

目標値

　社会経済状況の変化に対応した幹線道路、都市計画道路の見直しを行うとともに、計画的な整備を推
進します。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策１５-（１）防災体制の強化【危機管理防災課】
（施策の展開）

災害協定締結促進
事務

A

・災害対応能力の強化の取り組みとして、
５つの協定を締結することができました。

・引き続き災害対応能力の強化のため、
災害時に関する応援協定の締結に取り組
んでいきます。

危機管理防災課
0円
―

防災計画推進事務

A

・業務継続計画の全面的な見直しを行いま
した。

・地域防災計画の見直しについては、国
や県の動向を踏まえ適切に行います。

危機管理防災課
0円
P50

防災情報伝達シス
テム整備・維持管
理事業

A

・災害時に市民に的確に避難情報を伝達す
る手段の一つである防災行政無線等の適切
な維持管理ができました。

・現行の同報系（固定系）防災行政無線
については、平成34年11月30日以降使用
できないので、整備手法を早期に検討す
る必要があります。

危機管理防災課
5,079,796円

P50

災害用資機材整備
事業

A

・備蓄食糧の計画的な入れ替えを実施し、
賞味期限の切れる備蓄食糧を有効活用する
ことができました。

・災害用資機材の定期的な点検整備や備
蓄食糧の棚卸しなどを行う必要がありま
す。

危機管理防災課
6,766,926円

P49

災害対応事業

A

・台風や大雨の際、気象情報や現況を判断
して待機、又は関係課などと連携して対応
を取りました。

・地震災害と違い、台風や大雨・降雪に
よる災害情報の収集や対策を取る場合に
ついては、気象情報の経過により待機を
始め、長時間の対応に迫られることか
ら、現場作業に危険を伴う場合がありま
す。
　また、情報収集を行い、市民への情報
提供を複数の手段で速やかに伝達する必
要があります。

危機管理防災課
24,954円
P49

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
平成23年3月11日に発生した東日本大震災以降、市民の防災意識は向上しています。また、市が主催す
る防災訓練を平成28年度から全行政区が参加する安否確認を中心とした実践的な総合防災訓練として
位置づけたことから、設立が促進されました。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

98.0 100.0 100.0 100.0
成果値 88.1 89.5 95.9

自主防災組織率（%）
目標値 ― ― 95.9

平成28年度に引き続き市の防災訓練において、全行政区を対象とした安否確認訓練を実施します。ま
た、設立したものの活動実態がない団体も見受けられることから、自主防災組織を対象とした研修を
行うのと同時に活動補助金についても見直しを行います。

　防災備蓄品の充実や災害時の職員動員体制の整備を推進します。
　災害対応能力を強化するため、防災関係機関との連携強化を図り実践的な訓練を推進します。
　国、県との情報連絡体制の強化のため、防災情報の支援に関するシステムなどの整備を図るととも
に、操作の習熟を図ります。
　災害対策活動における「共助」を強化するため、地域の防災訓練に消防機関とともに参加し、自主防
災組織の活動支援を図ります。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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災害復旧事業

A

・災害が発生した時、速やかな予算措置が
可能となる体制を整えました。

・災害復旧に必要な予算を速やかに把握
しつつ現場の対応を行うことが必要とな
ります。

建設課
0円
P196

埼玉西部消防組合
事務

A

・負担金を適正に支出することにより、消
防・救急体制を充実・強化しました。

・負担額については、消防組合施設整備
計画等を参考として構成市とも協議のう
え精査する必要があります。

危機管理防災課
793,994,963円

P53

自動体外式除細動
器（ＡＥＤ）整
備・維持管理事業

A

・市民が多く利用する施設、学童保育室及
びコンビニエンスストア等にＡＥＤを設置
し、突発的な病気や事故などによる心停止
に備え、市民が安心して生活できる環境を
整備しました。
・イベント開催時には、持ち出し可能なＡ
ＥＤにより対応しました。

・市では、公共施設等に設置を完了して
いますが、更に整備（配置）強化に取り
組むため、店舗等の集客施設にＡＥＤの
設置について理解・協力を求めていきま
す。

危機管理防災課
2,021,292円

P52

自主防災組織等活
動支援事業

A

・総合防災訓練を全行政区を対象としたこ
とから、自主防災組織の活動が活性化され
ました。
・防災専門員を採用し、消防機関との円滑
な連携を図りながら、地域での防災訓練な
どにおいて適格な指導を行いました。

・設立したものの活動実態がない自主防
災組織があることから、組織間の横断的
な組織を設立し、意識啓発をする必要が
あります。また、各自主防災組織の自主
的な活動を支援するための研修を実施す
る必要があります。
・自主防災組織活動補助金の設立補助金
については、設立後、資機材と防災倉庫
で各１回の交付に限られていることか
ら、補助要綱を見直し、自主防災組織の
活動を活性化する必要があります。危機管理防災課

3,980,080円
P51

防災啓発事業

A

・78行政区の参加を得て、安否確認訓練を
実施することにより、万一の災害が発生し
た際に活用できる実践的な取り組みとなり
ました。

・今後も継続的に安否確認訓練を実施し
ていく必要があることから、訓練内容に
工夫を凝らしてマンネリ化しない取組み
が必要です。

危機管理防災課
3,283,879円

P51
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施策１５-（２）消防団員の加入促進と消防団体制の維持【危機管理防災課】
（施策の展開）

消防団施設等維持
管理事業

A

・適切に維持管理することにより、災害時
の消防体制を確保することができました。

・車庫詰所及び車両については、適切に維
持管理することにより更新期間を延長する
ことが可能です。

危機管理防災課
5,944,501円

P54

消防団事務

A

・消防団については、消防団員自らが運営
を行っており、市がすべてに関与せずに独
立して運営することができています。

・消防団への入団者を確保し、消防団員の
新陳代謝を図る必要がありますが、消防団
に期待されている役割が増えていることか
ら、新たな入団者の確保に苦慮していま
す。このことから、新たな方策等を検討す
る必要があります。

危機管理防災課
50,141,560円

P54

新入団員を確保するために、新たな加入促進策として、準中型免許免許の取得費用の補助制度を検討
し、要綱として制度化します。

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
充足率100％を維持していますが、全国的に消防団員へのなり手が少ないことから、消防団員の勤続年
数と平均年齢が増加傾向になっています。

〔平成29年度目標に向けての取組〕（Action）

100 100 100 100
成果値 100 100 100

消防団員の充足率（%）
目標値 ― ― 100

　消防団員が加入しやすい環境づくりを図ることにより、消防団の活性化を推進します。また、災害時の
消防団体制を維持するため、施設や装備の充実を図ります。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策１５-（３）防犯活動の推進【危機管理防災課】
（施策の展開）

防犯啓発事業

A

・飯能警察署及び飯能署管内防犯協力会等
と合同で、偶数月（６回）に高麗川駅前と
大型商業施設において街頭防犯キャンペー
ンを行いました。
・振り込め詐欺の未然防止のため、防災行
政無線による啓発放送を行いました。

・帽子やジャンパーなどの支給品につい
ては、協力団体からの要望に対して、支
給しましたが、更なる要望があるため、
引き続き、県の補助金も活用するなどし
て、要望に応えていきます。
・犯罪防止を呼びかける街頭防犯キャン
ペーンを継続していきます。

危機管理防災課
2,308,294円

P48

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
刑法犯認知総数は、前年度と比較して、13.3％の大幅な減となりました。しかしながら、振り込め詐
欺被害が件数及び被害額ともに増加していることから、関係機関と継続した啓発活動を行う必要があ
ります。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

437 435 432 430
成果値 440 420 364

刑法犯罪認知件数（件）
目標値 ― ― 440

引き続き警察や各区、防犯団体との連携・協力により防犯キャンペーン等の啓発を行います。

　犯罪から市民を守るため、警察など関係機関との連携を図り防犯活動を推進します。
　犯罪の抑止を図るため、各地域で防犯活動を展開する自主防犯活動団体への支援を行います。
　振り込め詐欺をはじめとする特殊詐欺など、巧妙な犯罪について広く注意喚起をするため、防犯団
体、事業者や警察と連携し、防犯キャンペーンなどの取組を推進します。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策１６-（１）バス交通の利用促進及び鉄道輸送環境の充実【交通政策課】
（施策の展開）

鉄道利用促進事業

A

・関係自治体と連携し、鉄道事業者に対し
て要望を行いました。

・輸送力の増強や駅施設の改善等につい
て、各鉄道事業者に引き続き協議や要望
活動を行い、利便性向上が早期に図れる
ように努める必要があります。
・鉄道駅の利用者が減少傾向にあるた
め、利用促進に向けた啓発を図る必要が
あります。

交通政策課
82,984円
P28

バス交通利用促進
事業

A

・バス事業者との情報交換を通して、路線
バスの利用状況などの現状把握、意思疎通
をすることができました。
・バス教室を５回開催しました。
・路線バス利用促進ポスターを作成し、路
線バス車内に掲出しました。
・健康ウォーキングに路線バスの活用を取
り入れました。

・法改正により、地域公共交通の確保に
対し、市町村の関与が求められていま
す。
・バス事業者と情報交換を行い、路線バ
スの利用状況の確認を継続していく必要
があります。
・平成26年度に実施した「まちづくりに
関する市民意識調査」では、公共交通の
充実が、優先度の高い施策としてあげら
れています。
・高齢社会や環境問題などから、今後、
バス路線の維持・確保が必要です。交通政策課

922,108円
P28

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

成果値
―

目標値

　市民の移動手段になっているバスや鉄道などの利便性の向上を図るため、路線の拡充や本数の増加な
どを事業者に要望するとともに、利用促進に努めます。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策１６-（２）移動困難者の交通手段の検討【交通政策課】
（施策の展開）

高齢者等の移動手
段確保・研究事業

A

・横手台自治会において、実証実験で得ら
れたデータを整理し、市と協議のうえ内部
での合意形成を経て、地域自主運行が開始
されました。
・運転免許証を返納した人を対象に申請に
より、路線バスの回数券を交付しました。
・高齢者の移動手段確保を目的とした新規
事業である「高齢者おでかけ支援事業」の
平成29年度中の実施に向けた事務を開始し
ました。

・時間を選ばず、どこへでも行ける車社会
が発達するなか、環境問題などへの意識の
高まりから、市民の交通手段として鉄道や
路線バスの確保が重要となっています。
・高齢化の進展とともに、今後も運転免許
証返納者の増加が見込まれます。
・「高齢者おでかけ支援事業」の実施へ向
けて、具体的に事務を進めて行く必要があ
ります。

交通政策課
3,761,111円

P29

高齢者のおでかけ支援対策を行う等、公共交通による移動支援に取り組むとともに、運転免許証の自主
返納を促進していきます。

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
運転免許証自主返納制度の積極的な周知啓発の成果により、目標値を上回っています。

〔平成29年度目標に向けての取組〕（Action）

105 116 128 140
成果値 71 102 148

運転免許証自主返納者への
支援件数（件）

目標値 71 82 93

　高齢社会の進展とともに、運転免許証返納者が増加していることから、車にかわる移動手段を確保しま
す。
　公共交通が不足している地域や高齢者・移動困難者の移動手段の確保を図るため、交通手段の検討を行
います。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策１６-（３）高麗川駅東口の開設【交通政策課】
（施策の展開）

高麗川駅東口開設
事業

A

・高麗川駅東口の開設について、ＪＲ東日
本との間で、平成29年度に調査設計の協定
を締結する旨の合意ができました。

・ＪＲ東日本との基本的合意に基づき、
高麗川駅東口の開設に向けての検討、協
議を進めていく必要があります。

交通政策課
79,440円
P33

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

成果値
―

目標値

　高麗川駅東口の早期開設に向けて、鉄道事業者との協議・調整を進めます。また、基金、寄附条例、
補助制度などの整備財源の確保に努めます。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策１６-（４）武蔵高萩駅自由通路の維持管理【交通政策課】
（施策の展開）

武蔵高萩駅自由通
路維持管理事業

B

・自由通路を適正に維持管理することによ
り、駅利用者の利便性の向上が図れまし
た。
・自由通路の電灯を間引き点灯し、節電に
取り組みました。
・飯能警察署からの要請を受けて、防犯カ
メラのビデオ録画の閲覧等に協力すること
により、地域の治安維持の一助となりまし
た。

・景気低迷等の要因により、企業の有料
広告の掲出申請数の減少が懸念されるた
め、掲出件数を確保する必要がありま
す。

交通政策課
4,957,816円

P33

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

成果値
―

目標値

　武蔵高萩駅自由通路を快適に利用できるよう、適正な維持管理に努めます。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策１６-（５）交通安全の推進【交通政策課】
（施策の展開）

交通安全指導事業

A

・交通安全意識の向上を図るため、小・中
学校、幼稚園・保育所、子ども会の交通安
全教室を開催し、多くの児童及び生徒に交
通安全教育を実施することができました。
・市内の12校の小・中・高等学校で交通安
全教室を実施することができました。
・高齢者が関与した交通事故発生件数が多
いことなどから、高齢者や障がい者を対象
とした交通安全教室を開催しました。

・市内の全小・中・高等学校で交通安全
教室を実施できませんでした。今後は、
全ての学校で交通安全教室を実施し、交
通安全教育の推進が図られるよう、学校
と調整していきます。
・高齢者の交通安全教育の機会が少ない
ため、警察及び交通関係団体と連携し、
多くの高齢者が交通安全教育を受けられ
るよう検討していきます。

交通政策課
8,700,386円

P31

交通安全施設整
備・維持管理事業

A

・区長要望に基づき、道路照明灯及び道路
反射鏡の新規設置や道路標示等を整備した
ことにより、交通安全の確保につながりま
した。
・老朽化による道路照明灯、道路反射鏡及
び道路標示等の修繕を実施したことによ
り、交通安全の確保につながりました。
・道路照明灯101箇所をＬＥＤ器具に更新
しました。
・300W以下の道路照明灯をＬＥＤ灯に更新
するにあたり全灯調査を実施しました。

・道路標示等の損耗箇所が多く、修繕依
頼の要望が増加しています。警察と連携
し、計画的に維持修繕を行っていく必要
があります。
・環境に配慮したまちづくりを実現する
とともに、電気料金の抑制を図るため
に、市内全域の道路照明灯をＬＥＤ器具
に更新していく必要があります。
・全国的に児童や高齢者が交通事故に巻
き込まれるケースが多く発生し、交通安
全施設設置要望が以前より増加していま
す。引き続き、計画的に施設が整備でき
るよう調整していく必要があります。交通政策課

56,806,482円
P30

交通安全啓発事業

A

・各季節ごとの交通安全運動、市民まつり
の交通安全の呼びかけなどで、警察及び交
通関係団体と連携し、多くのかたに交通安
全意識の啓発を図ることができました。ま
た、市ホームページや広報紙などを活用し
ＰＲを行いました。
・条例を制定するとともに、自転車安全利
用の日の啓発活動等により、自転車マナー
の向上を呼びかけました。
・市内小学校６校の新１年生に日高市のマ
スコットキャラクター入りランドセルカ
バー(484枚)を飯能地方交通安全協会とと
もに作成し、配布しました。

・交通死亡事故が５件発生したため、県
知事から交通事故防止特別対策地域の指
定を受け、市内の交通安全関係団体と連
携し交通事故防止運動を実施しました。
今後も啓発活動を継続する必要がありま
す。
・交通事故の被害者の多くが高齢者であ
ることから、警察と連携し、高齢者を対
象とした交通事故防止啓発を図っていく
必要があります。
・自転車を安全に利用するための啓発を
図っていく必要があります。

交通政策課
1,685,923円

P30

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
高齢者及び子どもの交通事故防止対策を重点的に行う等の取り組みにより、目標は上回っています
が、５件の交通死亡事故が発生し、埼玉県知事から３か月間「交通事故防止特別対策地域」の指定を
受けました。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

197 191 185 180
成果値 214 178 178

人身事故件数（件）
目標値 254 209 203

定期的な交通安全教室を開催する等、警察・交通関係団体と協力し、交通安全の啓発に努めます。

　交通事故が起こりにくい環境をつくるため、交通事故防止啓発活動や道路照明灯のＬＥＤ化を行いま
す。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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交通災害共済加入
促進事業

A

・交通災害共済加入者が交通事故によって
けがをした時に、支払われる見舞金を適正
に支払うことができました。
・交通災害共済加入を自治会(区)を通じて
推進したことにより、5,884人が加入し、
区を通じての加入者の割合が全加入者の約
80％となりました。

・民間の傷害保険の普及や自転車損害賠
償責任保険の充実など昭和44年の発足時
とは社会情勢が変化しています。
・加入率は市人口の約13％であり、年々
加入者数が減少しています。
・交通災害共済を知らない人も多くいる
ため、引き続き市ホームページや広報紙
等で周知し、加入を促進します。

交通政策課
249,350円
P32

交通安全推進団体
育成事業

B

・市民まつりの交通安全コーナーで交通安
全啓発活動を行い、多くの市民の参加があ
りました。
・ＰＴＡの協力のもと、交通安全マスコッ
トの作成及び市民まつりの交通安全コー
ナーでの交通安全啓発活動を実施しまし
た。
・ＰＴＡを通じて、母の会だよりを小・中
学生のいる全家庭に配布しました。

・交通安全母の会の会員数が、年々減少
傾向にあり、母の会の活動に支障をきた
しています。今後も、ＰＴＡ、学校等に
現状を説明し、活動協力の依頼を行って
いきます。
・地区単位で行っていた母の会の会員募
集を、個人単位で行うほか、市ホーム
ページや広報紙等でも周知しています
が、会員の大幅な増加には至っていませ
ん。交通政策課

251,338円
P31
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施策１６-（６）放置自転車の対策【交通政策課】
（施策の展開）

放置自転車対策事
業

B

・自転車放置禁止区域内に撤去警告の横断
幕を設置し自転車利用者のマナーアップに
努めました。

・武蔵高萩駅あさひ口に第３自転車駐車
場を整備しましたが、第１自転車駐車場
の利便性が高いため利用が集中していま
す。引き続き、第３自転車駐車場の利用
の啓発に努めていきます。
・高麗川駅西自転車駐車場の利便性が高
いため、通路にまで自転車が置かれてい
る状況があります。今後は、利用者に空
きのある自転車駐車場の利用の啓発に努
めていきます。
・盗難によるものと思われる放置自転車
の台数が増加傾向にあるため、市民に自
転車管理の徹底について啓発していきま
す。交通政策課

3,965,305円
P32

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
自転車駐車場の管理や地域住民の協力、職員のパトロール等による成果により、前年度比較で13％減
少することができましたが、目標値よりも多い台数となりました。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

220 202 186 170
成果値 179 275 246

放置自転車撤去台数（台）
目標値 372 260 239

平成22年度(656台)のピーク時に比べると大幅に減少しましたが、目標達成のため今後も警察と協力
し、放置自転車の減少に努めます。

　自転車利用者に対するモラル向上を図るための街頭啓発活動や放置自転車の早期撤去を行います。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策１７-（１）生活環境の保全・美化【環境課】
（施策の展開）

狂犬病予防対策事
業

B

・狂犬病予防集合注射を４日間実施し、
1,224頭の予防接種を行うことができまし
た。
・日本獣医生命科学大学の先生を招いて犬
のしつけ方教室を実施し、犬の飼い方やマ
ナーについて周知しました。
・狂犬病予防注射未実施の飼主の方にお知
らせのはがきを郵送し、注射実施の徹底を
図りました。

・狂犬病予防注射を受けている頭数が全
体の約７割であるため、予防注射未実施
の飼主の方に対して、予防注射を周知す
る必要があります。
・犬年齢20歳以上の飼主に対して通知
し、台帳の精査を行う必要があります

環境課
270,158円
P73

生活排水対策事業

A

・合併処理浄化槽転換補助金を増額し、平
成27年度13件に対し、平成28年度は100件
の合併処理浄化槽への転換をすることがで
きました。
・平成18年以降転換の補助をした浄化槽で
法定検査未受検者の方(60人)に対して、法
定検査についての文書による指導を行いま
した。

・浄化槽の維持管理について周知し、特
に法定検査の受検率の向上に努めます。

環境課
113,853,896円

P75

公害対策事業

A

・降下ばいじん等については、環境基準等
の規制値が設定されていないため過去の数
値との比較となります。平成10年度からの
推移をみて数値の変化は少なく、市民の生
活への影響は低いことが確認できました。
・光化学スモッグ、ＰＭ2.5、放射線量な
どの数値について市ホームページにより情
報提供をし、市民の健康管理や安心安全に
つなげました。

・公害に対する苦情等の対応に関して
は、現場を確認し、公平中立な立場での
判断が求められます。

環境課
1,060,400円

P73

生活環境衛生事業

A

・環境審議会では、重点事業である合併処
理浄化槽への転換推進事業や新規事業であ
る川ガキ・山ガキ自然塾、家庭系剪定枝
チップ化事業等を中心に報告等を行い、委
員から多くの意見をいただくことができま
した。

・空間放射線量測定器の貸出しについ
て、市民へ情報提供を行います。

環境課
885,255円
P72

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
市民や団体の間で、５月末の「ごみゼロの日・クリーン日高市民運動」が年間行事として定着してき
たため、参加者が増加しました。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）
従来の「ごみゼロの日・クリーン日高市民運動」と合わせて、「道路美化活動」についても協力をお
願いしていきます。

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

99.0 99.0
成果値 98.5 98.7 98.8

生活排水処理率(水洗化率)
（%）

目標値 ― ― 98.8 98.9 99.0

13,000 13,500 13,800 14,000
成果値 12,379 12,494 12,488

ごみゼロの日・クリーン日高
市民運動参加者数（人）

目標値 ― ― 12,500

　身近で豊かな環境を将来に引き継ぐため、啓発活動や情報提供に努め、地域と連携した環境保全活動
を推進します。
　生活排水による河川など公共用水域の水質を保全するため、公共下水道区域又は農業集落排水処理区
域を除く地域の合併処理浄化槽への転換について、重点期間を定め、強力に推進します。また、生活環
境を保全するため、浄化槽の適正な維持管理について啓発します。
　清潔で暮らしやすい環境を保全、創出するため、不法投棄の防止や環境美化意識の普及に努めます。
また、ごみゼロの日・クリーン日高市民運動を市内全域で取り組むとともに、春、夏、秋の衛生巡視の
啓発に努め、クリーン日高を推進します。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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環境美化推進事業

A

・市民の間で、５月末の「ごみゼロの日
クリーン日高市民運動」が年間行事として
定着してきたため、参加者が増加しまし
た。
・地域の清掃活動を行うことにより、ごみ
を捨てにくい環境づくりができました。
・不法投棄件数や不法投棄量は減少傾向に
あります。
・区長及び市民から、不法投棄等の通報が
あり、多くの市民や団体の方に投棄物回収
の協力を頂きました。
・県西部環境管理事務所や飯能警察署など
関係機関との連携を図りながら対応するこ
とができました。

・「ごみゼロの日　クリーン日高市民運
動」により、道路等に捨てられていた可
燃ごみや空き缶等は少なくなりました
が、歩道脇の雑草等が繁茂しているとこ
ろがあります。除草等も併せて実施する
必要があります。
　今後も継続して不法投棄防止パトロー
ルや投棄物の早期撤去に努めていく必要
があります。

環境課
8,618,404円

P77
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施策１７-（２）ごみの減量化、再資源化の推進【環境課】
（施策の展開）

ごみ減量化再資源
化推進事業

A

・家庭系可燃ごみの量は前年度と比較し市
民一人当たり年間1.5kgの減量となりまし
た。
・市民の間で、集団資源回収への認識や理
解が進んでいますが、インターネット等の
普及により、新聞や雑誌の購読世帯が減少
し、古紙類の回収量が減少傾向にありま
す。
・近年、生ごみ処理容器等設置補助件数に
ついては、横ばいになっており、本制度の
活用について、広報ひだか等で周知しまし
た。
・家庭系剪定枝チップ化事業について、初
年度としては、多くの区から協力がありま
した。

・家庭系可燃ごみについては、より一層の
減量化に向け、引き続き啓発活動等を行っ
ていく必要があります。
・事業系一般廃棄物（事業系の可燃ごみ）
についても、適正排出の周知等を図ってい
きます。
・今後も、実施団体には継続して実施をお
願いするとともに、新規団体登録、実施回
数の増加につながるよう、ＰＲを行ってい
く必要があります。
・生ごみ処理容器の設置数が横ばいになっ
ており、ＰＲを強化し、設置数の増加を推
進していきます。
・家庭系剪定枝について、次年度以降も拡
充に努めます。環境課

16,906,956円
P78

清掃総務事務

A

・埼玉県清掃行政研究協議会をはじめ、各
種研修会に参加、情報収集し、職員の知識
向上を図ることができました。
・福井県敦賀市と協議し、民間最終処分場
代執行の費用についても円滑に対応するこ
とができました。

・職員の知識向上のための研修会などへの
参加については、引き続き取捨選択し、効
果的な研修会へ参加します。

環境課
1,059,647円

P77

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
家庭系可燃ごみの減量施策を推進した結果、可燃ごみ排出量が減少しました。
市民の間で、集団資源回収への認識や理解が進んでいる反面、インターネット等の普及により、新聞や
雑誌の購読世帯の減少や、古紙類の店頭回収など排出機会の多様化などの影響で、古紙類の回収量が減
少傾向にあります。

〔平成29年度目標に向けての取組〕（Action）
家庭系可燃ごみの減量を推進するため、「生ごみの水切り」に関するアンケート調査、「家庭系剪定枝
チップ化事業」、「分別の徹底」に関する啓発などを実施します。
今後も、実施団体には継続して実施をお願いするとともに、新規団体登録、実施回数の増加につながる
よう、ＰＲを行っていく必要があります。

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

1,700.0 1,750.0
成果値 1,684.0 1,599.0 1,475.0

集団資源回収量（t/年）
目標値 ― ― 1,550.0 1,600.0 1,650.0

188.1 186.2 184.4 183.0
成果値 190.0 190.5 189.0

市民一人当たりの可燃ごみ排
出量（kg/人）

目標値 ― ― 190.0

　限りある資源を有効に利用するため、３Ｒ活動（リデュース：必要のないものは買わない、もらわな
い。買い物にはマイバックを使うなど、ごみの発生を抑制する。リユース：いらなくなったものを譲り合
い、一度使ったものを繰り返し使う。リサイクル：ごみを資源として再び利用する。）を推進します。
　家庭から排出されるごみの減量化に向けたさまざまな取組を実施します。
　ごみの再資源化を図るため、地域での集団資源回収を促進します。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策１７-（３）ごみ処理体制の確保と適正処理【環境課】
（施策の展開）

清掃センター解体
及び新施設整備事
業

A

・施設の解体方法等について、調査研究し
ました。

・清掃センター焼却施設については、稼
動を停止してから約14年が経過していま
す。施設の老朽化による安全性の面か
ら、取壊しなど今後の計画を明確にして
いく必要があります。
・解体後の跡地利用、必要な施設の整備
について検討します。

環境課
0円
―

ごみ資源化処理施
設周辺整備事業

A

・一般廃棄物の資源化処理実施に伴う当該
施設の周辺環境整備を進めることができま
した。

・排水整備は、中長期的・計画的に実施
し、費用対効果を考慮しながら実施する
必要があります。道路改良や開発行為な
ど新たな事業などとの整合性を図りなが
ら、効果的に整備することが必要です。

環境課
8,694,000円

P80

一般廃棄物最終処
分場維持管理事業

A

・一般廃棄物最終処分場について、事故や
トラブルなどもなく、円滑に運営すること
ができました。
・ごみ資源化処理等の実施に伴い、一般廃
棄物最終処分場の延命が図れました。

・一般廃棄物最終処分場については、周
辺への不法投棄物や雑草等の除去など、
衛生面に配慮していく必要があります。

環境課
14,702,432円

P80

一般廃棄物収集運
搬処理事業

A

・ごみ処理体制を確保するとともに、ごみ
の収集、運搬及び処理についても円滑に実
施することができました。また、スプレー
缶、使い捨てライターの分別を変更し、別
収集としたことにより、収集運搬時の事故
防止、安全性向上につながりました。
・集積所については各区等による管理運営
となりますが、区長等と連携し、問題解決
を図っていくことができました。

・引き続き安定的、かつ継続的にごみ収
集、運搬及び処理が可能な体制を確保し
ていく必要があります。

環境課
804,855,626円

P79

一般廃棄物処理業
等許可事務

A

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律や日
高市廃棄物の処理及び清掃に関する条例に
基づき、適正に許可事務を遂行しました。

・一般廃棄物処理業等の許可申請につい
て、申請書類の不備が見受けられること
から、説明会の際に不備の多かった点を
例示するなどし、書類等の不備が少なく
なるように工夫します。

環境課
0円
―

塵芥処理事務

A

・粗大、金属ごみを適切に受け入れること
ができました。
・再任用職員を配置し、清掃センターの維
持管理体制を整えることができました。
・付属倉庫を建築し、火災前の機能を回復
しました。

・清掃センター焼却施設については、稼
動を停止してから約14年が経過していま
す。施設の老朽化による安全性の面か
ら、取壊しなど今後の計画を明確にして
いく必要があります。
・作業時の安全確認を徹底し、事故防止
に努めます。

環境課
16,761,489円

P79

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

成果値
―

目標値

　家庭、事業所や商店などから排出されるごみ（一般廃棄物）を適正に処理するため、円滑な収集や処
理体制を確保します。
　限りある資源の有効利用を図るため、循環型社会に配慮したごみ処理を推進します。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策１７-（４）し尿の適正処理【環境課】
（施策の展開）

し尿収集運搬手数
料軽減事業

A

・し尿の収集、運搬手数料について、市内
の地域差が生じることなく、し尿が収集さ
れました。

・汲み取り世帯の減少とともに、交付金
の適正金額等について配慮していく必要
があります。

環境課
1,889,520円

P81

入間西部衛生組合
事務

A

・入間西部衛生組合において、日高市及び
入間市のし尿及び浄化槽汚泥の収集、運搬
及び処理に関する事務を共同処理しまし
た。また、事故やトラブルなどがなく、し
尿等の処理を適正に行うことができまし
た。

・当該施設の運営については、長期的、
計画的に運営できるよう、入間西部衛生
組合及び入間市と調整していくことが必
要となります。

環境課
63,266,000円

P81

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

成果値
―

目標値

　入間西部衛生組合と連携し、家庭や事業所などから排出されるし尿を適正に処理します。また、処理
施設の効率的な運営を図ります。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策１８-（１）安心できる水道【水道課】
（施策の展開）

水源浄水施設維持
管理事業【水道】

A

・武蔵台減圧場、横手ポンプ場の更新に向
けての方向性を検証できました。
・水質項目や放射性物質の検査を行い、供
給水の安全性の確認ができました。
・小学生を中心に浄水場の施設見学を行
い、水道の重要性をアピールすることがで
きました。

・電力量を削減するため、施設整備に合
わせて高効率設備との入れ替えを検討す
る必要があります。
・正規職員が実施している浄水施設維持
管理業務の一部について、委託等による
方法を検討する必要があります。
・引き続き安心安全で良好な水道水を供
給するため、職員の技術の向上を図ると
ともに、職員への技術の継承を行ってい
く必要があります。水道課

―
―

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
水質項目や放射性物質の検査を行い、供給水の安全性が確認できました。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

100.0 100.0 100.0 100.0
成果値 100.0 100.0 100.0

水質基準適合率（%）
目標値 ― ― 100.0

引き続き、水質項目や放射性物質の検査を行い、供給水の安全性の確保に努めます。

　市民が安心して飲める水道水を供給するため、水源や水質の適正管理に努めます。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策１８-（２）災害に強い水道【水道課】
（施策の展開）

配水施設整備事業
【水道】

A

・災害時等の応急復旧を考慮して、工事の
技術力の向上を図るため、市内の建設事業
者に工事の発注をしました。

・安心・安全で良質な水道水を供給するた
め、職員の技術の向上を図るとともに、職
員への技術の継承を行っていく必要があり
ます。

水道課
―
―

水源浄水施設整備
事業【水道】

A

・設備の経年化に対応するため、設備の更
新及び新設をすることにより施設の機能保
持を図り、合理的かつ安定的な給水に寄与
することができました。

・昭和50年代に設置された設備が、いまだ
数多く供用されており、引き続き計画的な
設備更新を行う必要があります。
　また、突発的な故障等に対応する必要が
あります。水道課

―
―

引き続き、基幹配水管路耐震化率向上を目標に新設及び布設替えを行っていきます。

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
ダクタイル鋳鉄管の新設及び布設替えの実施により、基幹配水管路の耐震化率の成果値が上昇しまし
た。

〔平成29年度目標に向けての取組〕（Action）

34.6 37.1 39.6 40.9
成果値 30.5 31.7 32.1

基幹配水管路の耐震化率
（%）

目標値 ― ― 32.1

　災害に強い給水体制を確立するため、水道施設の耐震化を計画的に推進します。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策１８-（３）将来にわたり持続する水道【水道課】
（施策の展開）

水道事業経営事務
【水道】

A

・経費の節減を基本とし、水道事業経営に
必要な用品等の購入を最低限に抑えまし
た。

・事業開始から45年が経過し、各施設と
もに更新時期を迎えています。施設の更
新には多額の費用が掛かるため、経営状
況を見極めながら計画的に行う必要があ
ります。
・安心、安全で良質な水道水を持続して
供給するため、職員の技術の継承や地方
公営企業会計に精通した職員の育成が必
要です。

水道課
―
―

水道料金徴収事務
【水道】

A

・事務を委託することで水道料金の収納率
を高い水準で維持できています。
・検針時に宅内漏水を発見した際は、速や
かに使用者に連絡し、漏水量の抑制に努め
ました。
・交換用の水道メーターは、全て新規購入
せず、修理使用することで経費を節減しま
した。
・交換用の水道メーターは、環境への配慮
から水道メーター本体の塗装を防錆・着色
塗装から防錆塗装のみにしました。
・水道メーターの交換時における事故防止
のため、市指定給水装置工事事業者に対
し、水道メーター交換事前説明会を行いま
した。

・宅内漏水の多くは、検針の際に発見さ
れますが、使用者自らが漏水を容易に発
見できる方法や給水管の凍結防止方法な
どを、広報ひだか、ホームページ、検針
のお知らせ票等を活用して積極的に周知
することで漏水量の更なる抑制に努めま
す。

水道課
―
―

受託工事事業【水
道】

A

・市指定給水装置工事事業者への安全対策
の徹底指導により労働災害の抑止に努めま
した。

・工事の品質確保に向け、市指定給水装
置工事事業者の研修会への参加を義務付
けるよう検討していきます。

水道課
―
―

配水施設維持管理
事業【水道】

A

・配水管台帳を電子化したことにより、窓
口対応がスムーズになりました。

・配水管台帳システムは発展段階であ
り、今後より多くの情報を集積し、デー
タベース化することにより市民のニーズ
に応えていきます。
・経年化した給水装置の漏水が発生して
いるため、今後は面的な更新工事を検討
します。

水道課
―
―

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
収益、費用ともに昨年度と比較して増額となっていますが、総費用の増加額より総収益の増加額が大
きかったため、前年度より比率が上昇しています。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

100以上 100以上 100以上 100以上
成果値 108.0 107.8 111.2

総収支比率（%）
目標値 ― ― 100以上

更新投資等に充てる財源の確保等、財政収支の見通しを適正に把握し、健全経営に努めることによ
り、100％以上を維持します。

　水道事業を将来にわたって運営するため、アセットマネジメントを活用し、経年化により老朽化した
水道施設を計画的に更新するとともに、水道事業資産を適切に管理し、財政収支の見通し等を正しく把
握し、事業運営をしていきます。
　水道事業の将来を担う人的資源を確保するため、職員を適正に配置するとともに、職員教育により
個々のレベルアップを図り、人材育成に努めます。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策１９-（１）下水道処理施設の整備【下水道課】
（施策の展開）

下水道接続促進事
業【下水道】

A

・公共下水道の整備が完了しているにもか
かわらず未接続により投資効果が十分発揮
されていない箇所185件を解消し水洗化す
ることができました。これにより水洗化率
が昨年と比べ0.3ポイント増加し97.6％と
なりました。

・水洗化率の向上により投資効果の早期
発現がかなうよう、今後も公共下水道へ
の接続を促し普及促進に努めていきま
す。

下水道課
―
―

浄化センター整備
事業【下水道】

A

・沈殿池スカムスキマ更新工事等、老朽化
した施設を効率的に整備することができま
した。
・高麗処理分区の公共下水道への接続に起
因した、日高市浄化センター機械・電気増
設工事を実施しました。

・社会情勢の変化等により、施設の新設
工事の際には耐震性を強化する必要があ
り、そのための費用の増大が懸念されま
す。

下水道課
―
―

管渠整備事業【下
水道】

A

・武蔵高萩駅北土地区画整理事業施行区域
内、中鹿山地区において、管渠の新設工事
を749.7ｍ実施したことにより、事業計画
区域内における生活環境の改善が図れまし
た。

・公共下水道の更なる普及促進を図るた
め、下水道認可区域内の未整備箇所につ
いては、計画的に管渠整備が実施できる
よう、今後も関係課所と協議・調整を図
りながら進めていく必要があります。
・高麗処理分区の公共下水道への接続の
ために事業計画の変更手続きを行い、必
要なポンプ施設等の設置を計画的に進め
ていきます。下水道課

―
―

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
目標値を達成できました。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）
武蔵高萩駅北土地区画整理事業の進捗と整合を図りながら、計画的に実施してまいります。
公共下水道整備完了後の未接続箇所への接続普及促進に努めます。

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

97.8 98.0
成果値 97.1 97.3 97.6

公共下水道の接続率(水洗
化率)（%）

目標値 ― ― 97.5 97.6 97.7

60.0 60.5 61.0 72.0
成果値 58.5 58.8 59.6

公共下水道の普及率（%）
目標値 ― ― 59.5

　生活環境の改善や公共用水域の水質保全を図るため、下水道施設の整備を推進します。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策１９-（２）下水道処理施設の適正な維持管理【下水道課】
（施策の展開）

コミュニティ・プ
ラント維持管理事
業【下水道】

A

・高麗処理分区で老朽化が顕著なコンク
リート製等の既設人孔蓋40箇所を鋳鉄製に
交換しました。これにより、騒音、振動等
が解消され生活環境の改善を図ることがで
きました。
・高麗処理分区の公共下水道への接続を見
据え県道川越日高線に埋設されている管渠
を今後も恒久的に使用するに当り、管渠の
更生工事に着手しました。
・施設の管理を適切に行い、安定した水質
を保つことができました。

・劣化の著しい既設人孔蓋について、引き
続き計画的な修繕を実施し、既存施設の適
正な維持管理に努めるとともに、生活環境
の改善を図ります。
・引き続き県道川越日高線埋設管渠を恒久
的に使用できるよう未整備区間の更生工事
を行います。
・日高市浄化センターに接続するまでの
間、老朽化した高麗汚水処理施設の適正な
維持管理を引き続き進める必要がありま
す。下水道課

―
―

農業集落排水施設
維持管理事業【下
水道】

B

・水中ばっ気攪拌装置の修繕を計画どおり
に行うことができました。
・施設の管理を適切に行い、安定した水質
を保つことができました。

・農業集落排水処理施設の維持管理コスト
の低減を図るため、汚泥削減等の方策を検
討していきます。

下水道課
―
―

浄化センター維持
管理事業【下水
道】

A

・節電を意識しながら適切な管理をするこ
とができました。
・放流水の水質について、基準を大きく下
回り適切に管理をすることができました。

・当施設の維持管理については包括的民間
委託を中心に行っておりますが、使用電力
量をはじめ経費の更なる節減が図れるよ
う、今後も委託業者のノウハウを生かし、
効果的な施設の維持管理を行います。
・放流水の水質については、更に引き続き
適正な管理を行い公共用水域の水質保全に
努めます。
・安全性の確保や予算の平準化により、老
朽化した設備の更新や修繕工事を実施する
など、効率的かつ計画的に施設の維持管理
を行えるよう、ストックマネジメント計画
を策定します。

下水道課
―
―

管渠維持管理事業
【下水道】

A

・東急こまがわ地区において老朽化した公
共汚水桝に関連した管渠の布設替を27箇所
実施することにより、施設の機能向上が図
れました。
・栗坪地内、高麗川三丁目地内、高萩地内
において管渠清掃業務を実施するなど、必
要な維持管理を行うことにより既存施設の
機能を確保することができました。

・今後も状況の把握に努めて良好な生活環
境を維持していくため、老朽化した管渠の
修繕、清掃業務を実施するなど既存施設の
計画的かつ適正な維持管理を行う必要があ
ります。
・このためストックマネジメント計画を策
定し、効率的かつ計画的な維持管理を目指
します。

下水道課
―
―

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)

〔平成29年度目標に向けての取組〕（Action）

成果値
―

目標値

　下水道施設の急速な老朽化対策のため、施設の長寿命化計画やアセットマネジメントを活用し、適切な
維持管理を推進します。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策１９-（３）雨水施設の整備【下水道課】
（施策の展開）

雨水排水施設の整
備事業【下水道】

A

・武蔵高萩駅北土地区画整理事業の進捗と
整合を図り雨水排水施設の整備を実施し、
延長138.5m雨水管を布設することができま
した。これにより事業施工区域の道路冠水
や宅地などへの浸水被害の防止等、住環境
の向上が図れました。

・区画整理区域以外の市街化区域におけ
る雨水排水施設の整備については、財源
はもとより放流先となる現況河川の整備
計画、布設計画路線の幅員など様々な課
題があり、計画的な整備が難しい状況で
す。
・平成29年度も武蔵高萩駅北土地区画整
理事業の進捗と整合を図り、効率的及び
計画的に整備が行えるよう、引き続き関
係課所と協議・調整を密にして推進して
まいります。

下水道課
―
―

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
目標値を達成できました。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

7.0 7.5 8.0 9.0
成果値 5.4 6.3 6.5

公共下水道雨水の整備率
（%）

目標値 ― ― 6.5

武蔵高萩駅北土地区画整理事業の進捗と整合を図りながら、計画的に実施してまいります。

　浸水被害を防止するため、雨水排水施設を整備し住環境の改善を図ります。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策２０-（１）企業への支援【都市計画課】
（施策の展開）

中小企業事業資金
融資事務

A

・認定事務を通して、中小企業の資金調達
を支援しました。
・スムーズに融資手続きが進むように、審
査及び認定を可能な限り短期間で実施しま
した。
・小口融資については、申請者と取引金融
機関に手続き方法を説明することで、より
スムーズに手続きが進むよう対応しまし
た。

・景気の上昇傾向により、セーフティ
ネットの対象業種が減少しているため、
小口融資制度の利用がみられました。今
後、セーフティーネット対象外業種によ
る小口融資制度の利用が見込まれます。

産業振興課
5,000,000円

P94

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
市内企業12社による合同説明会を開催しました。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

15 15 20 20
成果値 1 10 12

市内企業合同説明会参加企
業数（社）

目標値 ― ― 12

参加企業を15社に増やし、雇用と就業支援に取り組みます。
起業・創業支援の体制を整えていきます。

　市内中小企業の安定と経営基盤の強化による雇用の創出のため、低金利な資金調達を支援します。
　新たな成長産業の創出、育成を図るため、起業、創業を支援します。
　地域内雇用を推進するため、市民を対象とした市内企業の合同説明会を開催します。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策２０-（２）商工振興活動への支援【産業振興課】
（施策の展開）

電気工事業の登録
事務

A

・日高市で受付を行うことにより、市内業
者の利便性を向上することができました。

・受付件数が多くないことから、ノウハウ
の蓄積が課題となります。

産業振興課
0円
―

商工振興活動団体
支援事務

A

・市内商工業者の活性化には商工会の活動
が不可欠です。補助金を交付することによ
り、商工会事業の実施を支援することがで
きました。

・市商工会の事業費全体に補助金を交付し
ており、具体的な成果が分かりにくいた
め、申請及び実績報告の段階で、どのよう
な事業にどの程度の補助金を充てて活動を
しているのかを、明確にする必要がありま
す。

産業振興課
10,500,000円

P94

小口融資やセーフティネットの認定について、周知を図ります。また、日高市商工会と連携し、市内事
業所の更なる活性化を図っていきます。

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
小口融資やセーフティネットの認定を行うことにより、市内中小企業の経営の安定と経営基盤の強化の
ため、低利な資金融資をあっ旋しました。また、日高市商工会と連携して事業を行うことで、賑わいの
創出を図りました。

〔平成29年度目標に向けての取組〕（Action）

57,000 58,000 59,000 60,000
成果値 58,694 62,406 62,406

市内事業所売上額（百万円）
目標値 ― ― 56,000

　商工業者の経営の安定を図るため、商工団体の経営安定指導事業に助成を行うとともに連携を図りなが
ら、商工業の振興に努めます。
　地元での買い物を促進するため、意欲的な経営者を支援します。観光・物産の振興のため、観光協会、
商工会との連携を強化します。
　商工会と連携し、本市のＢ級グルメである高麗鍋をはじめとする高麗の郷ブランドなどのＰＲをしま
す。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策２１-（１）自然と歴史を生かした観光【産業振興課】
（施策の展開）

観光活性化事業

A

・お散歩マップの作成など体験型観光を展
開するための取組により曼珠沙華以外の観
光資源をＰＲし、通年観光の促進を図るこ
とができました。
・巾着田で開催した「菜の花まつり」では
飯能青年会議所と連携し、子どもたちが楽
しめる体験型観光イベントが展開できまし
た。
・高麗郡建郡1300年を契機とし、広域観光
連携の強化を図ることができました。

・高麗郡建郡1300年のレガシーの継承、
東京2020オリンピック・パラリンピック
を契機とした観光振興を図る課題があり
ます。
・観光協会との連携を深め、更なる通年
観光を推進していく必要があります。

産業振興課
5,158,978円

P95

高麗郷古民家等利
活用事業

A

・高麗郷古民家サポーターズクラブの協力
により、歳時記イベントなどを開催しまし
た。
・埼玉女子短期大学と連携し、古民家カ
フェを開催しました。
・施設をロケ地として活用しました。
・客殿の水屋を整備したことで、使用内容
の幅が広がりました。
・母屋客殿等を貸出可能施設としたこと
で、利用方法の選択が多岐にわたるように
なりました。

・市の重要な観光拠点の１つとして、多
くの観光客に訪れていただくための周知
及び巾着田で開催されるイベント時の誘
客等を図る必要があります。
・歳時記に合わせたイベントを引き続き
実施し、地域の伝統・文化の継承に努め
る必要があります。
・若い人に興味を持ってもらえるよう引
き続き地元の大学などと連携する必要が
あります。
・施設の特徴を生かし、ロケ地として活
用していただけるよう、広く周知を図る
必要があります。産業振興課

20,694,967円
P95

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

成果値 28,026 35,923 34,141
高麗郷古民家来場者数（人）

目標値 ― ― 36,000 37,000 38,000 39,000 40,000

3,740,000 3,741,000

成果値 3,562,922 3,902,962 3,837,245
入込み観光客数（人）

目標値 ― ― 3,710,000 3,720,000 3,730,000

575,000 600,000 625,000 650,000
成果値 543,425 562,073 552,331

巾着田年間来場者数（人）
目標値 ― ― 550,000

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
曼珠沙華まつり期間中の天候不順なども影響し、来場者数が減少傾向にあります。
日高市観光協会と連携し、観光活性化事業やＰＲに取り組んできました。自然に関係した観光施設及
び事業が多いため、入れ込み観光客数は、天候により増減しています。
歳時記イベントや施設貸出に伴い、一般公開開始時に比べて来場者数は増加しました。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）
巾着田や曼珠沙華まつりのＰＲを図り、来場者増加に取り組みます。
日高市観光協会と連携して事業展開や情報発信を図ることにより、年間を通じての観光の活性化を図
ります。
歳時記イベントの開催や巾着田で開催されるイベント時誘客等を図り来場者数の増加を目指します。

　観光地としての活性化を図るため、ホームページなどを用いて自然や歴史などの魅力を発信します。
また、首都圏からの観光誘客のため、手軽に自然に満喫できる日帰り観光地また、遠足の聖地としての
確立を目指します。
　本市を訪れる観光客や市民が親しみを持ち、満足される観光施設などの整備を推進します。
　自然や歴史を満喫してもらうため、ハイキングルートの美化・整備を推進します。
　高麗郷の魅力アップのため、巾着田や日和田山、清流高麗川の整備を推進するとともに、高麗郷古民
家を活用したイベントを実施します。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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遠足の聖地プロ
ジェクト事業

A

・国の加速化交付金を活用し、遠足ニーズ
等調査を行うことで、今後のＰＲ方法や方
針を立てるための基礎的な調査を行うこと
ができました。
・調査結果をもとにＰＲ冊子を作製、配布
し、今後遠足地として選定していただくた
めの情報発信を行うことができました。

・中長期的な視点での施設整備やＰＲの
方法などを検討する必要があります。
・多くの遠足を誘致するため、対象を
絞って効果的なＰＲを行う必要がありま
す。

産業振興課
4,960,010円

P98

巾着田維持管理事
業

A

・巾着田の四季を楽しめるよう維持管理す
ることで、年間を通じて観光客でにぎわい
ました。
・巾着田曼珠沙華公園を拡大し、駐車場収
入を市の歳入にすることができました。
・曼珠沙華群生地沿いに設置されている木
柵とネットを擬木柵に改修したことにより
美観の向上を図ることができました。

・あいあい橋や公衆トイレ、舗装道路、
鹿台堰など、巾着田の施設で経年による
劣化が見受けられるため、改修が必要と
なっています。
・巾着田の魅力である昔ながらの田園風
景を維持していく必要があります。
・巾着田内に点在する私有地により、整
備及び交通の妨げとなっています。

産業振興課
54,176,020円

P97

ロケーションサー
ビス事業

B

・巾着田や高麗郷古民家を中心とした日高
市内の観光資源を撮影に使用してもらうこ
とにより、放送等を通じてＰＲを行うこと
ができました。

・現在は業者からの相談を待っている状
況であるため、こちらからＰＲしていく
手法等について研究していく必要があり
ます。

産業振興課
0円
―

マスコットキャラ
クター活用事業

A

・新デザインの作成や市内イベントへの参
加により、市民や職員に更に親しみをもっ
てもらうことができました。
・市内外のイベントに参加し、啓発品を配
布することで更なるＰＲにつながりまし
た。

・民間企業や近隣市町との連携を図りな
がら、市内外への更なるマスコットキャ
ラクターのＰＲに努めていきます。

産業振興課
459,654円
P97

市民釣り堀維持管
理事業

B

・市民の憩いの場である釣り堀の管理を、
近隣に住む市民やシルバー人材センターに
委託することで、鯉の飼育活動や釣り堀内
の美化を保つことができました。

・市内に類似施設がなく、根強い利用者
がいるため、閉鎖することが難しい状況
です。
・施設の老朽化による破損箇所もあり、
廃止も含めた今後の活用を検討する必要
があります。

産業振興課
273,082円
P96

観光地美化事業

A

・駒高休憩所の四阿屋を修繕し、さらに景
観がよくなりました。
・駒高公衆トイレの設計が完了しました。
・年間を通して、ハイカーやバーベキュー
客が多いため、観光地の美化活動を近隣ボ
ランティア団体に委託することにより、ハ
イキングコースや河川等をきれいな状態に
保つことができました。

・美化清掃活動を委託している団体や個
人が、高齢化により活動を継続していく
ことが難しいという声があるため、人材
の発掘及び育成をしていく必要がありま
す。

産業振興課
8,864,945円

P96
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施策２１-（２）広域で連携した観光の推進【産業振興課】
（施策の展開）

観光振興活動団体
支援事業

A

・年間を通し四季の特色を生かした事業を
行い、観光客の誘客ができるよう日高市観
光協会に補助金を交付しました。
・被補助団体である観光協会は、曼珠沙華
まつりでの球根や土産品販売等により、歳
入を確保しました。
・観光協会が、巾着田を中心とした市の観
光振興に寄与しました。
・飯能市・日高市賑わい創出連携事業協議
会により広域ハイキングイベントや両市を
会場とした賑わいイベントを開催しまし
た。

・観光協会をより充実した組織とするた
め、歳入確保、人員確保及び人材の育成が
必要です。
・事業に対して観光協会が主体的に取り組
むことができるよう、支援していく必要が
あります。
・通年でご来場いただけるような施策を検
討する必要があります。

産業振興課
600,000円
P98

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)

〔平成29年度目標に向けての取組〕（Action）

成果値
―

目標値

　従来からの地域的な結びつきを活用するとともに、高麗郡建郡1300年記念事業、2020年東京オリンピッ
ク・パラリンピック競技大会の開催を契機とした観光誘客など、観光地としての魅力を高めるため、関係
団体や自治体との連携を継続していきます。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策２１-（３）市民参加の観光イベント【産業振興課】
（施策の展開）

高麗郡建郡1300年
記念祭開催事業

A

・遠くは海外からのお客様をはじめ、多く
のお客様をお迎えし記念祭を実施すること
ができ、市全体で祝賀することができまし
た。
・記念祭当日の会場では、高麗郡域である
近隣市町や、ゆかりのある市町を県外から
お迎えし、記念観光展を実施し、記念祭を
盛り上げることができました。

・高麗郡建郡1300年を契機に盛り上がっ
たまちづくりの機運を、継続し、新たな
観光資源として、まち全体を活性化させ
ていく必要があります。

産業振興課
30,944,056円

P100

高麗郡建郡1300年
記念事業

A

・（一社）高麗1300等の民間団体との協働
で事業を開催することにより、高麗郡建郡
1300年を周知する機会が増加するととも
に、市全体で祝賀することができました。
・高麗郡建郡1300年関連事業の参加者数が
増えているなど、高麗郡建郡1300年の認知
度が向上しました。
・にじのパレード開催に当たり、高句麗衣
装づくり教室からパレード当日まで、市民
の多くの方に参加していただくなど、地域
一体となって高麗郡建郡1300年を盛り上げ
ることができました。

・高麗郡建郡1300年を契機に盛り上がっ
たまちづくりの機運を、継続し、新たな
観光資源として、まち全体を活性化させ
ていく必要があります。

産業振興課
30,586,781円

P99

日高市民まつり開
催事業

A

・市民ボランティアや学生ボランティア等
を募り、265人の方に参加していただき、
まつりのテーマである「祝　高麗郡建郡
1300年記念　市民がつくる日高のまつり」
の醸成につながりました。

・産業観光の更なる発展に向けて、さま
ざまなイベント等を検討する必要があり
ます。

産業振興課
5,000,000円

P99

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
市内中学校に市民まつり等でのボランティア募集を行っており、平成28年度の高麗郡建郡1300年事業
に伴い参加者が増加しました。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

270 280 290 300
成果値 167 143 265

観光イベントボランティア
参加者数（人）

目標値 ― ― 260

市内中学校へボラティア募集のＰＲを行い、参加者数の増加を目指します。

　市民、民間団体などが地域への愛着や誇りを持てるよう、市民ボランティアとして観光イベントに参
加できる体制を整備します。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策２２-（１）農地の保全と遊休農地の有効活用【産業振興課】
（施策の展開）

耕作放棄地活用促
進事業

A

・企業の農業参入を推進するにあたり農地
中間管理事業を活用し、関係機関等と連携
を図りながら事業を推進しました。
・平成28年度に合計29筆、約3.5haの利用
集積を行い、農地の有効活用を図りまし
た。遊休農地面積についても大幅に減少し
ました。
・３か所開設している市民農園にて120名
の市民が農地を有効に利用しました。

・企業の農業参入は遊休農地を解消する
手段として有効です。しかし、地権者調
整、現地調査、再生工事調整にかなりの
労力が必要となります。費用対効果等も
踏まえて、企業との係り方について一部
改善、検討が必要となります。
・農地の利用集積を行うにあたり、タイ
ミング等担い手の都合で借りられない農
地もありましたので、引き続き利用調整
を継続していきます。産業振興課

1,027,828円
P86

耕作放棄地解消事
業

A

・農地の経営状況調査を行うとともに、農
地のあっせんを行うための、売買や貸借に
関するアンケートを実施しました。
・農地利用状況調査を実施し、遊休化して
いる農地について適正指導を行いました。
・農地利用状況調査を通して、農業経営の
拡大を図る農業者の方へ、農地のあっせん
を行いました。

・農業者の高齢化や担い手不足などの理
由から、耕作放棄となる農地が増える傾
向にあります。
・各種調査により農業者や農地所有者の
意向を把握するとともに、耕作放棄とな
りうる可能性のある農地の適正利用と農
地のあっせんを行います。

農業委員会事務局
0円
―

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
認定農業者等の担い手へ積極的に利用集積を行い、遊休農地面積の合計が減少しました。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

40.0 40.0 40.0 40.0
成果値 44.6 43.8 36.1

遊休農地面積（ha）
目標値 ― ― 40.0

経営規模拡大を希望する農家へ積極的に利用集積を行い、遊休農地面積の減少を進めます。

　遊休農地を解消するとともに、農地を保全し有効活用を図るため、認定農業者、認定新規就農者や農
業参入を希望する企業などへ積極的に農地の集積支援を行います。
　市民の農業への理解と関心を深めるため、遊休農地を活用し、土と触れ合える場を提供します。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策２２-（２）農業経営の安定化【産業振興課】
（施策の展開）

農業総務事務

A

・農業者の災害への備えである共済制度に
助成することで、農業災害時の農業者への
支援を行い、農業経営を守ることができま
す。

・農業者の災害への備えであるため、引き
続き助成を行い、支援することが必要とな
ります。

産業振興課
1,867,088円

P85

農業者年金事務

A

・農家へ戸別訪問し、農業者年金について
の説明を行いました。
・農業者の集会時に、農業者年金の説明会
を行いました。
・農業委員会だよりに農業者年金について
掲載し、農業者に情報を周知しました。

・加入促進を行いましたが、景気や社会情
勢の影響により、加入までには至りません
でした。
・今後も各種イベント等でチラシを配布す
るなどの広報活動を推進します。

農業委員会事務局
1,160円
P291

農業委員会広報事
務

A

・農業者に農業生産力の発展や、地位向上
が図れるよう年２回、市内農家約1,600世帯
に農業委員会だよりをを配布し、農業に関
する情報等の提供をすることができまし
た。

・農業委員会の活動や農業に対する最新の
情報及び状況を伝えられるよう農業委員会
だよりの内容を分かりやすく改善していき
ます。

農業委員会事務局
13,342円
P290

農業委員会運営事
務

A

・農地の権利移動について、農業委員会総
会で審議し許可書を適正に発行しました。
・農地転用についても審議後、許可相当と
して埼玉県へ意見を付して遅滞なく送付し
ました。
・農地、農家に関する各種証明書等の発行
を適正に行いました。
・毎月１回農地パトロールを行い、利用状
況等の確認をしました。
・農業委員会委員の改選に伴い、法改正後
の新体制として、14名の委員を任命しまし
た。

・違反地に対し指導のみではなく、農地法
及び関連法令に関する理解をしていただけ
るよう指導を行う必要があります。
・パトロール等で現地に行った際に、農業
者とその場で意見交換し、より多くの声を
反映させた施策を取り入れ、農業経営の向
上を図ります。
・農業委員会委員と農地利用最適化推進委
員が連携し、農地利用の最適化推進に向け
た活動を行うための支援をしていく必要が
あります。

農業委員会事務局
6,716,615円
P290

新規就農者を支援する様々な制度について、ホームページやパンフレット等で周知を図り、新規就農
者の確保を目指します。

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
「いるま地域明日の農業担い手育成塾」における２年間の実践研修を終えた修了生１名について、新
規就農者の認定を行いました。

〔平成29年度目標に向けての取組〕（Action）

2 3 4 5
成果値 0 0 1

認定新規就農者数（人）
目標値 ― ― 1

　関係団体と連携し、多様な担い手への規模拡大、認定新規就農者への支援、特産品の普及、鳥獣被害
防止対策、畜産農家の自給飼料作物の生産拡大、家畜ふん尿などの堆肥化を進め、家畜伝染病予防など
農業経営の安定化を支援します。
　農業体験を通じて市民の農業への理解を深めるとともに、地域で生産されたものを地域で消費し、消
費者と生産者の「顔が見え、話ができる」関係づくりを目指します。
　環境にやさしい農業を推進します。また、食の安全・安心の観点から関係機関と連携して、食品表示
制度への理解と趣旨普及に努めます。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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土地改良事務

B

・入間第二用水土地改良区との負担協定に
より、計画的な水路改修を実施することが
できました。
・台風９号による災害復旧工事を実施し
た、入間第二用水土地改良区へ工事費を負
担しました。

・耐震対策が必要と思われるため池につい
て、詳細な調査等を実施する必要がありま
す。また、必要があれば改修工事の実施を
検討します。

産業振興課
17,571,362円

P91

有害鳥獣駆除対策
事業

A

・日高市鳥獣被害防止対策協議会を中心に
関係機関と連携して、鳥獣の防除及び被害
の軽減を図ることができました。

・年々捕獲数が増えてきており、職員がそ
の対応に追われているため、新たな捕獲従
事者の育成が必要となります。
・捕獲以外の被害軽減対策も検討していく
必要があります。

産業振興課
576,232円
P89

農村集落施設維持
管理事業

A

・農業者の生産活動及び福利活動に寄与し
ました。
・高麗、高萩南の両施設とも利用者が増加
しました。

・高麗農村研修センターの加工室について
は、食品衛生法の許可が必要であるため、
簡易的な利用が難しい状況となっていま
す。また、施設の老朽化への対応が必要と
なります。
・農村広場は、大谷沢区が管理しています
が、区の行事等で利用されていないため、
管理の方法について協議していく必要があ
ります。産業振興課

2,553,020円
P88

農業振興地域整備
計画事務

A

・農業振興地域整備計画により、適切な農
地の保全を図ることができました。

・道路等の社会基盤の整った地域について
は、まちづくり全体の中で農業振興に支障
のない範囲で適切に変更することが必要と
なります。産業振興課

183,600円
P88

農業後継者対策事
業

A

・学校農園および緑の学校ファームでは、
各学校に資材・種苗提供の充実を図ること
で、子どもたちが農業に触れることができ
ました。また、成果を市民まつり農産物品
評会場内で展示発表しました。
・体験農場事業では、既存の事業にも関わ
らず、前年度を大きく上回る参加人数を得
ることができ、農業体験に対する市民の関
心の高さを知ることができました。
・新規に実施した農業後継者婚活事業で
は、参加者66人（33組）のうち17組のカッ
プルが成立し、市内男性農業者と一般女性
の交流を図ることができました。

・新規の農業体験および市の特産品を利用
した収穫体験等の実施について検討してい
きます。
・農業後継者婚活事業では、市内農業者の
パートナー対策として実施するため、参加
者が特定されてしまいます。そのため、３
年に一度程度での継続開催が適当と考えま
す。

産業振興課
1,922,000円

P87

担い手農家育成事
業

A

・効率的かつ安定的な経営体を目指す農業
者に対し、利子補給を行い、農業者の経営
安定を図ることができました。
・農地利用集積を図り、遊休農地の解消及
び担い手の効率的な経営を支援しました。
・当年度に認定期間の満了を迎えた認定農
業者すべてが更新を行い、併せて後継者と
の共同申請を促した結果、認定農業者の増
加が図れました。

・認定農業者制度について、パンフレット
等を作成し周知を図ります。
・新規認定農業者の確保に努めます。

産業振興課
212,069円
P87

特産品創出事業

A

・研究会としてブルーベリージャムを生産
し、市民まつり等で販売しました。
販路先のない生産者の収入源となりまし
た。
・黒斑果のぽろたん栗を使用し新たな加工
品(揚げ栗)を開発することで、廃棄ロスの
軽減が図れました。
・栗に関する多種多様な事業実施に向けて
新たに「栗施策推進委員会」を立ちあげま
した。第１回ひだか栗フェスティバルを開
催し、市内外に向けた特産品のＰＲと市の
知名度向上を図りました。
・広報ひだかや記者クラブへの情報提供で
ＰＲを行いました。

・ＰＲ効果によりぽろたん栗の購入希望者
が多数ありましたが、供給量が少ないため
に即完売し、購入できない方が多くいまし
た。
栗の生産量を増やすためのシステムを充実
させる必要があります。
・コンテストによって生み出された商品と
既存の商品を併せて、栗を使用した商品の
ＰＲをしていく必要があります。
・農業者の収益増に向けた、販路の拡大に
ついて検討していく必要があります。

産業振興課
779,967円
P86
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家畜防疫事務

A

・家畜防疫に関する研修会を実施し、消毒
薬の種類や使用方法等、伝染病予防に関す
る知識を深めました。
・畜産協会と連携し、家畜伝染病予防及び
公害対策に努めることができました。

・近年、市街化調整区域に住宅が増えたた
め、悪臭や衛生害虫などの苦情が多くなり
その対応が必要となります。

産業振興課
335,000円
P90

農業者経営安定対
策事業

A

・米の作付面積は、ほぼ目標どおりとな
り、当市の米の生産調整は、達成できまし
た。

・生産数量調整が終了するため、過剰作
付・過剰供給による米の販売価格の大幅な
下落が生じないよう引続き状況を注視する
必要があります。

産業振興課
1,943,704円

P89
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施策２２-（３）林業の振興【産業振興課】
（施策の展開）

林業振興事業

A

・林業の経営の再生を図るため、関係団体
と事業実施について連携して情報交換を行
いました。
・台風９号による林道山根線他の災害復旧
工事を実施しました。

・林業の振興を図るため、地権者と事業
実施主体が森林経営計画を締結する必要
があるため、事業化までに長期間を要す
る場合があります。
・手入れがされていない森林が増えてい
るため、倒木等による除去費用の増加が
懸念されます。

産業振興課
1,740,307円

P93

緑の募金管理運用
事務

B

・自治会で家庭募金を実施することによ
り、地域での緑化事業への理解を得ること
ができました。
・県内の市の中で世帯当たりの募金額が１
位でした。

・他部所を含め、年間複数の募金協力を
自治会へ依頼しているため、理解を得ら
れるよう、使途を明確にするとともに、
より丁寧な説明をする必要があります。

産業振興課
1,262,041円

P92

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
彩の国みどりの基金を活用して森林整備計画に基づき約74.8haの間伐を実施しました。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

78.0 85.0 92.0 100.0
成果値 13.6 64.1 74.8

森林間伐面積（ha）
目標値 ― ― 71.0

森林関係団体と協力して、引き続き間伐を実施していきます。

　西川広域森林組合などによる森林施業計画の策定を支援し、林業関係団体と連携して林業の振興に努
めます。
　林道の適切な管理を行うとともに、間伐を行うなど良好な森林保全を図ります。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策２３-（１）計画的かつ効率的な行政運営の推進【政策秘書課】
（施策の展開）

議会図書室管理事
務

A

・議会図書室を整備・維持することができ
ました。

特になし

議会事務局
638,211円
P285

議員研修事務

A

・先進自治体に行き、直接見聞きすること
で、インターネットや書籍等だけでは得ら
れない情報等を得ることができました。

・視察研修先が早い時期に決定できるよ
う計画的に進められる手法を検討しま
す。

議会事務局
2,748,417円
P285

議会運営事務

A

・本会議や委員会、全員協議会、代表者会
議等の会議については、適正な運営が行わ
れたと評価できます。

特になし

議会事務局
1,315,027円
P284

議員報酬等事務

A

・議員に議員報酬（４月～翌３月分）を適
切に支払いました。
・議員に議員期末手当（６月期、12月期
分）を適切に支払いました。年間の支給割
合を4.2から0.1引き上げ、4.3にしまし
た。
・議員共済会負担金（４月、５月、８月、
11月、翌２月分）を適切に支払いました。

特になし

議会事務局
126,006,391円

P284

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

成果値
―

目標値

　急速に進展する少子高齢化に的確に対応するとともに、複雑化、多様化、高度化する行政課題に的確
に対応できるよう、適宜、組織機構の見直しを図るなど、計画的かつ効率的な行政運営を推進します。
　行政改革を推進するため、行政評価制度を活用した施策や事務事業の進行管理を実施し、質の高い行
政運営の実現に向けた取組を推進します。
　時代の変化や市政の課題に的確かつ適切に対応できる職員などを育成するとともに、職員の能力開発
及び意識改革を更に進め、組織力向上のために成果を出す人材育成に努めます。また、人材を的確に活
用をするため、人事管理制度の充実に努めます。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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職員提案等推進事
務

A

・随時提案方式での職員提案が３件あり、
１件を採用しました。

・今後も、職員が自ら政策等を考え、提
案しやすい環境を整える必要がありま
す。また、継続的に制度の周知を図る必
要があります。

政策秘書課
10,000円
P5

企画総務事務

A

・行政経営審議会を開催し、市の行政経営
に対する意見を伺うことができました。
・経営戦略会議の付議項目について見直し
を行うことで件数増加を図りました。

・他自治体などの自治体経営に関する先
進事例を参考に、本市への効果について
の研究・検討をより一層進める必要があ
ります。
・若手職員プロジェクトチームについて
は、プロジェクトチームのあり方を含
め、内容を見直す必要があります。

政策秘書課
690,727円
P5

職員表彰事務

A

・職員の勤労意欲の増進が図れました。 特になし

政策秘書課
17,887円
P2

市長・副市長秘書
事務

A

・市長及び副市長の業務遂行を円滑にする
ことができました。
・公務出張の行程をスムーズにし、目的が
円滑に遂行できました。

・執務が滞ることがないよう、市長、副
市長及び関係機関等との連絡体制を常に
整えておく必要があります。
・公務が重ならないよう、日時・内容等
慎重に確認しながら行う必要がありま
す。

政策秘書課
2,696,872円

P2

職員能力開発事務

A

・主任級以下職員を対象としたコンプライ
アンス研修を行い、職員の危機管理意識を
高めるとともに、業務における法令遵守の
再認識ができました。

・職員研修については、人材育成基本方
針に基づいた、市職員に求められる職員
像の形成に向けた研修を実践していきま
す。
・業務能力や市民サービスの向上につな
がるよう、継続的に職員の資格取得の奨
励に努めていきます。

総務課
1,892,435円

P39

職員福利厚生事務

A

・安全衛生対策の一環として「衛生管理者
だより」を発行しています。心身の健康に
関する情報や生活習慣の改善等について掲
載し、職員の健康管理に努めました。
・職場巡視を毎月実施し、職場の安全衛生
に積極的に取り組みました。

・職員の心の健康を保持し、メンタル不
調に陥ることを未然に防止できるよう実
施したストレスチェック結果等に基づ
き、引き続き心のケアに努めます。
・気軽にメンタル相談ができるよう、心
理カウンセラー・臨床心理士等によるメ
ンタルヘルス相談窓口(電話相談含む)
の、利用しやすい環境づくりに努めま
す。

総務課
4,281,395円

P39

育休代替職員等労
務管理事務

A

・一時的な欠員補充を目的に臨時職員を採
用することで、業務効率を低下させること
なく、安定した業務を遂行することができ
ました。
・臨時職員を採用することで職員が育児休
業を取得しやすい環境になるよう努めまし
た。

・育児休業や病気による休職等は予測が
困難ですが、業務遂行に支障がないよう
適正に臨時職員を採用していきます。

総務課
23,353,618円

P38

人事給与関係事務

A

・職員採用試験及び昇任試験の試験問題、
採点、管理に関し、専門業者を利用するこ
とにより、公正かつ安定的に試験を実施す
ることができました。
・昇任試験制度の変更を行いました。市民
からのニーズに対応するため、専門職であ
る保健師や精神保健福祉士等にも主幹級以
上の管理職への登用ができるようにしまし
た。
・人事給与情報総合システムを使用するこ
とにより、迅速で正確な人事給与関係事務
を行うことができました。

・任用形態及び職種の多様化、また、制
度改正などに対応できるよう、適正な人
事・給与情報等の管理を継続的に行うこ
とが必要となります。

総務課
3,953,814円

P38
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教育委員会運営事
務

A

・必要最小限の支出にとどめ、適正な事業
を行うことができました。
・交際費の支出及び公表に関する基準によ
り、透明性を確保して、適正に支出するこ
とができました。

・教育委員会を円滑に運営するため、積
極的に教育委員研修等に参加してもらえ
るよう、委員に働きかけます。
・交際費の支出については、基準に基づ
き適正に執行できるよう努めます。教育総務課

1,438,940円
P210

監査事務

B

・例月出納検査や決算・定例監査について
は、年度当初に作成した監査計画に基づ
き、実施することができました。

・財務に関する事務執行の適正を確保
し、市民の信頼を高めていくためには、
例月出納検査や定例監査のほか、特定の
事務又は事業について、法令等に従って
適正に処理されているかという観点に加
えて、費用対効果に配慮したものとなっ
ているか、所期の成果をあげているかな
どを主眼とした行政監査の導入を検討す
る必要があります。
・監査委員制度の改正や新たな監査基準
の導入が予定されており、国県や近隣市
町の動向を注視していく必要がありま
す。

監査委員事務局
1,394,720円
P300

選挙啓発事務

A

・特に若年層の投票率向上につながるよ
う、バースデーカードを送付するととも
に、選挙権年齢の18歳引き下げに対し啓発
用のパンフレットを購入し、18歳から20歳
の市民へ配布しました。
・市内中学校の３年生を対象に給食を投票
により決定する模擬投票を実施しました。
・日高高校の３年生を対象に模擬投票を実
施しました。

・近年の投票率の低下を鑑み、明るい選
挙推進協議会と連携し、一層の啓発が必
要であると考えます。

選挙管理委員会事務局

364,032円
P295

選挙管理委員会運
営事務

A

・名簿調製や委員会事務等については公職
選挙法の定めに従い、適正に行うことがで
きました。
・選挙における会議・研修等に積極的に参
加し、知識の向上に努めることができまし
た。

・事務局職員及び選挙管理委員共に外部
研修へ参加したり、委員会開催時に勉強
会を開催するなど、継続的に知識の向上
に努める必要があります。

選挙管理委員会事務局

2,319,739円
P294

固定資産評価審査
委員会運営事務

A

・地方税法の規定に基づき、日高市固定資
産評価審査委員会を置き、固定資産課税台
帳に登録された事項に関する審査申出に備
えました。

・審査申出に基づかない、定例的な委員
会の開催については、検討が必要です。

固定資産評価審査委員会

65,890円
P302

公平委員会運営事
務

A

・各種研究会等に参加し、最新の人事行政
や社会一般情勢等の情報の習得に努めるこ
とができました。

・参加する各種研究会等を精査すること
で、歳出の削減に努めていきます。

公平委員会
288,347円
P304

組織管理事務

A

・第５期定員管理計画に基づき、適正な組
織管理を行うことができました。
・第５期定員管理計画を踏まえた適正な組
織のあり方と再任用職員の適正な配置を行
いました。

・行政課題に迅速かつ的確に対応できる
よう組織の再編及び統廃合を検討してい
く必要があります。

政策秘書課
0円
―

総合計画策定及び
推進事務

A

・遅滞なく事務を進めることができまし
た。
・内部評価に加え、外部評価を実施するこ
とで、市民への説明責任を果たすととも
に、行財政運営の改善につなげることがで
きました。

・行政評価を分かりやすく、より厳正な
評価ができるよう研究を行い、次期計画
策定時に見直しを行う必要があります。

政策秘書課
187,948円
P6
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市長選挙事務

A

・公職選挙法の定めに従い、適正に執行す
ることができました。

・投票率向上のため、選挙時啓発の強化
に努める必要があります。

選挙管理委員会事務局

4,538,316円
P297

参議院議員通常選
挙事務

A

・公職選挙法の定めに従い、適正に執行す
ることができました。
・18歳から20歳の新有権者へ啓発パンフ
レットを配布しました。

・投票率向上のため、選挙時啓発の強化
に努める必要があります。

選挙管理委員会事務局

20,749,748円
P296

自衛官募集事務

A

・自衛隊入間地域事務所からの広報ひだか
掲載依頼に、滞りなく対応しました。ま
た、成人式にて自衛官募集のパンフレット
を新成人へ配布し、周知を図りました。

・募集の周知については、近隣市の状況
を考慮しながら、広報ひだかへの掲載を
継続するだけでなく、ホームページへ掲
載するなど、より市民に周知できる方法
の検討が必要となります。総務課

7,000円
P44

基地対策関係事務

A

・要望活動に参加し、基地周辺対策の改善
に貢献することができました。

・周辺住民への適切な情報提供ができて
いるか見直していくことが必要となりま
す。

危機管理防災課
54,400円
P48

争訟事務

A

・平成28年度においては、法的紛争（訴
訟、民事調停など）の事案がありませんで
したが、各課からの相談などに丁寧に対応
し、これを適切に処理することで、市民の
利益の確保に努めました。

・各課の事務が複雑化しており、法的紛
争に係る事務については、専門的な知識
経験が求められるため、職員の積極的な
学習及び研修が必要になります。
・紛争事案に対する顧問弁護士等との調
整のため、各課との連絡協力体制を構築
する必要があります。

市政情報課
992円
P10

議会及び議案事務

A

・議会定例会に議案を提出し、及び全員協
議会の対応を適正に行うことができまし
た。

・地方自治法等に規定する議会の議決及
び報告が必要な事項について、その時々
の動向を広く情報収集し、適切に処理す
る必要があります。

市政情報課
0円
―

総務管理事務

A

・庁内で保険内容等の情報を共有するた
め、パンフレットを各課へ配布する等の周
知を行いました。
・施設等に貸与している国旗及び市旗の状
態を確認し、劣化したものについては計画
的に交換を行いました。

・補償対象件数等の実績から、保険料等
が適正となっているか確認するため、契
約する保険内容について、随時検討して
いく必要があります。

総務課
1,035,911円

P40

教育委員会総務事
務

A

・必要最小限の支出にとどめ、適正な事業
を行うことができました。
・各種会議などに参加することにより、情
報交換を行うことができ、教育委員会の適
切な運営に努めることができました。

・職員が自らできることは分担して行う
ことにより、さらなる経費節減に努めま
す。

教育総務課
1,570,469円
P211

158



同居近居促進事業

A

・制度開始が９月であったため、補助金交
付決定数は３件でしたが、案内用のチラシ
を配布したことで、相談や問い合わせが多
数寄せられ、宣伝効果を得ることができま
した。

・今後、多くの相談や問い合わせ、交付
申請が見込まれる一方で、制度導入によ
る成果を検証する必要があります。

政策秘書課（都市計画課）

1,900,000円
P198

総合戦略推進事務

A

・「日高市まち・ひと・しごと創生総合戦
略」に掲げる４つの戦略に関連する62事業
のうち、約９割に当たる60事業で取組を開
始することができました。
・先駆的な地方創生の取組を進める自治体
に対して国が交付する「地方創生交付金」
を活用した事業の検討を進め、２つの事業
で交付決定を受けることができました。

・「日高市まち・ひと・しごと創生総合
戦略」を推進するため、関係課所を始
め、近隣市町や関係機関と連携した取組
を進める必要があります。
・施策や事業の進捗管理を行うため、適
宜、効果検証を実施し、必要に応じて総
合戦略の見直しを図ります。
・加速度的に進行する人口減少に歯止め
を掛け、本市の活力を維持するため、よ
り効果的な施策や事業について、全庁的
な検討を進める必要があります。政策秘書課

2,606,776円
P6
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施策２３-（２）広域行政の推進【政策秘書課】
（施策の展開）

地域間交流事業

A

・高麗郡建郡1300年を記念した事業とし
て、高麗王若光ゆかりの地である神奈川県
大磯町を訪れる婚活バスツアーを実施しま
した。26～44歳の男女計32人参加し、５組
のカップルが成立しました。
・高麗郡建郡1300年記念事業の締め括りと
して、高麗郡の建郡に深く関わりのある神
奈川県大磯町を訪れるバスツアーを実施し
ました。55人の市民が参加し、高来神社や
県立大磯城山公園を訪れ、本市との歴史的
なつながりや大磯町の郷土・文化を学びま
した。

・神奈川県大磯町との交流に関して、高麗
郡建郡1300年記念事業が終了した今後は、
行政間で取り組める連携事業を模索しなが
ら、併せて民間単位の交流を検討する必要
があります。

政策秘書課
487,881円
P7

広域飯能斎場組合
事務

A

・広域飯能斎場組合に係る負担金について
遅滞なく、適切に支出しました。

・施設、設備の老朽化や人口ピラミッドを
勘案した、中長期的な改修計画の検討が必
要です。

環境課
21,495,687円

P74

広域行政推進事務

A

・レインボー協議会構成市町と連携を図
り、各種事業を実施することができまし
た。
・埼玉西部消防組合、広域飯能斎場組合
等、関わりが強い４市が構成している、ダ
イアプラン加入に向けた準備を実施するこ
とができました。

・各自治体が持ち回りにより事業を運営す
ることから、開催会場の関係で、日高市民
の参加率が変動し、参加人数が少数となる
事業があります。

政策秘書課
604,802円
P7

地域住民の生活実態に対応した広域的な視点に立って、公共施設の利用環境を整備するとともに、周辺
地域とも連携を図り、バランスのある戦略的な公共施設の配置及び利活用を推進していきます。

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
目標数値には届かなかったが、周辺市町と連携を図り、市民や地域住民の利便性向上に努めることがで
きました。

〔平成29年度目標に向けての取組〕（Action）

105 108 110 112
成果値 102 100 100

相互利用ができる公共施設
の数（か所）

目標値 ― ― 102

　市域を越えた共通課題の解決や行政資源の広域的な活用など市民サービスの拡充や行政サービスの効率
化が図れる事業については、市民ニーズに即して近隣市町との連携強化を図るとともに共同実施を図るな
どの広域行政を推進します。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策２３-（３）電子自治体の推進【市政情報課】
（施策の展開）

情報化推進事務

A

・市役所を含む市内10施設に設置している
公衆無線ＬＡＮの維持管理を行い、市民向
けスペース利用者の利便性向上に寄与しま
した。
・情報システム、情報政策研修に参加し、
最新の情報と今後対応すべき情報を得るこ
とができました。
・ＩＣＴコンサルタントを導入したこと
で、情報セキュリティの確保とＩＴ投資の
全体最適を図ることができました。

・得られた知識や情報をいかに早く市民
サービスにつなげるか、システム全体の
状況を常に把握し、システムを有効活用
できるような方策を、より一層推進する
必要があります。
・市民が、広くＩＣＴ技術の恩恵を享受
できるよう、より一層の地域のインフラ
整備を図る必要があります。
・多くの人に電子申請を利用していただ
くためには、より簡単に手続ができるよ
う工夫する必要があります。

市政情報課
8,149,446円

P15

各種統計調査事務

A

・調査票未回収事業所には、督促状の送付
だけでなく、直接訪問して協力依頼し、回
収率を上げました。

・調査結果の精度を更に高めるため、調
査員への調査方法の伝達の仕方を検討し
ます。
・統計調査員の事故防止など安全対策を
強化します。市政情報課

2,082,295円
P18

統計調査管理事務

A

・登録調査員数は基準数（32人）を超える
37人を確保することができました。
・登録調査員が調査活動を積極的に行った
ことにより、３人が国、県、市から表彰さ
れました。

・現在登録調査員は60歳代70歳代が中心
であるため、若年層の登録調査員の確保
を検討していく必要があります。
・「統計ひだか」（資料集）について
は、更に早期にまとめられるよう検討し
ます。

市政情報課
138,492円
P17

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
オープンデータのアクセス数が増加し、当初の目標値を上回ることができました。
高麗郡建郡1300年のＰＲをホームページで行ったことや、平成29年３月にホームページをリニューア
ルしたことにより、アクセス件数が増加し、当初の目標値を上回ることができました。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）
オープンデータに公開するデータを増やし、市民の利便性向上に努めます。
市民の目線にたった、より活用される魅力的なホームページにするため、コンテンツの充実に努めま
す。

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

480,000 500,000
成果値 422,352 413,831 424,016

市ホームページアクセス数
（件）

目標値 ― ― 420,000 440,000 460,000

1,900 2,100 2,300 2,500
成果値 1,626 1,751

市オープンデータへのアク
セス数（件）

目標値 ― ― 1,700

　公平で公正な社会の実現、住民の利便性の向上、行政の効率化を実現するため、社会保障・税番号制
度に係るシステム改修を進めます。
　費用削減や業務の平準化を図るため、国や県のシステムを積極的に活用します。
　活用しやすいホームページを目指し、より高性能なシステムの活用によるホームページの機能向上を
図ります。
　オープンデータ化の推進のため、利用環境を整備します。
　オンライン調査を推進し、制度の高い統計調査を実施します。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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ホームページリ
ニューアル事業

A

・バナー等の画像の積極的な利用や、利用
者の視線の動きに配慮して情報を配置する
など、トップページのデザインを刷新する
とともに、各種検索機能を充実させること
で、必要な情報を取得しやすいホームペー
ジにすることができました。
・他部署との調整を図りつつ効率的にデザ
イン作成等の事務を進めることができまし
た。

・データ移行及びシステム保守等の作業
内容を見直すことで、次回リニューアル
の際の費用を削減できる余地がありま
す。

市政情報課
15,434,280円

P16

ウェブ情報発信運
営事務

A

・日高市公式ホームページをリニューアル
しひだか市民情報ひろばを開設すること
で、市民の目線に立った、より活用される
魅力的なホームページの作成に努めまし
た。
・日高市公式フェイスブックを公開するこ
とで「市政情報のさらなる広報」と「災害
時の情報ツールの確保」を行うことができ
ました。
・日高市の保有するデータをオープンデー
タ化することで行政の透明化の向上・デー
タ活用による地域経済の活性化の下地を作
ることができました。

・市民の目線にたった、より活用される
魅力的なホームページを作成するために
は、事務分担を見直し、スピード感のあ
る情報発信ができる組織にしていくこと
が必要です。
・ホームページとＳＮＳなどの他の情報
発信ツールを連携させることで、効率的
かつ確実に利用者が必要としている情報
を取得できるように工夫していくことが
必要です。
・システム保守に係る経費削減や有料広
告による収益の増額について検討し、費
用対効果を図ることが必要です。市政情報課

2,661,374円
P16

ICT管理運営事務

A

・電算機器の活用により、庁内の情報共有
を進めるとともに、行政事務の効率化と精
度の向上に努めました。
・基幹業務システムを常に安定的に稼働さ
せることができました。また、そのことに
より窓口業務における円滑な業務処理及び
良質な住民サービスの提供に寄与すること
ができました。
・社会保障・税番号制度に対応するための
システム改修を遅滞なく実施しました。
・パソコン、サーバの保守、修繕等を行い
事務の効率化を図りました。
・情報セキュリティ監査を行うことで、全
庁的に情報セキュリティポリシーを再認識
させ、情報セキュリティ意識を向上させる
ことができました。

・事務の多様化、複雑化に対応するた
め、日々進歩を続ける電算機器を積極的
に活用していく必要があります。
・窓口業務における基幹業務システム利
用は必須であることから、安定したシス
テム運用を行うため、常にシステム監視
を行い、障害発生のリスクを軽減する必
要があります。
・システムの機能を最大限に活用し、窓
口業務における円滑な業務処理及び良質
な住民サービスを提供するため、実際に
システムを使用する担当との調整を密に
する必要があります。
・社会保障・税番号制度導入に向け、よ
りよいシステムの在り方を検討する必要
があります。

市政情報課
165,464,322円

P15
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施策２３-（４）行政サービスの向上【市政情報課】
（施策の展開）

旅券事務

A

・パスポートセンター川越支所で行ってい
た手続きが平成27年７月１日から市役所市
民課でできるようになり、市民の利便性向
上につながりました。
・申請受付（１次審査）の窓口業務の委託
により、窓口サービスの質の向上及び職員
の事務負担の軽減を図りました。

・正確かつ迅速な業務が遂行できるよ
う、窓口業務委託スタッフや職員の資質
向上及び業務改善に努めます。

市民課
1,919,962円
P107

戸籍事務

A

・人口動態の基礎資料及び住民票の正確性
の担保並びに行政事務の基礎資料に帰する
ため、適正に事務を執行できました。
・複雑化する戸籍届出に対応するため、各
種情報の入手に努め、事務の向上を図りま
した。
・戸籍に関する届出において、通常添付さ
れるべき証明書等が添付されていない事案
がありましたが、申請者及び関係自治体と
の連絡調整を図ることにより、適正な戸籍
編製をすることができました。

・戸籍の届出をする方が初めての事案が
多いので記載方法についてだけでなく、
届出により影響することについても説明
できるように努めます。
・戸籍の届書についても、ＤＶ被害者へ
の注意深い配慮を求められることが多く
なり、一つのミスが重大事案に発展する
ので確認を怠らずに取り組みます。

市民課
7,916,070円
P106

住民基本台帳事務

A

・住民に関する居住関係の記録を適正に管
理し、証明書等を発行することにより、公
正な行政サービスの提供ができました。
・窓口業務の委託により、窓口サービスの
質の向上を図りました。
・マイナンバーカード（個人番号カード）
の交付事務を滞りなく行うことができまし
た。

・正確かつ迅速な業務が遂行できるよ
う、勉強会を開催するなどして、職員の
資質向上及び業務改善に努めます。
・臨時職員や委託業者との連携を強化し
ていきます。

市民課
23,875,515円

P106

税務証明事務

A

・窓口業務委託事業者から定期的に状況報
告を受け、改善が必要なもの等があった場
合は、取り扱いマニュアルを作成するな
ど、速やかに改善を行いました。
・各種税務証明の発行等において、お客様
をお待たせすることがないよう、的確かつ
迅速に対応することができるよう努めまし
た。

・窓口業務を民間委託している一方で、
職員一人ひとりが環境や体制の変化を
しっかりと認識していく必要がありま
す。
・窓口民間委託事業者から取り扱い等を
問われた際に職員によって判断等が異な
ることがないよう、引き続きマニュアル
を作成するなどが必要です。

税務課
8,684,524円

P62

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
システムがマイナンバー制度に対応していないため、マイナンバーの記載が必要な電子申請サービス
が減少したことにより、目標値に達することができませんでした。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

47 48 49 50
成果値 44 45 39

行政手続の電子化（件）
目標値 ― ― 46

イベント等の申し込みや各行政事務で電子化を推進し、市民の利便性向上に努めます。

　広報やホームページなどを通じ、各種相談についての情報を広く市民に提供するとともに、関係機関
と連携し、市民が気軽に悩みごとや困りごとなどを相談できる機会の充実を図ります。また、企業の経
営及び勤労者の生計を安定させるため、事業所及び内職を探している人の双方から相談を受け、紹介、
あっせんをします。
　市民が利用しやすい窓口にするため、市民のニーズを聞き取り、スムーズな証明書の交付等を行い、
市民サービスの向上を図ります。また、住民の利便性向上のため、電子申請を利用した手続の充実を図
ります。市民サービスを更に向上させるため、業務の改善や職員提案などを推進します。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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臨時運行許可事務

A

・本来公道を走行することができない自動
車に対して、特定の目的・条件に限って特
例的に運行を許可することにより、社会の
円滑な経済活動等に寄与することが期待で
きます。

・臨時運行番号標と許可証の返却期限を
過ぎているにもかかわらず未返却となっ
ている利用者に対しては、早めの督促に
より未返却を防ぎます。
・車検切れの自動車やナンバープレート
の付いていない自動車を単に運行する目
的では許可できないため、注意して発行
します。
・自賠責保険証の原本提示及び有効期限
の確認に注意します。市民課

658円
P104

就労支援事業

A

・相談者の希望に適した事業所をあっ旋す
ることができました。

・内職希望者の内職に対する認識と実情
が異なるため、あっ旋まで結びつくのが
困難な状況です。
・内職の受け入れ事業所については、ほ
ぼ横ばいのため更なる事業所の増加に努
めます。

産業振興課
348,930円
P84

労働相談事業

A

・随時相談できる体制により、労働者、雇
用者の要望に速やかに対応することができ
ました。

・潜在的な相談者を掘り起こすために、
市民への周知を拡大する必要がありま
す。産業振興課

151,570円
P84

税務相談事業

A

・受付や相談時において、トラブル等を生
じることなく開催することができました。
・相談を受けた方がお帰りの際、受付にお
礼など声をかけてくれました。

・税務相談については、予約制ではない
ため、一時に相談者が集中することがあ
ることから、待ち時間や相談時間の目安
をご案内するなどし、相談が円滑に進め
られるように努めていきます。

税務課
50,000円
P62

法律相談事業

A

・市民にとって費用負担の心配なく弁護士
に相談できる場は重要であり、予約はほぼ
満員でした。
・複雑、多様化する社会情勢の中で発生す
るさまざまな問題を弁護士の助言を得て解
決に導き、市民生活の安定に寄与すること
ができました。
・平成25年度から相談時間を15分から20分
に拡大したことにより、おおむね安定した
相談時間を確保することができています。

・相談枠や相談時間の設定等、市民の
ニーズにより引き続き動向を注視してい
く必要があります。

総務課
1,200,000円

P41

行政相談事業

A

・行政相談は、市民の身近な相談の場を提
供するため実施しています。行政に対する
苦情や意見の問題解決に寄与することがで
きました。

・個別の相談時間を設けておらず、一つ
の相談が長引く可能性があるため、相談
員との連携を強化する必要があります。
・関東管区行政評価局と連携しながら、
身近な問題から国の施策等について、
様々な相談に随時対応していきます。

総務課
120,102円
P41

消費生活相談事業

A

・高齢者を狙った悪質商法による被害が増
加していることから、高齢者がわかりやす
いように落語による啓発講座を取り入れ、
高齢者向けの注意喚起を行いました。
・スマートフォンの普及やその機能によっ
て若年層の消費者が被害に遭う事例が増え
ていることからＰＴＡ活動と連携して消費
生活の講座を保護者向けに行いました。

・若年層の方が被害に遭うケースが増え
ているため若年層向けの啓発が必要で
す。

産業振興課
3,367,738円
P101

人権相談事業

A

・人権擁護委員が人権相談や子どもの人権
ＳＯＳミニレターに対する回答をし、市民
の心配ごと、悩みごと及びトラブルの解決
に寄与しました。
・女性相談員がＤＶ被害者等からの相談に
応じ、情報提供や自立支援を行うことで被
害者等の救済に寄与しました。

・人権侵害を受けた方が相談できる体制
の充実と、複雑な事例にも適切に対応す
るため、関連する行政機関との連携を強
化していく必要があります。

総務課
821,474円
P40
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行政不服審査事務

A

・不服申立て事案が生じた場合には、審理
員を指名する必要がありますが、指名に当
たっての考え方を訓令により整理すること
ができました。

・平成28年４月からの新たな行政不服審
査制度の理解については、職員一人一人
が研究意識を持って取り組むことが必要
です。

市政情報課
4,866円
P11

市営葬助成事務

A

・市民の葬儀費用の一部軽減に寄与するこ
とができました。
・市民からの納付を確認後、委託事業者か
らの完了報告を受けているため、市民負担
分の入金は完納となりました。

・葬儀の多様化に伴い市営葬利用件数が
年々減少しているため、近隣市の状況等
を調べ、助成の在り方について検討する
必要があります。

市民課
4,465,000円
P108
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施策２４-（１）安定した財政運営【財政課】
（施策の展開）

入札・契約事務

A

・電子入札共同システムの活用により、入
札の事務の透明性、効率化を図ることがで
きました。
・競争入札参加資格審査の募集を実施し、
より多くの企業へ参加を呼びかけました。
・設計価格１千万円以上の工事について、
一般競争入札を実施しました。

・電子入札は、建設工事及び建設工事に
係る設計・調査・測量のみであり、他の
入札については従来どおりの紙面による
入札のため、電子入札の導入について検
討する必要があります。

管財課
3,510,446円

P57

工事検査関係事務

A

・中立性、公平性に配慮した工事検査を実
施しました。
・監督員研修を実施し、技術の向上及び安
全対策の徹底に努めました。
・工事検査を通して技術の向上、安全対策
の指導及び雇用労働者の福祉の増進と雇用
の安定について、受注者への働きかけを実
施しました。

・年度末に工事完成検査が集中するた
め、早期発注を推進する必要がありま
す。
・検査集中期は、検査員の不足が生じる
ため、技術系職員の配置、再任用職員の
起用による検査員の確保や担当課検査の
拡充など検討していく必要があります。
・労働災害の防止には、監督員及び受注
業者への安全教育に継続的に取り組む必
要があります。

管財課
93,209円
P56

共通物品管理事務

A

・各課へ必要量を配布することにより、適
切な共通物品の管理を図ることができまし
た。
・封筒や物品等を常備しておくことによ
り、請求日以外の急な物品請求に対しても
対応することができました。

・各課内に未使用の物品在庫があるなど
の傾向がみられるため、在庫管理を適正
に行うよう呼びかけていく必要がありま
す。

管財課
950,000円
P56

まちづくり寄附金
事務

A

・返礼品を随時追加したこと、またふるさ
と納税情報誌への掲載、情報ＷＥＢサイト
へ特集広告を掲載する等のＰＲをしたこと
により、１億円を超える寄附をいただきま
した。
・平成28年度は、高麗郡建郡1300年を応援
しよう、子どもたちの心に残る本をおくろ
う、ボランティア活動を応援しようの事業
に寄附金を活用しました。

・過度な返礼品競争に歯止めをかけるべ
く、総務省が通知した「返礼品価格を寄
附額の３割以下とすること」、「当該地
方公共団体への住民に対し返礼品を送付
しないようにすること」等への対応が必
要です。
・更なる寄附の拡大を図るため、より興
味のひく返礼品の発掘や、全国のかたに
目にとめてもらえるよう、広報・宣伝に
力を入れます。

総務課
152,569,537円

P42

議長車維持管理事
務

A

・議長の安全が確保でき、かつ適切、効率
的に公務が遂行できました。
・議長車運転業務について運転員を雇用
し、当該業務に専従させることで効率化を
図ることができました。

・引き続き議長公務の安全かつ効率的な
遂行に努めます。

議会事務局
1,426,107円
P286

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
普通交付税や臨時財政対策債などの経常一般財源等収入の減少。また、歳出においては、公債費の増
加により経常収支比率が対前年度比3.6ポイント増加しました。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

89.5 88.5 87.5 86.5
成果値 93.6 91.0 94.6

経常収支比率（%）
目標値 ― ― 90.5

経常収支比率を算定する上で１つの要素となる公債費については、新規地方債発行を極力抑制するよ
う努めます。また、地方債を活用する場合には交付税措置のある地方債を選択します。

　財政運営の健全化の確保を図るため、中長期的な視点から持続可能な財政運営や財源確保策につい
て、財政計画を策定し、計画的な財政運営を推進します。
　歳入の増加や維持管理費の削減を図るため、市が保有する未利用財産の売却や有効活用を積極的に推
進します。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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現金等出納事務

A

・公金等の適正な出納事務を行うことがで
きました。
・例月出納審査において、特に指摘事項は
ありませんでした。

・正確、迅速な出納事務を継続して行う
必要があります。

会計課
1,462,054円
P281

決算等調製事務

A

・決算の調整及び提出について、遅滞なく
適正に行うことができました。

・限られた人員の中でも、正確な決算の
調整に努める必要があります。

会計課
5,625円
P280

会計審査事務

A

・伝票の審査、確認の効率化を図り、適切
な会計処理ができました。

・適切な会計処理に努めていますが、限
られた人員で十分な審査を行うには更な
る事務の効率化が必要となります。その
ため、伝票作成時の修正等を減らす必要
がありますので、作成時の注意点等を作
成側へ周知していきます。

会計課
39,391円
P280

財政状況公表事務

A

・広報ひだかや市ホームページなどを活用
し、財政状況を公表しました。
・総務省が進める「統一的な基準による地
方公会計（財務４表の作成）」の作成に必
要となる固定資産台帳データ（公共施設、
備品、道路等の開始時の評価額）を作成し
ました。

・総務省が進める「統一的な基準による
地方公会計（財務４表の作成）」の作成
を進めていく必要があります。

財政課
13,508,938円

P21

財源確保活用事務

A

・市債の選択において、交付税措置のある
ものや金利の低いものを選択しました。
・銀行等引受地方債の借入れにあたって
は、見積合わせを行い、利率の低い銀行か
ら借入をしました。

・市債の借入れを行う場合は、後年度の
財政負担を考慮し、交付税措置のある地
方債や利率の低い金融機関等からの借入
を行う必要があります。

財政課
189,024円
P20

予算編成執行管理
事務

A

・予算編成過程について、市ホームページ
により公表しました。
・予算書について、市ホームページにより
公表しました。

・予算編成事務等に係る作業量が多く、
時間外勤務時間も多くなっていることか
ら、臨時職員の雇用や業務委託などによ
り対応していく必要があります。

財政課
805,246円
P20

財政計画管理事務

A

・財政状況の把握、また、基金の有効活用
などにより、安定した財政運営ができまし
た。

・国の施策、経済動向、少子高齢社会な
どにより、今後の財政状況を見極めるこ
とが困難になっています。

財政課
0円
―

用品調達基金管理
運用事務

B

・年間単価契約を締結することにより、契
約事務の簡素化を図ることができました。
・単価契約以外の物品の購入について、事
務を一括処理することにより効率化を図る
ことができました。

・物品等発注事務が各課と管財課での重
複事務となっており、明確な区分等もな
いため、事務が煩雑化しているケースも
あります。
・実績は購入金額ベースで平成27年度か
ら133％増加しています。このため物品の
範囲を絞るなど運用方法を検討していく
必要があります。

管財課
0円
―
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公共施設整備基金
管理運用事務

A

・適切な管理運用を行うことができまし
た。

特になし

財政課
170,754,370円

P23

減債基金管理運用
事務

A

・適切な管理運用を行うことができまし
た。

特になし

財政課
161,238円
P22

財政調整基金管理
運用事務

A

・適切な管理運用を行うことができまし
た。

特になし

財政課
408,130,214円

P22

職員駐車場維持管
理事務

A

・閉庁日には職員駐車場を文化体育館等の
利用者に開放し、公共施設の有効利用を図
りました。
・市民プラザ北側駐車場の周囲に上下式
ポールを設置しました。

・未舗装部分の除草作業など定期的な維
持管理を行う必要があります。

管財課
2,219,418円

P59

公用車維持管理事
務

A

・効率的、経済的な車両の運行管理を行い
ました。
・ハイブリッド車、低燃費及び低排出ガス
車へ更新することにより、地球温暖化に配
慮した公用車の入替を行いました。

・車両購入費の抑制などの経費削減の必
要があり、車両ごとの稼働率が高まって
いるため、効率的な運行使用を今後も検
討する必要があります。
・経過年数及び走行距離の他、車両の状
況により、安全運行のための車両の更新
を図る必要があります。
・実際の使用時間より長く車両予約をす
るケースが多いので、適切な車両予約と
なるよう管理する必要があります。管財課

15,661,737円
P58

公有財産維持管理
事務

A

・公有財産の有効活用を図りました。
・市有地の適切な管理のため、除草や雑木
伐採を行いました。
・高麗川駅西口土地区画整理地内の土地
（宅地）の売却を行いました。

・未利用地などの保有に係る管理費の削
減とともに、財源確保につながる売却
や、貸付などの効率的な資源の活用に努
める必要があります。

管財課
2,917,317円

P58

市長車維持管理事
務

A

・車両の維持・管理からメンテナンスまで
を含めて契約を締結することで、事務の軽
減を図ることができました。
・運転業務を臨時職員が専門的に行うこと
で、より安全に市長車運転業務が遂行でき
ました。

・場所、時間等によっては、タクシーの
利用を図っていきます。
・朝夕の送迎業務については、職員も対
応する事があるため、負担の節減を図っ
ていく必要があります。政策秘書課

2,047,757円
P4

収入証紙等売りさ
ばき事務

A

・市民の需要に応じ、埼玉県収入証紙及び
収入印紙の販売を行いました。
・パスポート用に埼玉県収入証紙と収入印
紙をあらかじめセットで用意しておくこと
により効率的に販売事務を行うことができ
ました。

・年々、埼玉県収入証紙及び収入印紙の
販売が増加しており、現金及び在庫管理
に充分な注意が必要となります。

会計課
20,504,000円

P281
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市税収納管理事務

A

・コンビニエンスストアでの納付に加えて
クレジット納付も可能となり、利便性の向
上を図ることができました。

・新たな納税手段である「クレジット納
付」の普及や広報に努めます。
・休日窓口及び延長窓口について、今後
も市民への周知を図ります。

収税課
19,264,377円

P69

市たばこ税賦課事
務

A

・法令に基づき適正な課税事務を行うこと
ができました。
・旧３級品たばこの税率が平成28年度から
段階的に縮減されることから、税務署、県
と共同で手持品課税のための書類等を発送
しました。

・引き続き法令に基づく適正な事務処理
を行います。

税務課
0円
―

軽自動車税賦課事
務

A

・軽自動車の登録状況等を踏まえ、適正な
課税を行うことができました。
・高麗郡建郡1300年記念ナンバープレート
（50cc以下の原動機付自転車用）の発行に
ついて、広報等でＰＲした結果、交付申請
された方の半数の方に記念ナンバープレー
トを選んでいただきました。

・引き続き適正な課税を行っていく必要
があります。

税務課
3,340,475円

P65

固定資産税等賦課
事務

A

・法令に基づき適正な賦課決定を行うこと
ができました。

・引き続き法令に基づき適正な賦課決定
を行っていきます。

税務課
40,104,144円

P65

法人市民税賦課事
務

A

・県税事務所等と連携を図りながら、適正
な課税を行うことができました。

・引き続き県税事務所等と連携を図りな
がら、適正な課税処理を行っていく必要
があります。

税務課
1,555,976円

P64

個人市民税賦課事
務

A

・個人市民税・県民税課税事務及び申告受
付において、適切な処理を行うことができ
ました。
・繁忙期への対応として、臨時職員の雇用
の増加、申告支援業務委託を行いました。
・申告書や給与支払報告書へのマイナン
バー記載の対応や、ふるさと納税（寄附）
に対するワンストップサービスの処理な
ど、増大する事務に円滑に対応することが
できました。

・個人市民税・県民税課税事務において
は、繁忙期中に新たな事務が生じること
が見込まれるため、課税事務が遅滞しな
いよう事務処理方法や体制について引き
続き検討する必要があります。
・臨時職員については、採用する人員数
を集めることが非常に困難であったこと
から、早めに準備等を行っていきます。

税務課
20,416,846円

P64

収税事務

A

・誤納に対しての還付事務を適切に行うこ
とにより、税の公平性を確保することがで
きました。
・徴収事務に関する研修会に積極的に参加
し、滞納整理の手法等に関する専門性向上
を図ることができました。

・専門的な知識や技術を高めるために、
様々な研修に参加することができるよう
スケジュール等を調整します。

収税課
895,618円
P68

税務事務

A

・税務協議会等による研修会に参加し、事
務能力の向上が図れました。
・新たな事例等に対する情報交換などを行
うことができました。

・協議会等が主催する研修会や意見交換
会などへ参加する際は、引き続き、その
内容を踏まえ、適切な職員を参加させて
いく必要があります。

税務課
35,903,333円

P63
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民生費国・県支出
金等返還事務（子
育て応援課）

A

特になし 特になし

子育て応援課
3,857,309円
P134

出張所維持管理事
業

A

・各地域の出張所における窓口対応によ
り、出先機関としての機能を発揮でき、地
域住民へのサービス向上を図ることができ
ました。

・老朽化してきている建物の維持管理に
ついて、長期的な視点で検討していく必
要があります。

市民課
2,292,122円
P105

庁舎等維持管理事
業

A

・庁舎西側外壁等防水工事等を実施し、適
正な維持管理を行いました。
・施設の電気について、入札で決定した事
業者との契約により使用料金の削減が図れ
ました。
・昨年度実施した庁舎１階トイレの洋式化
に続き、４階・５階の洋式化により来庁者
の利便性を向上させることができました。

・庁舎の老朽化に伴い、設備等の更新、
修繕箇所が増加しており、より効率的か
つ計画的な維持管理が必要となっていま
す。

管財課
112,708,772円

P59

収納率向上対策事
務【国保】

A

・納税コールセンターの開設により、自主
納付を促すことができました。

・収納率向上に向け、課税担当との連携
をさらに深めていく必要があります。

健康支援課
721,471円

―

ふるさとづくり基
金管理運用事務

A

・基金の設置から28年を経過し、総合的に
精査した結果、高麗郡建郡1300年記念事業
への活用を基金の区切りと捉え、基金全額
を充当したことに伴い、日高市ふるさとづ
くり基金条例を廃止しました。

特になし

政策秘書課
0円
―

下水道事業会計助
成事務

A

・遅滞なく、適切に支出しました。 特になし

財政課
309,293,000円

P26

市債利子支払事務

A

・遅滞することなく、適正に地方債利子の
支払いを行いました。

特になし

財政課
104,696,828円

P25

市債元金償還事務

A

・遅滞することなく、適正に償還金の支払
いを行いました。

特になし

財政課
1,043,890,975円

P24

市税滞納整理事務

A

・納期内納税者が増加した結果、督促状発
送件数が前年対比897件減少しました。
・納税コールセンターを開設し、前年とほ
ぼ同じ629件の自主納付を促しました。

・引き続き、納期内納付の重要性等を啓
発し、督促状発送件数の減少に努めま
す。
・納税コールセンターによる納付忘れの
告知、催告書の随時発送及び適切な滞納
処分（差押え）を執行するなどして、引
き続き納税の公平性確保に努める必要が
あります。

収税課
5,648,201円

P69
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衛生費国・県支出
金等返還事務（健
康支援課）

A

・未熟児養育医療費の一部が国及び県から
交付されるため、市の財政負担を軽減でき
ました。

・実績報告時に医療費の算出が明確でな
いため毎年超過交付分を返還している。

健康支援課（保健相談センター）

2,754,550円
P172

水道事業会計助成
事務

A

・遅滞なく、適切に支出しました。 特になし

財政課
540,000円
P26

民生費国・県支出
金等返還事務（長
寿いきがい課）

A

・平成27年度中に交付された国・県支出金
を実績に基づいて精算し、超過交付分を返
還しました。

・事業状況をしっかりと把握し、適正に
事業を執行するように努めます。

長寿いきがい課
10,350円
P156

総務費国・県支出
金等返還事務（政
策秘書課）

A

特になし 特になし

政策秘書課
885,495円
P8

自衛消防管理事務

A

・屋内消火栓操法大会に参加し、初期消火
の基本を習得しました。
・全職員を対象とした庁舎の総合防火訓練
の実施により、通報連絡及び避難誘導など
の知識や技術の向上を図りました。

・庁舎総合防火訓練実施後における課題
の整理等を的確に行う必要があります。

管財課
73,428円
P57

民生費国・県支出
金等返還事務（社
会福祉課）

特になし 特になし

社会福祉課
27,008,799円

P116

生涯学習センター
維持管理事業（生
涯学習課）

B

・施設を適切に維持管理することにより、
保健相談センター、図書館、教育センター
の運営が行え、利用者も事故なく快適に利
用できました。
・水道使用量が前年度より下回ったことに
より、環境への負荷を軽減できました。

・施設の経年劣化により、各種設備の改
修等が必要な箇所が年々増加していま
す。修繕費用を抑制していくためには、
不具合の早期発見、計画的な修繕計画を
立て整備していく必要があります。
・電気、ガスの使用量が増大しており、
使用方法の見直しなど、費用負担及び環
境への負荷を軽減することが必要です。

生涯学習課
30,645,655円

P273

生涯学習センター
維持管理事業（教
育総務課）

A

・生涯学習センターの外壁等の改修・整備
をすることができました。

・施設の老朽化に伴う改修について、計
画的に行っていく必要があります。

教育総務課
188,622,000円

P217
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施策２４-（２）税収の確保【収税課】
（施策の展開）

税収を確保するため、コンビニエンスストア納付、クレジット納付など利便性のある納付方法の周知を
行い納期内納付を推進します。また、引き続き納税コールセンタによる納付忘れの告知や、催告などの
発送により未然に滞納を防止します。

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
平成26年に開設した納税コールセンターによる納め忘れの告知により、早期の自主納付を促しました。
また、適切な滞納処分により納税の公平性確保に努めました。これらにより収納率が向上しています。

〔平成29年度目標に向けての取組〕（Action）

98.5 98.6 98.6 98.7
成果値 98.7 99

市税の収納率（%）
目標値 ― ― 98.5

　税収を確保するため、適正な課税の推進を図るとともに納期内納付を推進し、未然に滞納を防止しま
す。また、企業誘致を積極的に推進し、安定的な税収の確保に努めます。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策２４-（３）公共施設などの老朽化に対する総合的な対策【財政課】
（施策の展開）

教育施設長寿命化
計画策定事務

A

・老朽化が進む教育施設の実態調査を行う
ことで、施設の現状、課題の整理を行いま
した。

・調査内容を踏まえ、適正な維持管理を
図る必要があります。

教育総務課
7,862,400円
P212

公共施設マネジメ
ント推進事務

A

・「公共施設マネジメント」地域説明会及
び講演会を開催し、公共施設の現状や課題
について、市民との共通認識を深めるとと
もに、今後の公共施設の在り方を考える契
機となりました。

「日高市公共施設等総合管理計画」に基
づき、公共施設マネジメントを推進する
ため、引き続き市民と情報を共有し、共
通理解を深めながら、公共施設を将来に
わたって持続可能な規模に最適化してい
くことが必要です。
また、市民との協働を図りながら個別施
設計画を策定する必要があります。

財政課
2,584,972円

P23

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

成果値
―

目標値

　老朽化が進行している公共施設（公共建築物、土木構造物など）について、安全性を保ちつつ、財政
負担の軽減を図り、時代に即した最適なものとするため、日高市公共施設等総合管理計画に基づき、長
期的かつ総合的な対策を推進します。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策２５-（１）地域コミュニティ組織の充実【総務課】
（施策の展開）

自治組織及び自治
団体育成事業

A

・地区団体の運営に大きく貢献する区運営
交付金、市からの依頼事務に対する区長へ
の謝金について交付し、地域の活性化に寄
与することができました。
・区相互の連絡調整や住民の要望を市政に
反映することなどを目的に設置された市区
長会に補助金を交付し、事業の実施に有効
活用されました。

・現在、区運営交付金・区長謝金ともに
交付要綱が規定されておらず、地区団体
及び区長からの要望に基づいての支出と
なっています。今後、交付要綱等の制定
について検討する必要があります。

総務課
32,061,960円

P45

コミュニティ組織
育成事業

A

・コミュニティ活動を長年推進している市
民へのかわせみ賞の贈呈等、青少年の健全
育成や市民のふるさと意識の醸成を図るた
めの事業を行い、地域コミュニティ活動の
推進に貢献できました。
・手づくり凧揚げ大会に先駆け開催した凧
作り教室（小学生対象）では、コミュニ
ティ協議会の役員が講師となり、233人が
凧作りを経験することができました。
・手づくり凧揚げ大会では、新たに連凧の
部を設けるなど、事業内容の充実を図るこ
とができました。

・コミュニティ協議会への加入増進のた
めの周知等を引き続き行います。
・市民のコミュニティに対する意識が高
まるような事業を引き続き実施し、地域
のコミュニティ活動を推進していきま
す。

総務課
2,952,774
P44

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
アパート建築や宅地造成等で一挙に住民数が増加することもあり、各区でも転入者の勧誘活動に苦慮
している声が聞かれます。これまで行ってきた区長会を通じた加入促進手法の検証と新たな手法の研
究が必要です。

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

83.5 84 84.5 85
成果値 82.6 82.1 81.5

区加入率（%）
目標値 ― ― 83

区未加入者の増加を防ぐため、不動産業の協会と連携協力を図るとともに、現在の未加入世帯の区へ
の加入について、区長を通じて各区に働きかけていきます。

　住み良い連帯感、豊かな地域社会の形成や地域自治の振興を図るため、自治会活動の活性化を推進し
ます。また、区未加入者の増加を防ぐため、区加入促進に関する啓発を推進します。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策２５-（２）市民活動の支援【総務課】
（施策の展開）

コミュニティ施設
整備補助事業

A

・地域のコミュニティ活動の拠点施設と
なっている公会堂等の集会施設の整備に対
して、補助金を交付することにより、市内
各地で展開されているコミュニティ活動の
促進を図ることができました。
・３ヵ年先の計画を照会しており、整備計
画が集中する場合は、前倒し、先送りを事
前に調整できる体制を整えています。

・耐震改修が必要と推測される施設があり
ますが、自治会の予算面や代替施設の確保
などで改修工事が実施できない場合があり
ます。国・県からの補助金活用や公共施設
の優先貸し出しなどの検討が必要です。

総務課
2,059,000円

P46

ボランティア活動
等支援事業

A

・公益的な活動を行うボランティア団体９
団体に補助金を交付しました。ボランティ
ア団体の活動を資金面で支援することによ
り、市民活動の活性化が図れました。
・ボランティア交流会を開催し、情報収集
やボランティア団体同士の横のつながりを
深める機会の提供ができました。

・ボランティア団体の会員の高齢化や活動
資金不足などの課題があります。引き続き
補助金の交付だけではなく、ボランティア
団体のＰＲや交流会でのボランティア団体
同士の横のつながりを深める機会の提供な
ど、ボランティア活動の支援が必要です。
・ボランティア活動の支援にあたっては、
ボランティアセンターを設置している市社
会福祉協議会が主体となり、ＮＰＯ法人支
援等は市が主体となって担っていくといっ
た役割分担が必要です。総務課

582,338円
P45

市民表彰事務

A

・各分野で活躍されている市民の励みとな
り、公益的活動が活性化され、市民との協
働のまちづくりを推進することができまし
た。

・例年、同規模で定例表彰、感謝状の贈呈
を実施できるよう、関係各課と連携をと
り、被表彰者の把握に努める必要がありま
す。

政策秘書課
203,313円
P3

市民参加推進事務

A

・平成28年度は審議会や市民コメント、ア
ンケート調査で８件の市民参加手続を実施
しました。多くの市民の皆さんからコメン
トをいただくため、広報紙やホームページ
への掲載だけでなく、公民館などに設置
し、周知に努めました。

・市民コメントについては、周知の方法を
工夫し、複数の意見をいただいた計画もあ
りましたが、意見の少ない計画もありまし
たので、引き続き、市民の皆さんからコメ
ントをいただく方法について、検討してい
く必要があります。

総務課
97,000円
P42

より多くのボランティア活動団体に登録していただけるように、登録制度の周知に努めていきます。

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)
ボランティア活動等支援事業補助金の申請時等に登録制度を紹介し、登録を促したことにより、新たに
２団体の登録がありました。

〔平成29年度目標に向けての取組〕（Action）

48 49 49 50
成果値 47 49 51

ボランティア団体登録数
（団体）

目標値 ― ― 48

　協働により行う地域活動の活性化を図るため、市民が気軽に参加できるような体制づくりを推進しま
す。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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施策２５-（３）広報活動・情報発信・情報公開の推進【市政情報課】
（施策の展開）

文書発送・送達等
管理事務

A

・郵便物等を迅速かつ適切な方法により発
送することに心掛け、受け取りについても
各課への配付を正確に行いました。
・コピー機等の事務機器について、適正に
管理を行い、文書や資料等の作成が効率的
に行える環境を整えました。

・受け取り郵便物等は宛先が明確でない
ものが多く、各課への配布に苦慮してい
ます。各課の担当者から関係先へ明確な
宛先の記入をお願いするなどの対応が必
要です。
・コピー機の使用については、ミスコ
ピーの削減など、職員のコスト意識の啓
発が必要です。

総務課
27,203,413円

P43

文書管理事務

A

・文書の整理・保管は、情報公開を進める
上での基礎となります。法令及び市の基準
に基づき、適正に実施しました。

・保存文書が増加しており、新たな保管
場所の確保が必要となってきています。
適切な管理が行えるよう、職員一人一人
が意識を持つことが重要です。

市政情報課
1,185,675円

P12

法規審査事務

A

・職員による庁内組織である日高市法規審
査会を通して、条例等の制定改廃について
法規審査を適正に行いました。

・地方分権の進展により、近年、法規審
査の件数は増加しています。様々な案件
に対応できるよう、事前の情報収集及び
準備の必要があります。

市政情報課
4,326,891円

P11

議会会議録調製等
事務

A

・冊子による会議録及び委員会記録の調整
と会議録検索システムによる情報提供がで
きました。
・インターネットによる議会の録画配信を
昨年度から開始し、傍聴に来られなかった
方にも本会議の様子を公開できるようにな
りました。

特になし

議会事務局
3,500,745円
P287

議会報発行事務

A

・議会だよりの表紙をリニューアルしたこ
とにより、市民の関心を深めることができ
ました。
・表紙（裏面）に議会フォトトピックス
コーナーを掲載し、親しみやすい議会だよ
りにしました。

特になし

議会事務局
1,142,744円
P286

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

成果値
―

目標値

　広報、ホームページやＳＮＳなどを活用し、市からのお知らせ事項や市民が必要とする情報を分かり
やすく発信します。
　市民の理解と信頼を深めるため、個人情報の保護に留意しながら、公正で透明かつ積極的な情報公開
に努めます。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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広報事務

A

・情報提供を積極的に行うことによって、
各メディアに取り上げていただく回数が増
えました。
・バックパネルを新たに作成したことに
よって、記念写真等を通じてより日高市を
ＰＲできるようになりました。

・報道機関へ提供できそうな市政情報な
どを見落とすことがないよう、各課との
連絡を密にし、協力体制を強化していく
必要があります。
・毎年行っている事業でも、情報提供の
切り口を変えることで注目を受けること
ができるため、引き続き各課への協力を
依頼します。

市政情報課
221,427円
P14

広報ひだか発行事
務

A

・カラーページを効果的に使用することで
広報紙を読む人が増え、発行部数が前年度
の251,100部から254,400部に伸びていま
す。
・マチイロでの配信や駅での配布により、
通勤時間等の空いた時間で広報ひだかを気
軽に読んでいただけるようになりました。
・市政情報に興味をもっていただくよう
に、写真を多くしたり、市民の皆さんに登
場していただいたり工夫しています。

・市民の皆さんにわかりやすい広報紙と
なるよう、文章表現に注意し、写真やイ
ラストなどを織り交ぜた、見やすいレイ
アウトになるよう研究していきます。
・自治会に加入していない人へ広報紙を
届けられるように、高麗川駅以外の施設
での配布を進めていきます。

市政情報課
6,737,928円

P13

行政手続条例事務

A

・各課の相談に応じ、その担当者に対し、
条例等に基づく処分などの行政手続を迅速
かつ適正に行い、その根拠等について市民
に分かりやすい説明をするよう助言しまし
た。

・地方分権の進展により、市が処理する
事務の数は増加しています。個々の事務
の内容について、正しい理解と運用が必
要となります。

市政情報課
972,000円
P13

情報公開・個人情
報保護事務

A

・条例に基づく公文書の開示（公開）の求
めに対して適正に対応するとともに、市政
に関する情報（個人情報を除く。）を市民
に積極的に提供するよう努めました。

・市が処理する情報の数は年々増加して
おり、公文書の開示等の際には、当該文
書の所管課との迅速な連絡調整が求めら
れます。職員一人一人が情報の発信者と
しての意識を持つことが必要です。市政情報課

63,534円
P12
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施策２５-（４）広聴活動の充実【市政情報課】
（施策の展開）

広聴事務

A

・市民提案箱を毎日チェックすることに
よって、市民の皆さんからいただいた貴重
なご意見に対し、迅速な対応がとれまし
た。

・市民の皆さんから寄せられたご意見や
ご要望は、内容によって対応が難しい場
合がありますが、市民の皆さんの視点に
立って、丁寧かつ誠意ある対応を続けて
いきます。市政情報課

0円
―

【事務事業評価】
(Ｃheck)・(Ａction)

事務事業名

評価
ランク

評価すべき事項
（良かった点、成果を上げた点など）

改善すべき事項
（問題点、課題点、解決方策など）

担当課
経費

主要な施策の成果説明書頁

〔当該年度の成果値の分析・評価〕(Ｃheck)

〔平成29年度目標に向けた取組〕（Action）

成果値
―

目標値

　「市長と話そう！ふれあいトーク」の開催をはじめとする広聴活動の一層の充実を図ります。
　市民提案箱やホームページなどによって市への意見を広く受け付け、寄せられた意見などを市政に反
映できるよう努めます。

（成果指標）
H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 達成率
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